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よる被害も小さかったことから、停電時でも使
用可能な通信機器がある防災管理室内に本部を
設置した。

１．災害対策本部の設置
　平成23年３月11日午後２時46分の地震発生と
同時に、市役所本庁舎内に市災害対策本部を設
置した。本庁舎は、高台に位置していたため、
津波による被害を受けなかった。また、地震に

集められた情報はホワイトボードと模造紙
にまとめられた（３/11）

２．情報収集等
　市災害対策本部では、通信インフラが途絶し
ていたため、Ｊアラートや移動系防災行政無
線、消防救急無線、消防団無線、県防災行政情
報通信ネットワーク、庁内各部等から情報を収
集し、その情報をホワイトボードに書き出して
情報の共有を図るとともに、報道機関、防災関
係機関等へ情報を提供した。
　また、把握した被災状況や避難者数は、県防
災行政情報通信ネットワークを使用して、県災
害対策本部へ報告するとともに、救助や物資の
支援要請を行った。
　通信手段を複数確保するため、大船渡地区消
防組合が保有する衛星携帯電話を１台借用し、
県等との通信に活用した。

　12日未明には県立大船渡病院の医師が、市内
の避難場所や避難者数の情報を求めて、市災害
対策本部を訪れた。市災害対策本部で集約した
情報を提供することで、市内の救援・医療活動
に役立てられた。市災害対策本部は情報集約の
要として、各機関からの情報が収集され、取り
まとめが行われた。情報収集に追われる職員

第１章　初動対応

❶ 災害対策本部
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３．本部員会議及び記者会見
　市災害対策本部員会議は３月11日午後６時に
第１回が行われ、その終了後に記者会見が行わ
れた。11日はそれぞれ計４回、12日は計９回行
い、25日以降は基本的には１日各１回の開催と
し、午後３時から本部員会議を、午後５時から
記者会見を行った。
　本部員会議では、収集された情報（被害状
況、避難者の状況、インフラの復旧状況等）の
共有や対応方針の協議などを行った。

４．災害対策の総合調整
　市災害対策本部では、各所から様々な情報が
入ってくる中で、職員がそれらの連絡調整を行
った。発災当初は、市防災行政無線と県防災行
政情報ネットワークが唯一の連絡手段であった
ため、市災害対策本部では、消防、自衛隊、警
察、病院、避難所等の人命救助を中心とした個
別の連絡調整への対応を優先した。応急復旧活
動が膨大で、多岐にわたることから、市災害対
策本部の活動は、情報共有に努めながら、各部

図表　本部員会議及び記者会見開催状況
（３/11～３/18）

本部員会議 記者会見 場　所
回 時　間 回 時　間

３/11
１ 18：00～ １ 18：30～

応接室

２ 19：30～ ２ 20：00～
３ 21：00～ ３ 21：30～
４ 22：30～ ４ 23：00～

３/12

５ ０：00～ ５ ０：30～
６ １：30～ ６ ２：00～
７ ４：00～ ７ ４：30～
８ ５：30～ ８ ６：00～
９ ９：00～ ９ ９：30～
10 11：00～ 10 11：30～
11 13：00～ 11 13：30～
12 16：00～ 12 16：30～
13 20：00～ 13 20：30～

３/13
14 ８：00～ 14 ９：00～
15 10：30～ 15 11：00～

議員控室

16 13：30～ 16 14：00～
17 16：00～ 17 17：00～

３/14
18 中止（津波発生） 18 11：00～
19 中止 19 16：00～
20 17：00～ 20 19：00～

３/15
21 ９：00～ 21 11：00～

22 16：00～
22 17：00～ 23 19：00～

３/16 23 ９：00～ 24 11：00～
24 17：00～ 25 19：00～

３/17 25 ９：00～ 26 11：00～
26 16：00～ 27 18：00～

３/18 27 ９：00～ 28 11：00～
28 16：00～ 29 18：00～

の自主的な活動によることが多かった。
　また、NTT局舎等の被災によりインターネ
ットが利用できないため、復旧活動の参考とす
るための情報収集を行うことが困難であった。
　このため、避難所の廃止時期や被災者救済、
行政の体制、応急・復旧活動の状況等、発災後
の時系列での対応について、チリ地震津波や新
潟県中越地震等の災害誌を参考としながら取組
を行った。

記者会見（３/11）（右から市長、副市長、教育長）

５．被災者の要望等の把握
　発災直後から市長自ら市内を巡回し、被災状
況を確認するとともに、３月中に70余りの避難
所の多くを訪問し、被災者への激励や不足して
いる物資等の把握に努めた。その際は、市秘書
広聴課の職員も同行し、遂次その状況等につい
て市災害対策本部に報告、指示するなどの対応

を図った。
　また、被災事業所を訪問し、今後の再建等に
ついて意見交換するなど、産業再生のために精
力的に対応した。さらに、応急仮設住宅入居者
との懇談を行い、要望等の把握に努めた。
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１．盛地区本部
①地区本部の設置
　地域防災計画上は、盛地区は津波浸水区域で
はなかったため、津波災害での地区本部の設置
は想定されていなかった。しかし、今回の震災
では、盛地区も津波によって浸水し、盛小学校
などに避難所が開設されたことから、地区内の
情報伝達をより円滑に行うことを目的として４
月25日に盛地区本部を設置した。本部長及び事
務局長１名の２名体制でカメリアホール内の盛
地区公民館内に設置した。

②地区本部における対応
　地区本部の主な業務は、避難所の運営及び盛
地区住民への情報提供であった。盛地区では地
区本部設置前の３月18日から、毎日午後４時か
ら午後５時まで盛地区対策本部として連絡会議
を開催していた。４月11日からは週３回、５月
からは週２回の頻度で開催された。地区本部設
置後は、地区本部員もこの会議に参加し、市か
らの情報を伝達した。

③避難所運営
　カメリアホールには、４月末時点で50人を超
える避難者がいた。避難所の運営は、発災直後

から中央公民館長の統率の元、まとまりがとれ
た運営が行われていたため、地区本部はこの館
長を補佐する形で運営に携わった。館長の負担
が大きかったため、中央公民館の職員と地区本
部員との共通の勤務表を作成し、負担軽減に配
慮した運営が行えるよう対応した。

④地域内の情報収集
　地区本部を設置したことで、それまでは避難
所でしか市からの情報を周知することができな
かったが、地域公民館長を通じて、在宅避難者
への情報提供も行うことができるようになっ
た。全住民に周知が必要な情報は、地区本部員
が資料を作成し、連絡会議の際に地域公民館長
に渡すなどした。また、地域内の避難所の情報
も直接出向いて収集した。

⑤盛地区本部における教訓
　盛地区は津波浸水地区の想定がなかったこと
から、地区本部が設置されなかった。しかし、
発災直後から地区内に避難所が開設されたた
め、もっと早い時期に地区本部を設置すべきで
あった。

❷ 地区本部

２．大船渡地区本部
①地区本部の設置
　地震発生後、ある大船渡地区本部員は市役所
から大船渡地区本部（大船渡地区公民館）へ車
で向かおうとしたが、信号の停電等により、国
道が渋滞していたため、徒歩で地区本部に向か
った。また、別の地区本部員は、国道を迂回
し、地区本部に向かった。
　地区本部員等が到着すると、多くの住民等が
隣接する公園に集まっており、津波の状況を注
視していた。午後４時30分頃になって、地区公

民館内に避難者が入り始めたことから、数名の
地区本部員と大船渡地区公民館の管理人が協力
して、避難者の受入準備（ゴザ敷きや毛布の準
備等）を行った。
　地区本部には、31名の本部員が在籍していた
が、３月11日に地区本部の活動に従事できた者
は７～８名で、翌日以降も、地区本部の活動に
従事できたのは在籍職員の半数以下であった。
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②地区本部における対応
　発災直後、地区本部の移動系防災行政無線の
通信状況が悪く、さらに、電話等も使用できな
かったため、市災害対策本部への連絡は、消防
団無線で行った。また、情報は、消防団無線や
携帯ラジオから得た。
　時間の経過とともに大船渡地区公民館は避難
者で一杯になり、近隣の地域公民館や隣接する
団地の集会所等を緊急の避難所として開放して
もらった。震災当日から、ノートに避難者の氏
名と行政区を記入し、避難者名簿を作成した。
安否確認等その後の対応に大変有効であった。
　地区本部員と大船渡地区公民館職員等が朝と
夕方ミーティングを行い、情報の共有を図っ
た。４月に入ると市役所の業務へ復帰する職員
が多くなり、地区本部の体制が手薄となったた
め、応援の職員派遣を要請した。５月になる
と、臨時職員が配置され、さらに６月下旬から
は、夜間は警備員が常駐し、職員による宿直を
終了した。
　市災害対策本部の指示により、地区本部にお
ける物資・食料の配布は、当初は避難者である
かどうかに関わらず、全ての被災者を対象に配
布していた。しかし、市内店舗での物資の購入
が可能となってきた６月からは、在宅避難者に
対する配布は行わないこととした。

③避難所運営
　地区本部のある大船渡地区公民館には、３月
11日に推定800人以上の避難者がいた。夜にな
って市災害対策本部から届いたおにぎりと近隣

地区本部となった大船渡地区公民館

地域の炊き出しなどを、消防団の協力を得て、
避難者に配布したが、数が不足していたため、
子どもや高齢者を優先とした。乳幼児を連れた
避難者からは、ミルクを求められたが、備蓄も
なかったため配布することができなかった。
　大船渡地区公民館は、拠点的な避難所として
の性格があったため、避難所の整理・集約に伴
う避難者の新たな受入れ等にも対応しやすいよ
う、パーテーション等による仕切りを設けずに
対応した。避難者の中には、自主的に清掃する
避難者もいた。一方で、長期化する避難生活に
対して、地区本部員への苦情等もあった。ま
た、外国人の避難者もおり、言葉や生活習慣の
違い等から対応に苦慮する場面もあった。さら
に、インフルエンザにり患した避難者が病院か
ら避難所に戻った際には、隔離する場所もなく
一時的に倉庫で生活してもらうことで対応し
た。避難者の居場所について、見取図を作成し
て、地区本部員等で運営を行いやすいよう工夫
した。

④地域内の情報収集
　地区本部員は、地区公民館の避難所対応に追
われたため、大船渡地区内の避難所の情報収集
や在宅避難者の状況等の確認を行うことができ
なかった。

⑤大船渡地区本部における教訓
　地区本部では、移動系防災行政無線の通信状
況が悪く、市災害対策本部との連絡が困難であ
った。また、多くの避難者がいたにもかかわら
ず、備蓄品が毛布しかなく食料の備蓄もなかっ
た。ミルクや水等も含めて、避難所には災害時
の備蓄を行っておく必要がある。
　地区本部員の半数以上が、本庁における災害
対応業務に従事したため、地区本部は少ない人
数での対応を余儀なくされた。このため、地区
内の他の避難所の状況把握や対応まで地区本部
で行うことが困難であった。こうしたことか
ら、災害時の人員配置についても検討を行って
いくことが必要である。
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３．末崎地区本部
①地区本部の設置
　末崎地区本部（ふるさとセンター）では、津
波で道路が浸水したため、発災直後に地区本部
へ参集できた職員は６～７名であった。地区本
部を設置し、すぐに避難者の受入準備にあたっ
た。ふるさとセンターの体育館ステージにあっ
た座布団をおろし、避難者を和室に収容した
が、すぐに満員となったため、末崎中学校の体
育館を使用することとし、毛布等を出して、避
難者の受入準備を行った。末崎中学校の体育館
は避難所として指定されていたが、これまで、
ふるさとセンターの和室だけで対応できていた
ため、末崎中学校体育館を避難所として開設す
る訓練等は実施していなかった。
　深夜、地区本部長が市役所から住田町及び陸
前高田市を経由して地区本部に到着した。発災
当初は、停電の影響で地区本部の移動系防災行
政無線が使用できなかったため、消防団無線を
活用して、消防本部を経由し、市災害対策本部
に被害状況等の報告を行った。地区内は停電し
ていたが、ふるさとセンターの事務室は地元の
業者から発電機を借りて、電気を使うことがで
き、テレビなども見ることができた。

②地区本部における対応
　地区本部では、朝晩ミーティングを行い、当
日の予定等の情報共有を図るとともに、食糧
班、救援物資班、衛生医療班、ボランティア対
応班等の役割分担を行って対応にあたった。市
災害対策本部との連絡は、移動系防災行政無線
を活用していた。
　時間が経過すると、地区本部員は本庁業務に
招集され、数名の職員での対応となった。

③避難所運営
　地区本部が設置されたふるさとセンターで
は、末崎地区内で最も大きい避難所として７月
１日の閉鎖まで運営が行われ、最も多い時で約
500人が避難していた。
　ふるさとセンターの和室には、主に高齢者や

病人を避難させ、その他の避難者は末崎中学校
体育館等に収容した。地区本部の隣家では上水
道の利用が可能で、３月12日にこの民家から水
を確保するとともに、被災していない店舗から
米を確保して女性が中心となっておにぎりを作
った。また、同日は本市の銘菓である「かもめ
の玉子」が届き、食事代わりとして配布した。
　入浴は近隣のデイサービスや碁石にある民宿
の支援があったため、これらを活用した。避難
者の中には自主的に掃除をする方やインフルエ
ンザり患者の対応をする看護師がいた。インフ
ルエンザり患者は、２階に隔離室を設けて対応
をした。
　ふるさとセンターは、通常時は土足禁止の施
設であるが、災害発生後は土足での出入りを黙
認していた。しかし、インフルエンザり患者が
発生した頃から、衛生管理の観点から床掃除を
行って土足禁止とした。
　避難所では、パーテーションとして卓球台を
活用したり、女性の更衣室としてテントを活用
するなどした。また、末崎中学校体育館では、
班編成をして代表者による情報伝達を行った。
日が経つにつれ、日中は仕事に出かける方もお
り、避難者の把握等が困難となっていたが、こ
うした班を活用して取りまとめを行った。

④地域内の情報収集
　末崎町内の情報収集は、ふるさとセンター体
育館の救援物資を各避難所に運んでもらう際

避難所となった末崎中学校体育館
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に、各避難所の情報を地区本部に報告してもら
うことで行われた。また、３月13日からは、末
崎地区内の避難所の状況や要望等を取りまとめ
るため、地区本部員が細浦方面と碁石方面に分
かれ、２名体制で聞き取り調査を行った。独居
高齢者等の世帯については、地域公民館長や民
生委員が確認を行った。
　地区本部ではこうした情報をもとに、個人宅
世帯も避難所とみなして、物資の支援等を行っ
た。

⑤末崎地区本部における教訓
　末崎地区では、在宅避難者も多く、この方々
への物資の配布が困難であったが、地域公民館
長や自主防災組織の協力を得ながら配布を行っ
た。日頃から、地区内の組織と地区本部との情
報の伝達や協力体制の構築について取り組んで
おく必要がある。
　また、碁石海岸を訪れていた観光客が、震災
により一時帰れなくなったこともあったため、
災害時の観光客への対応についても検討が必要
である。

４．赤崎地区本部
①地区本部の設置
　地震発生後、地区本部長及び地区本部員１名
が直ちに漁村センターへ向かい、津波襲来前に
地区本部を設置した。午後３時10分頃、移動系
防災行政無線で地区本部の設置を市災害対策本
部へ報告した。その後は、無線機のバッテリー
が充電されていなかったため、３月13日に発電
機が調達されるまで、市災害対策本部との通信
ができない状況になった。
　赤崎地区本部のある漁村センターには、300
人を超える地域住民や保育園児、小学生等が避
難してきた。津波が隣接する公園の高さにまで
せまってきたため、施設の２階や屋根へ避難さ
せる等の対応をした。幸いにも施設内への津波
浸水は免れた。
　その後、地区本部長と地区公民館長等とで話
し合い、甚大な災害のため地区本部と地区公民
館が連携して被災住民を支援すること、地区公
民館を主体とし、地区本部が事務局機能を担う

体制とすることを確認した。午後５時頃に避難
者全員を１階大広間に集めて、地区公民館長及
び地区本部長それぞれから訓示を行い、「避難
者皆で力を合わせて、この難局を乗り切ろう」
ということが伝えられた。

②地区本部における対応
　地区本部は、３月11日は地区本部長及び地区
本部員１名の計２名で対応し、12日には新たに
２名が参集して４名での対応となった。避難者
名簿や居場所見取り図、安否情報など様々な情
報を取りまとめるとともに、津波襲来後、市災
害対策本部との連絡が途絶えていたため、市災
害対策本部へ足を運び地区本部の状況を報告し
た。12日は市役所との間を３往復し、飲料水等
の物資の運搬も行った。避難所の対応は、地区
公民館役員が中心となって行っていたため、地
区本部員は、情報収集や市災害対策本部への報
告にあたることが可能であった。17日には地区
本部員が１名増員され、18日にはさらに県職員
が４名配置されたため、物資の受入・管理・仕
分、各地域への配布等が順調に行われるように
なった。赤崎保育園の教室（３教室）、遊戯室
（約50畳）、被災したJAおおふなと赤崎支店（２
階全面と１階の一部）を借用し、物資の集配場
所とした。
　赤崎地区では、毎日午後７時頃から、地区公
民館長、地区本部員、漁村センター避難所の各赤崎地区本部
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係（避難者自らが食事係、清掃係、衛生係、物
資係等の役割を担っていた）の代表者、消防団
員等によるミーティングで、情報共有や課題の
検討を行った。そこで話し合った内容を翌日の
午前７時からの朝礼で毎日避難者に情報伝達を
行うとともに、パソコンが利用可能となってか
らは、伝達事項の貼り出しや、朝礼に参加する
他の避難所や地域公民館の代表者等へ配布など
を行った。こうして、地区内の情報の共有や課
題に対する検討が行われるとともに、朝礼の実施
によってその情報が赤崎地区全体に周知できるよ
うな体制を構築した。

③避難所運営
　※第２章避難所　❷避難所の運営　２．避難
所の取組：漁村センターを参照。

④地域内の情報収集
　３月11日に地区公民館長と地区本部長との間
で、地区本部のある漁村センターだけでなく、
赤崎地区全体の避難者に対応していく必要があ
るということを確認していたため、円滑に赤崎
地区内の各避難所との連携を図ることができ
た。震災発生から２、３日後からは地区全体の

避難者名簿等の作成を行い、また、毎日の朝礼
には、漁村センターの避難者だけでなく、各地
域公民館代表者も出席した。朝礼後は各地域公
民館代表者との打合せを行い、地域からの要望
や疑問点等を把握することができた。それらに
ついては、市災害対策本部や関係機関との連携
を図り、解決に向けて取組むとともに、その結
果を各地域に伝達した。

⑤赤崎地区本部における教訓
　赤崎地区本部のある漁村センターの周辺が津
波によって壊滅的な状況となり、道路もがれき
によって通行不可能となったため、一時、陸の
孤島と化した。こうしたことからも、３日分程
度は、毛布や食料等の物資を備蓄しておく必要
がある。
　また、地区本部では、地区本部員は地区公民
館をバックアップする体制としたことで住民か
らの理解が得られ、地区本部や避難所の運営が
円滑に行うことができた。さらに、毎朝、地域
の関係者が集まって、情報の共有や課題に対す
る協議を行ったことも、円滑に運営を行うため
の有効な手段となった。

５．蛸ノ浦地区本部
①地区本部の設置
　３月11日の地震発生後、地区本部員は蛸ノ浦
地区本部（蛸ノ浦漁村厚生施設）へ向かった
が、津波によってたどり着くことができなかっ
た。13日になって地区本部員２名が地区本部に
到着した。地区本部は、地震発生後から２日間
は地区本部員である市職員がいなかったが、消
防団や地域住民（自主防災組織）が中心となっ
て避難所の運営等を行っていた。

②地区本部における対応
　蛸ノ浦地区本部の移動系防災行政無線は、震
災前から地理的な影響等により、市災害対策本
部との通信状態が悪かったため、消防団無線か
ら情報を得ていた。

　13日に地区本部員が到着してから、物資の手
配を行ったり、15日までは、夜間も対応した
が、蛸ノ浦地区では契約会等の地域住民の方々
の協力体制が整っていたため、それ以降は、地

蛸ノ浦地区本部となった蛸ノ浦漁村厚生施設
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区本部員は日中の対応となった。当初、地区本
部に届く物資を２名の地区本部員で仕分けを行
い、各地域に届けていたが、途中からは各地域
の代表者に地区本部に取りに来てもらう対応と
した。地区本部員は毎日のミーティングの後
に、市災害対策本部に出向いて蛸ノ浦地区の状
況報告や必要な物資の依頼等を行っていた。
　このように、蛸ノ浦地区においては、地域住
民が中心となった運営が行われており、14日に
トイレが壊れた際には、地元業者が、蛸ノ浦漁
村厚生施設の近くに大きな穴を掘り、水槽を入
れて臨時のトイレをつくった。また、発電機に
よって蛸ノ浦漁村厚生施設の電気を復旧させた
りした。こうしたことは、地区本部から依頼し
なくても地域の方々が自発的に対応しており、
地域の中で非常時の協力体制がとれていた。

③避難所運営
　地区本部のある蛸ノ浦漁村厚生施設には、当
初250人程度の避難者が避難していた。蛸ノ浦
地区の４つの地域のうち、長崎地区は津波で被
災した世帯がほとんどなかったため、数名が担
い手センターに避難していた。清水地区と合足
地区は公民館が被災したため、被災した住民ら
は親戚等に身を寄せていた。蛸ノ浦地区は、当
初、蛸ノ浦小学校体育館に避難した者もいた
が、暖房がないため、夜になって全員が蛸ノ浦
漁村厚生施設に避難した。ここでは、地域住民
らによる避難所の運営が行われていた。
　地域の婦人会の方が、当番を決めて炊き出し
をし、自宅が被災していない方も、当初は避難
所で一緒に食事をしていた。蛸ノ浦漁村厚生施
設の避難所は、６月10日まで運営された。

④地域内の情報収集
　蛸ノ浦地区では４地域（清水、蛸ノ浦、長
崎、合足）の各代表者や消防団、地区本部員と
毎日夕方にミーティングを行った。ここでは、
各地域の状況報告や今後の対応についての協議
が行われた。

⑤蛸ノ浦地区本部における教訓
　蛸ノ浦地区本部では、発災から２日間は地区
本部員が到着することができなかった。この
間、地域住民や消防団が中心となって災害対応
を行っていた。さらに、移動系防災行政無線の
通信状況が悪く、３月23日に衛星携帯電話が配
備されるまで、情報伝達がしにくい状況であ
り、この間、消防団無線によって情報を得てい
た。このため、災害時における通信手段の確保
は重要な課題である。
　また、蛸ノ浦地区では地域住民が中心となっ
た災害対応や地元業者による協力等、通常時の
地域のつながりが災害時に力を発揮したことか
ら、日頃から地域で連携を図り、災害時におけ
る対応などを決めておくことが必要である。

蛸ノ浦漁村厚生施設

６．綾里地区本部
①地区本部の設置
　発災直後から綾里地区コミュニティ施設（以
下「綾姫ホール」という。）に綾里地区本部を
設置した。地区本部では、男性２名、女性10名
（幼稚園の先生等）で情報収集を行った。また、
地元市議会議員にも情報収集等に協力していた

だいた。避難者も多く、地区本部の人員が不足
し、対応に苦慮した。
　地区本部を設置した綾姫ホールは、綾里地区
の拠点施設でもあることから、消防団、消防
署、警察、地元建設業者、婦人会も綾姫ホール
に集まった。
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人会による炊き出しが開始された。調理室が狭
かったため、この後13日に綾里中学校家庭科室
に移動した。米等は近隣住民からすぐに集まっ
たが、停電していたため夜間は明かりの確保が
必要であった。このため、消防団等から投光器
を借用し対応した。
　23日には避難所を１カ所に集約することとな
り、避難者を綾里中学校体育館から綾姫ホール
に移動した。

④地域内の情報収集
　地域内の情報は、地区連絡協議会に部落会長
が参加することなどにより収集した。また、市
災害対策本部等からの情報は、地域回覧や全戸
配布によって広く周知を図った。

⑤綾里地区本部における教訓
　地区本部では、移動系防災行政無線が市災害
対策本部とつながらず、また、発災後に設置さ
れた衛星携帯電話も、衛星との通信の関係で設
置できる場所が限定されたため、情報伝達に支
障があった。災害時における通信の確保は大き
な課題である。
　地区本部では本庁の災害対応業務で参集でき
ない地区本部員もいたため、限られた人員の中
で対応できるようにするため、地域住民には何
かあった際には直接地区本部に来るのではな
く、地域の自治会や行政連絡員に確認をしても
らうようにするなどの工夫をしたが、大規模災
害時の対応については不安が残るため、災害時
の体制について検討する必要がある。

②地区本部における対応
　地区本部では、これらの関係機関と連携する
ために、３月12日に地区連絡協議会を設置し
た。ここでは、部落会長にも集まっていただ
き、地区本部、関係機関、地域が一体となって
災害対応を行うこととした。さらに、避難所と
なっていた綾里中学校の代表者にも集まってい
ただき、避難者と行方不明者の情報について確
認を行った。この日の午後には市災害対策本部
に出向き、綾里地区の生存者についてラジオ放
送を行ってもらうよう依頼をした。
　船を所有している人は地震発生後、沖へ避難
しており、これらの方々の状況を把握するため
に、漁協経由で海上保安庁に確認を依頼するな
どした。
　また、当初遺体安置所を綾姫ホールに設けた
が、避難所として使用することになったため、
遺体安置所を宮野地区活動センターに移した。
　移動系防災行政無線が使用できなかったた
め、市災害対策本部との連絡がとれず対応に苦
慮した。建設業者が持参した発電機が３台あっ
たが、燃料がなかったため、船を流失した人た
ちが持っていた重油を使うなどした。その他、
必要なものは地域の議員などに依頼して確保を
図った。

③避難所運営
　綾里地区は人口が約4,000人だったが、震災
当日はその５分の１にあたる約800人が避難し
た。綾里中学校には、約700人が避難していた。
避難者たちは自ら自治会をつくり、運営が行わ
れた。３月12日からは綾姫ホールの調理室で婦

避難所となった綾里中学校体育館
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７．越喜来地区本部
①地区本部の設置
　三陸支所は２階の床上１ｍまで津波で浸水し
たため、越喜来地区本部を設置することができ
なかった。このため、県の施設（空中消火等補
給基地）に設置しようとしたが、暖房設備がな
かったことから、旧花菱縫製三陸工場に午後５
時30分頃、消防署、消防団、地区本部合同の対
策本部を設置した。その後、情報収集、行方不
明者の捜索等の対応にあたった。

②地区本部における対応
　三陸支所には、備蓄物資として圧縮毛布、使
い捨てカイロ、簡易トイレ等があり１階に保管
していた。津波により、浸水してしまったが、
数日後に利用可能なものを運び出した。発災か
ら３日間程は様々な地区等から情報を収集し
た。
　また、浄霊苑の火葬炉を修理に来た業者が、
新潟県中越地震を経験していることから、ワゴ
ン車１台に燃料、食料、乾電池、ストーブ等を
積んで運んできてくれた。
　移動系防災行政無線については、業者が修理
を行い、３月13日から使用できるようになっ
た。
　発災後１週間程経過してから、警察、自衛
隊、消防、越喜来地区行政連絡員との合同会議
を開催した。また、この頃から三陸支所の片付
けを開始し、がれき撤去、流出書類、机等の回
収を行った。また、残存書類、資料等は全国労
働組合総連合のボランティアの支援を受けて、
旧崎浜小学校体育館へ搬入した。

③避難所運営
　東区の避難所は、東区公民館となっていた
が、庭まで津波がきたため、旧花菱縫製三陸工
場の工場部分を東区の避難所とした。
　地区本部では、浦浜地区で被災を免れたロー
ソン大船渡越喜来店の食料を避難炊き出し用に
確保するとともに、各地域で炊き出しができる
ようになる３月20日頃まで、地域住民が持ち寄

った食料や燃料、井戸水を使って仲区公民館で
越喜来地区全体の炊き出しを行った。北里大学
の学生も大学の体育館に約200人が避難してい
たため、炊き出しの食料の配布や備蓄していた
圧縮毛布を運ぶなどした。地元の婦人会は炊き
出しを行ったり、公民館が主体となって独居高
齢者宅に食料や水を運んだり、地域の見回りを
行ったりした。
　夏虫のお湯っこは、電気が１週間程で復旧し
たため、バスを手配して３月18日から６月13日
まで入浴支援が行われた。

④地域内の情報収集
　越喜来地区では、区長や行政連絡員等が各地
区の安否確認を行っていたため、これらの方々
から情報を収集した。さらに、発災から１週間
経過した頃から、行政連絡員を交えたミーティ
ングを行い情報共有を図った。

⑤越喜来地区本部における教訓
　災害に備えて、地区本部には食料、飲料水、
暖房器、発電機等の備蓄品を常備しておくこと
が必要である。また、地域住民に対しても３日
程度の生活ができる物資を備蓄することを周知
することが必要である。越喜来地区本部では、
本庁業務が再開されるにつれ、地区本部の人員
が減っていき、被災地域及び被災者への対応が
十分にできなくなった。災害対応が長引く場合
の地区本部の位置付けや人員配置等について体
制の再構築が必要である。

越喜来地区本部
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吉浜地区本部

８．吉浜地区本部
①地区本部の設置
　吉浜出張所には地震発生時、２名の職員が勤
務していた。津波の到達点や状況の確認を行う
とともに、地区本部が設置される吉浜地区拠点
センターから、さらに高台へ避難するよう呼び
かけた。
　消防団の分団本部は、12分団１部の屯所に設
置することとなっていたが、床下まで浸水した
ため、分団本部も吉浜地区拠点センターに設置
された。

②地区本部における対応
　３月12日に地区公民館長や地域の代表者、消
防団、地区本部員２名による地区本部会議を開
催した。この日以降、原則として毎日午後４時
頃から地区本部会議を開催することとした。こ
こでは主に地域内の行方不明者と被災状況を本
部のホワイトボードに書き出して確認を行っ
た。そのほか、道路の通行状況や在宅避難者へ
の食料確保等について話し合いが行われた。
　行方不明者が全て確認できてからは、ガソリ
ン不足等から不定期による開催とした（４月29
日、５月25日、６月15日に開催）。吉浜地区の
避難者は４月４日にいなくなったが、80人ほど
いた在宅避難者への物資配布は引き続き行うこ
ととして６月末まで対応した。
　地区本部の移動系防災行政無線は使えなかっ
たため、電話が復旧するまでの間、緊急通報や
救急要請は消防団無線等を活用した。また、市
災害対策本部行きの連絡事項用紙等を活用し
た。

③避難所運営
　吉浜地区拠点センターの避難者は約65人であ
った。地区内で津波により流失等したのは、２
軒であったが、停電や余震、津波を警戒して避
難してきた人が多く、特に高齢者世帯が多かっ
た。備蓄毛布が何枚かあったが、避難者は自分
たちの家から寝具を持ってきていた。消防団等
の発電機により電気を確保し、不安を減らすた
め消防車のライトで外から照らすなどした。停
電のため自宅や商店の冷蔵庫が使えなかったこ
とから、近隣住民で食料を持ち寄り、女性が中
心となって炊き出しを行った。食料の不足はな
く、簡易水道の給水も継続していた。

④地域内の情報収集
　地域内の情報は、地域役員らとの打合せ会を
開催することで得ていた。その場で、話し合い
が行われ、対応について協議した。

⑤吉浜地区本部における教訓
　吉浜地区本部の地区本部員は女性が多く、男
性は消防団活動を優先したため、発災直後は３
名で対応を行った。このため、地区本部の宿泊
当直のシフトを組むのが特に困難だった。消防
団の業務の見通しがついてからは、市職員の消
防団員は、地区本部の業務を優先してよいこと
となり対応が可能となった。初動体制では、職
員が大幅に不足した中で、避難所運営や地区本
部等の対応を行わなければならず、地域の役員
等を含めた地区本部体制の検討が必要である。
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１．防災行政無線による広報
　地震発生後、防災行政無線を通して、気象庁
等からの津波情報を住民に知らせるとともに、
避難指示を発令し、高台への避難及び警戒を呼
びかけた。通常、第１報は消防署から行うこと
としており、警報等の発表、避難勧告等の発
令、消防団の招集や活動指示を広報することと
していたが、消防署から放送することができな
かったため、午後２時52分に市役所の親局から
津波警報（大津波）の発表、避難指示の発令等
の放送を行った。消防署の放送設備（防災行政
無線の遠隔制御装置）は、バッテリーを搭載し
ており、電源は入っていたものの、地震等の影
響で市役所の親局を起動することができなかっ
た。その後も、しばらくの間は消防署からの防
災行政無線による放送はできなかった。

❸ 避難広報

　また、三陸町越喜来地区、三陸町綾里地区、
三陸町吉浜地区については、旧三陸町で整備し
た防災行政無線を市役所本庁舎から遠隔制御装
置により操作して放送を行っていたが、三陸支
所に設置していた親卓が津波で浸水したため、
津波到達後は、防災行政無線の放送はできなか
った。このため、住民への周知は消防団に依頼
し、車を使用して周知を図った。
　津波等に関する情報については、潮位観測装
置、気象庁のホームページ、J-ALERT、携帯
電話のワンセグ放送等可能な限りの手段を使っ
て入手し、放送内容に反映させていたが、市役
所から沿岸部の状況は確認できないため、その
ような状況下で避難広報を行わざるを得なかっ
た。

２．潮位変化の監視
　大船渡港津波・高潮防災ステーション（消防
署内に設置）では、モニターで監視しながら水
門等の遠隔操作ができるシステムを導入してい
た。須崎川と茶屋前の大船渡商工会議所付近の
水門等７基は遠隔操作が可能であり、周辺の安
全を確認するためのカメラが設置されていた。
午後３時23分にモニターで津波が陸にあがった
ことを確認すると、その後、午後３時26分にモ
ニター映像が遮断された。カメラの発電設備は
大津波を想定したものでなく、堤防の下方に設

置されていたため、大津波によりカメラと発電
設備が破壊されたものと考えられる。これによ
って、沿岸部の津波の状況の確認ができなくな
った。
　市災害対策本部では、国が設置したGPS波浪
計や市が設置した潮位観測装置から潮位情報を
入手していたが、津波襲来後、通信の途絶や潮
位観測装置の水没により、観測情報を入手する
ことができなくなった。

３．消防団による避難広報
　地震発生後、直ちに消防団員によって避難誘
導や避難指示の広報が行われた。155カ所の水
門・ひ門の閉鎖や遠隔操作による閉鎖が行われ
た。遠隔操作ができる水門は７基あったが、３
～４基は故障していたことから、消防団員が閉
鎖し、午後３時20分に全ての水門閉鎖が完了し

た。
　通常であれば、水門・ひ門閉鎖完了と避難状
況について防災部指揮本部に消防団無線で報告
を行うこととなっているが、報告前に大津波が
襲来したため、消防団無線の流失、携帯電話等
の通信途絶により、報告ができなかった。ま
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た、消防団車両で避難指示の広報を行ったが、
津波によって被災地区には進入できず、被害状
況の把握も困難であった。水門・ひ門の閉鎖
は、後日行われた聞き取り調査によって、全て

第２分団 第３分団 第４分団 第５分団 第６分団 第10分団 第11分団 第12分団
管 轄 水 門 数 11 25 24 31 12 20 23 5
水門閉鎖開始時間 14：50 14：55 14：55 14：50 14：50 14：50 14：57 14：50
水門閉鎖終了時間 15：20 15：10 15：10 15：00 14：58 15：06 15：05 15：05
水門閉鎖所要時間 ０：30 ０：15 ０：15 ０：10 ０：08 ０：16 ０：08 ０：15
操 作 団 員 数 11 20 48 20 20 16 50 4

閉鎖状況
全て閉鎖 11 25 24 31 12 20 23 5
閉鎖不能 0 0 0 0 0 0 0 0

が閉鎖されたことが確認できた。しかし、避難
誘導中に２名、水門・ひ門の閉鎖活動中に１名
の消防団員が津波に襲われ殉職した。

図表　水門の閉鎖状況

（出典：「大船渡市消防団　東日本大震災活動記録誌　不屈の消防魂」）

❹ 救助・捜索活動

１．救助活動
①消防署による救助活動
　地震発生後の第１報としてリアスホールの楽
器庫にいた調律師が停電によって閉じ込められ
てしまったとの救助要請が消防署に入り、出動
後、救助活動にあたった。それ以降は、津波が
襲来し、NTT基地局も被災し電話回線が遮断
されたため、救助要請はほとんど入らなかっ
た。

②防災ヘリコプターの出動
　市災害対策本部では、３月11日に商業施設で

図表　救急出動状況（３月11日～４月10日） 

（出典：「大船渡市消防団　東日本大震災活動記録誌　不屈の消防魂」）

出動件数（件） 搬送人員（人）
自 然 災 害 ７ ９
交 通 11 ９
一 般 負 傷 35 30
加 害 １ １
自 損 行 為 ５ ４
急 病 270 263

そ
の
他

転 院 搬 送 52 56
資 器 材 搬 送 １ １
そ の 他 ７ ２
合　　　　計 390 376

あるマイヤ本店（大船渡町茶屋前）に取り残さ
れた方の救出を行うために、県防災行政無線を
使って県災害対策本部に対し防災ヘリコプター
の出動要請を行った。同時にヘリポートの確保
として、大船渡東高校萱中校舎のグラウンドを
予定したが、結局この日は防災ヘリによる避難
者の救出は行われなかった。翌12日に、マイヤ
本店から避難者１名と川原薬局（大船渡町茶屋
前）にいた避難者、太平洋セメントの船からの
救出が行われた。その他、病院間の広域搬送の
要請が多く、消防署では県立大船渡病院に連絡

災害対策本部に詰める自衛隊
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要員として隊員を１名常駐させた。
　消防署では、現場からの要請を受けて県に対
して防災ヘリコプターの出動要請を行ったが、

到着前にケガ人がいなくなったり、場所が分か
らず到着できなかったりするなど、連携がうま
くとれないことが度々生じた。

２．応援の要請と受入
①緊急消防援助隊
　地震発生後、消防署では、衛星携帯電話を２
階の防災部に設置した。その後、津波の情報が
続々と入り、その被害状況から消防本部では対
応しきれないと判断した。このため、午後３時
45分に岩手県総合防災室に対して、「緊急消防
援助隊」の出動を要請した。併せて、盛岡消防
本部（岩手県の代表消防本部）にも同じ内容で
県内の応援要請を行った。本来であれば、部隊
の規模等も要請するが、本市以外の地域も津波
による被害が大きいことが予想されたため、派
遣規模は県に任せることとした。
　野営場所の確保のために、いくつかの候補を
あたった中で、大船渡東高校に出向き、校長先
生から了承を得て、同校を野営地とすることと
した。３月11日夜には、奥州金ケ崎行政事務組
合消防本部、12日朝には山形県隊が到着した。
山形県隊は２隊に分かれて、大船渡と陸前高田
の救助を行うこととなった。その後、14日には
大阪指揮支援隊、16日には高知県隊が到着し活
動を開始した。大阪指揮支援隊や高知県隊など
は防寒着や雪用タイヤの装備が無かったため、
貸与するなどして対応した。

②自衛隊
　自衛隊の災害派遣要請は、電話回線が不通と
なったため、県防災行政情報ネットワークを使
用して県に行った。
　３月11日夜に陸上自衛隊第９特科連隊第２大
隊が到着、12日には陸上自衛隊第39普通科連隊
も到着した。野営地は当初、総合公園予定地だ
ったが、14日からは大船渡東高校萱中校舎へ移
動した。その後到着した陸上自衛隊第９施設大
隊第３中隊は大船渡東高校萱中校舎、陸上自衛
隊第６施設群は遠野運動公園を野営地とした。
　自衛隊は、捜索活動だけでなく、炊事支援、

給水活動、物資の輸送等多くの業務に携わるこ
ととなった。また、５月21日には、自衛隊のヘ
リコプターに市長の他、市民等が搭乗し空から
市内の被災状況を確認する「ふるさと確認」や
６月４日及び５日には、自衛隊音楽隊による激
励演奏が行われるなどした。

③国際救助隊と指揮支援隊
　３月12日以降になると、県や外務省等からの
連絡により、国際救助隊として中国隊、アメリ
カ隊、イギリス隊の３隊が入ってくることとな
った。これらすべてを本市で対応するのは困難
であると判断し、県に指揮支援隊１隊の派遣を
要請した。これにより、14日に大阪市及び堺市
から指揮支援隊が派遣された。
　国際救助隊が入ることから、野営地が大船渡
東高校だけでは狭くなると考え、新たな野営地
として、住田町の世田米小学校にも設置するこ
ととなった。これにより、アメリカ隊及びイギ
リス隊は世田米小学校、中国隊は大船渡東高校
を野営地とした。中国隊は移動手段がなかった
ため、市のバスで野営地から捜索場所までの送
迎を行った。アメリカ隊及びイギリス隊は自分
たちで車両を確保していたが、不足していたた
め、バスをチャーターして対応した。また、国

アメリカ隊
人　数 ２隊148人、救助犬14匹
期　間 ３月14日19：15到着（３/16終了）
野営地 住田町世田米小学校　校庭・体育館

イギリス隊
人　数 62人
期　間 ３月14日19：15到着（３/16終了）
野営地 住田町世田米小学校　校庭・体育館

中　国　隊
人　数 15人
期　間 ３月13日22：30到着（３/19終了）
野営地 大船渡東高校　校庭

図表　国際救助隊による活動
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国際救助隊（中国隊）の活動（３/14） 台湾ＮＧＯ隊の活動（３/17）

際救助隊には、外務省の事務官が各隊に１名ず
つ通訳として同行した。

④海外ボランティア等
　３月16日から17日まで、台湾ＮＧＯ隊35人が

捜索活動に参加した。また、３月21日から３月
25日まで、オランダの民間災害ボランティア組
織「sign」４人が救助犬４頭を連れて捜索活動
に参加した。

３．合同による捜索活動
①捜索方針の決定
　自衛隊と消防本部等によって、行方不明者の
捜索方法について合同会議が行われた。これに
より、自衛隊、緊急消防援助隊、警察と地元に
詳しい消防署、消防団がそれぞれ捜索を行うの
ではなく、これら機関が連携して捜索活動を行
うことが話し合われた。捜索方針については、
12日の調整会議で正式に決定された。

②捜索活動
　３月12日午前７時に猪川小学校に自衛隊、緊
急消防援助隊、消防署、消防団、警察等が集結
し、班編成等が行われ、合同捜索が開始され
た。消防団は、沿岸分団が、地元で人命救助に
あたり、山手分団は住田町消防団や自衛隊と合
同で沿岸分団の応援にまわった。現地には大船
渡駅裏付近に現地指揮本部を設置し、その周辺
の捜索活動から開始された。一定エリアの捜索
が終了すると、加茂神社付近やおさかなセンタ
ーなど大船渡町南部へと移動していった。
　捜索活動と合わせて12日早朝から市建設課が
手配した重機７台によって国道45号の道路啓開
作業も行われた。この作業では、重機で道路の
がれき撤去を行う際、要救助者がいないか確認
をとりながら進める必要があったため、自衛隊

及び消防が通常の捜索活動とは別の部隊を編成
した。市が手配する重機を扱う建設業者と捜索
を行う消防や自衛隊との連携が必要となるが、
当初は、携帯電話が通じず通信手段がないこと
もあって、道路啓開を行う予定の場所に重機が
来なかったり、捜索を行う捜索隊が来なかった
りして、連携が困難な中での対応であった。ま
た、捜索活動中には、がれきの中をかき分けな
がら生存者の発見や遺体の捜索等を行うため、
釘の踏み抜きによるケガ等も発生した。特に消
防団員は安全靴の装備がない場合があったた
め、負傷することがあった。
　捜索はこうして毎日の捜索範囲が示されて活
動を行い、順次状況に応じて移動して行われ
た。

捜索活動の様子
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③調整会議
　３月12日夜から市役所において、自衛隊、警
察、消防、消防団、市建設課、市防災管理室等
による調整会議が開催された。自衛隊からの提
案により行われたもので、その日の道路啓開、
捜索活動の振り返りと翌日の計画が話し合われ
た。消防の進行により進められ、行方不明者の
捜索、遺体の収容、道路等のがれき処理につい
て関係者での連携が図られ、円滑な作業が進め
られるよう、情報共有が行われた。
　国際救助隊とは、調整会議の後に大阪指揮支
援隊の指揮で、通訳を交えて翌日の計画の打合
せが行われた。
　このようにして毎日、関係者が一堂に会して

捜索活動についての協議が行われた。行方不明
者の捜索に一区切りがついたあとは、この調整
会議は自衛隊活動全般に係る定期的な連絡調整
の場として有効に機能した。

④海上の捜索活動
　３月11日から海上保安庁の巡視船艇、航空機
による海上の捜索が行われたほか、22日からは
潜水士による潜水捜索が行われた。また、３月
28日からは、海上自衛隊による捜索も行われ
た。

国際救助隊と指揮支援隊による国際救助隊調整会議

４．火災への対応
　３月11日から12日に市内で発生した火災の覚
知件数は３件で、消防団と消防署が消火活動を
行った。このほかにも、船舶や車両の火災が発
生していたが、津波のため消火活動を行うこと
ができなかった。
　このうち、住宅から出火した火災では、付近
の消火栓が使用不能となり、防火水槽から中継
送水にて消火活動を実施して鎮火した。水産加
工場付近からの火災は、がれき等によって近づ
くことができず、火点への直接放水は行わず、

周囲への延焼防止の警戒を実施した。倉庫火災
は、消防署隊、消防団による市民プール、河川
からの中継送水によって鎮火させた。

図表　震災による火災出動状況

（出典：「大船渡市消防団　東日本大震災活動記録誌　不屈の消防魂」）

出動場所 出火原因等
３/11 盛町字内ノ目地内 地震津波による
３/11 大船渡町字砂子前地内 地震津波による
３/12 大船渡町字中道下地内 地震津波による

図表　公務災害の認定を受けた消防団員の状況（負傷別）

（出典：「大船渡市消防団　東日本大震災活動記録誌　不屈の消防魂」）

傷　病　名 団員数（人）

釘 の 踏 み 抜 き 12

捻 挫 １

目 に 異 物 １

手 の ひ ら の 負 傷 ２

合　　　計 16
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■事実経過
H23/３/11 防災行政無線による気象庁等からの津波情報の周知

通信回線の確保
旧大船渡市分の防災行政無線について、来庁していた保守業者に子局の被災状況等の調査を依頼

発災翌日
～１週間

県防災行政無線による被災状況報告
移動系防災行政無線の確保（避難所の無線機のバッテリー交換）
支援用災害時優先携帯電話の各課・地区本部配布先の決定
旧三陸町分の防災行政無線の修繕依頼
保守業者に対して、防災行政無線子局のバッテリー提供依頼

発災後１週間
～１カ月

防災行政無線子局の被災状況確認
防災行政無線子局のバッテリー交換
アマチュア無線の設置・活用（情報収集・連絡）
各地区本部へ衛星携帯電話の貸与

１．通信手段の確保
①県防災行政情報通信ネットワークの活用
　市災害対策本部では、県等との連絡をとるた
めに、県防災行政情報通信ネットワークを確保
した。これによって発災当日の午後４時前には
県や他自治体等へ連絡をとることが可能であっ
た。
　また、同システムのFAX通信を活用して、
必要な物品等を県に対して要望した。
　その後、４階の無線広報室にあった、J-ALE
RT情報表示端末も市防災管理室内でも受信で
きるようパソコンを設置した。
　J-ALERTについては、防災行政無線システ
ムと連動させることにより緊急情報の自動放送
が可能ではあったが、当時は、気象庁から発
表された津波警報等の周知と消防署から消防
団への活動指示を１つの放送で行うこととし
ており、また、消防署通信室には消防職員が
常駐していたことから、緊急時の広報体制は
確保できていたため、津波警報等については、
J-ALERT連携はさせていなかった。

②防災行政無線の状況
　同報系防災行政無線については、市役所本庁
舎に設置してある親卓は、非常用発電機により
電源を確保し、発災直後から住民に避難広報や
災害情報の伝達を行った。また、三陸支所に設
置してある親卓が津波により被災したため、三

陸町越喜来、三陸町綾里、三陸町吉浜について
は、津波到達後放送することができなくなった
が、親卓の基盤の交換修理を行い、３月16日か
ら三陸支所の親卓を操作することにより放送が
できるようになった。４月下旬には、三陸支所
の親卓を市役所本庁舎に移設し、市役所本庁舎
から放送を行った。
　防災行政無線子局については、停電によりバ
ッテリーで稼動している状態であった。発災か
ら1週間後には、防災行政無線子局の被災状況
の調査を開始するとともに、バッテリー交換を
随時実施した。
　移動系防災行政無線については、地震後に通
じたのは赤崎地区本部（その後すぐに不通）、
大船渡地区本部であり、翌日に通じたのが末崎
地区本部であった。また、越喜来地区本部（三
陸支所）は津波で被災したため、発災直後は使
用できなかったが、３月13日には業者による修
理が完了し、使用できるようになった。その他
の地区本部は、消防団無線を活用し、市災害対
策本部との通信を確保した。

③衛星携帯電話・災害時優先携帯電話の配付
　発災からしばらくして、各地区本部へ衛星携
帯電話や災害時優先携帯電話を貸与した。番号
を公表しないことや、緊急時以外は住民の利用
は避けるよう指示した。

❺ 非常通信手段
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　また、各部に衛星携帯電話、災害時優先携帯
電話を配付し、各部署の現場などとの通信手段
の確保を図った。
　地区本部に対する衛星携帯電話や災害時優先
携帯電話の配付後は、移動系防災行政無線を避
難所等に貸与した。

④携帯電話の活用
　auの移動中継局（車両）が市役所駐車場に
設置され、災害対策本部にauの災害時優先携
帯電話が貸与された。
　また、NTTドコモの中継局が復旧後、災害
対策本部にNTTドコモの携帯電話が貸与され
た。

⑤国土交通省の支援

　国土交通省の支援車の衛星通信を活用して、
国・県とのホットラインが開設されたことか
ら、同回線を活用して国及び県に対して必要事
項を連絡することができた。
　また、赤崎地区本部と三陸縦貫自動道丸森地
域に海上監視用カメラを設置し、災害対策本部
内においても監視できる体制を確保できた。

⑥JAXAの人工衛星を活用したインターネッ
ト回線接続
　３月24日からJAXAの人工衛星「きく８号」
を活用した可搬型通信実験用端末を市役所に設
置し、市職員によるインターネット接続での関
係機関への連絡や情報収集を開始した（４月11
日まで）。

⑦警報等の情報伝達
　屋外拡声子局が被災して防災行政無線が使用
できない地区については、移動系防災行政無
線、衛星携帯電話、消防団車両広報により情報
の伝達を行った。
　屋外拡声子局が被災した地域で救出活動を行
う自衛隊等に対して、防災ラジオ（防災行政無
線広報を受信できるラジオ）を携帯させた。

❻ 安否情報

１．避難者名簿の作成及び情報更新
　停電及び情報インフラの不通の中、安否情報
については次の方法で情報集約した。
・来庁した市民からの情報の収集及び提供

・各地区本部において地域公民館長等からの情
報を収集
・避難所における避難者名簿を確認

２．アマチュア無線の活用
　３月14日に、相模原市からアマチュア無線通
信機器とアマチュア無線クラブに所属する職員
派遣の支援を受け、越喜来地区本部、綾里地区
本部及び市役所本庁舎にアマチュア無線設備を
設置し、地区本部と市災害対策本部間の通信を

確保した。越喜来地区本部と綾里地区本部に
は、アマチュア無線技士の免許を保有する職員
がいたため、円滑に通信を行うことができた。
この支援は、３月23日まで行われた。

国土交通省の衛星通信車
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　発災当日から、市保健福祉課において避難者
名簿を作成し、避難所及び各家庭等への避難状
況を確認しながら情報更新を行った。
　漁村センター内の避難者については、１週間
で情報更新を実施した。赤崎地区については、
１カ月で避難者名簿を作成し、被災住民の異動
先（避難所・親戚・市外等）を把握すること
で、各種照会に対応した。
　避難者名簿は、各避難所で作成された名簿を

とりまとめ、市民ホールで公開した。また、地
元新聞社及び県（振興局）に安否情報を提供し
た。
　避難者名簿の情報更新では、各地域に住んで
いる職員の見聞きした情報が非常に役に立っ
た。
　避難者名簿は庁内の共有フォルダに登録し
て、他課でも利用できるようにしたが、問い合
わせの電話対応は全て市企画調整課で行った。

２．死者・行方不明者名簿の作成及び情報更新
　発災直後は、様々な情報が集まる市総務課に
おいて、市市民生活環境課、消防、警察からの
情報を受けて死者・行方不明者をリストアップ

し、情報の公表及び更新を行った。市市民生活
環境課窓口や避難所への貼り出しの他、新聞へ
の掲載により公表してきた。

３．名簿に基づく安否確認等の照会対応
　市企画調整課では、安否確認に関する調査及
び電話照会等の対応を行った。電話による安否
確認対応に関して、避難者名簿では確認できな
い照会が多数あったが、近隣とのつながりが強
い地域性などが幸いし、市職員や知人、避難所
の担当者などを通じて所在不明者に関する情報

を入手することができ、ほとんどの照会に対応
することができた。問い合わせは、被災場所や
避難者の確認が多かった。
　安否確認の対応は、４月から避難所が閉鎖さ
れた８月末まで行った。24時間対応は４月初め
まで行い、土日開庁は７月まで行った。

❼ 災害救助法の適用
　東日本大震災に伴う被害の発生に鑑み、本市
でも３月11日から災害救助法の適用を受けた。
　台風、地震等の自然災害や、大規模な火災、
爆発等による災害が発生し、被害が一定程度で
救助を必要とする場合には災害救助法が適用さ
れ、各種の救助活動が行われる。
　法適用による救助は、県知事が法定受託事務
として実施に当たるもので、市町村は個別の災
害ごとに県知事の委任を受け、又は県知事を補
助して救助に当たることとなる。
　災害救助法では、避難所にいる避難者だけで
なく地域全体にいる被災者を救助することとな

っている。しかし、市民の中には、自宅がある
方は救助を受ける対象ではないと考えている方
もいたため、こうした誤解を事前に解いておく
必要があった。
　今回の災害では、食料費に関しては、県から
支給されたものが多く、また、全国・海外から
の援助物資により賄われたため、供給期間や供
給規模に比べて負担が少なかった。
　自主防災組織を通じて、災害救助法について
の説明を行ったり、職員に対する研修も必要で
ある。
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　──３月11日の地震発生後の動きから教えて
ください。
　地震発生時、私は、仕事で末崎町にいまし
た。大津波警報が発令されたので、会社に戻ろ
うと盛町に向かいました。そして、渋滞に巻き
込まれながらもなんとか、会社に到着し、社員
全員が避難していることを確認して、消防署に
向かいました。消防署に到着すると、サンリア
前まで津波が来たと聞き、非常に驚きました。
　私は、消防団本部に集まってきた団本部の団
員２名に徒歩で市役所までの状況を確認するよ
うに指示するとともに、各分団との連絡をどの
ように行うか協議しました。消防団ではデジタ
ル無線を導入していたのですが、その時はつな
がらなかったため、旧式のアナログ無線で連絡
をとりましたが、分団も体制が整うまでに時間
がかかったということもあり、夜になるまで情
報は全く入ってきませんでした。
　──その後は、どのような状況だったのでし
ょうか。
　消防団では、分団が水門閉鎖や避難誘導等を
行い、団本部はそれらに対する指揮を行いま
す。このため、情報が入らないと指示が出せま
せんので、安全確保を図りつつも実際に現場に
行って情報収集を行うようにしました。夜中ま
でには無線や団員等から情報が入ってくるよう
になりました。山手の立根町、日頃市町は津波
被害がないので、翌朝からはこれらを中心に動

かそうと考えていました。
　そのような中、消防長から明日自衛隊が入る
という情報が入りました。“消防団と一緒に活
動をしたいと言っているが団長いかがでしょう
か”ということでした。“願ってもないことで
す。是非ともお願いします。”と回答しました。
それまで自分の中ではどのように展開すればよ
いのか分からない状況だったのですが、そうい
った情報が入ったことで、これを一つの起点と
して進めようと思いました。とにかく最初は、
自衛隊、消防署とともに、消防団は山手分団と
吉浜、盛の分団で活動しようと考えました。
　翌朝６時に、集合場所である猪川小学校に行
くと、自衛隊の他、警察や住田町の消防団も応
援に来ていました。消防団が地域の状況を把握
しているので、各機関がそれぞれのチームで活
動するのではなく、混成チームで活動すること
となりました。初日は、８カ所に振り分けて活
動を開始しました。途中から沿岸分団もメンバ
ーに入れてくれという連絡が入ったため、現場
で合流してもらいました。翌日からはチームと
して組み込んで体制をつくって活動しました。
　──捜索活動はどのように行ったのですか。
　はじめは、徒歩で声をかけながらの活動でし
た。その後は、重機を入れて、がれきを少し
ずつ取り除きながらの捜索活動を行いました。
２、３日経過すると道路啓開が進んで活動しや
すくなりました。がれきの中での活動でした

（
当
時
役
職
）
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が、団員たちは安全靴を履いているわけではあ
りませんので、釘の踏み抜き等により負傷する
団員もいました。
　──捜索活動の現場での指揮は誰が執ってい
たのですか。
　最初の指揮は、消防団でやらせてもらいまし
た。初日は朝６時に集合したのですが、翌日か
らは最初に消防署に自衛隊、警察、消防緊急援
助隊等の幹部が集まり、消防団員が地図で現場
の説明をしてから、猪川小学校に集合して活動
するようにしました。１日の捜索活動が終わる
と、市役所で調整会議としてその日の反省と翌
日の計画について話し合いました。
　──調整会議はどのように進められたのです
か。
　調整会議には、消防団、消防署、自衛隊、警
察、市の防災管理室、建設課等が出席して行わ
れました。司会進行は消防次長が担当して、消
防団からは団長と本部長、記録係の団員が出席
しました。
　調整会議ではみんなが協力的でした。例え
ば、我々消防団が、人員や場所の関係で捜索活
動が難しいなと思う場所でも、自衛隊から積極
的な協力や提案があって、とにかく前向きに進
めようとしてくれました。市の建設課も重機を
臨機応変に手配してくれて、調整は大変だった
と思いますが、協力的な体制で活動を進めるこ
とが出来ました。
　──捜索活動のほかにどのような活動を行い
ましたか。
　遺体搬送も行いました。遺体搬送は、警察の
仕事ですが、人手が足りないということで要請
がありました。各分団は精一杯の状況でしたか
ら、団本部で行うこととし、軽トラック２台を
使用して遺体安置所まで搬送しました。
　また、電気も水道も止まっている状況でした
ので、地域の人が困っていることがあれば全て
聞いてくるよう団員に指示しました。
　このほかにも、避難所対応への協力や夜間の
警備等を行いました。
　──今回の災害を受けて消防団の活動可能時
間を20分とするルールをつくったと聞いていま

すが。
　宮城県沖地震がくるとずっと言われていたの
で、警戒していました。宮城県沖地震が発生し
た場合、津波が大船渡に到達するのは30分後く
らいだと聞いていましたので、震災の前年に、
水門閉鎖の所要時間と昼夜の出動時間を確認
し、これらを勘案して、30分を経過したら水門
閉鎖は必要ないということを口頭では各分団に
伝えていました。そして、今回の震災で３名の
団員が犠牲になったことを踏まえ、二度と犠牲
者を出さないためにも、消防団活動の安全管理
マニュアルを策定し、地震・津波災害時の消防
団員の活動時間を、津波注意報等の発表から20
分間と定め、消防団員の安全確保の徹底を図っ
ています。
　──今回の震災を通してうまく活動できたこ
とや反省としてはどのようなことがあります
か。
　うまく活動できた点としては、まずは、各分
団の結束が素晴らしかったと思います。各分団
がまとまっていて、これらが団本部の命令で動
いてくれました。
　そして、警察や自衛隊等と連携もできていま
した。これはお互いの信頼関係がすぐに構築で
きたということが大きいと思います。さらに、
消防署と消防団との関係も極めて良い状況であ
ったため、うまく連携を取りながら活動するこ
とができたと思います。
　また、これまで代々、先輩方から教えられて
きたことはほぼできたのではないかと思いま
す。「常に冷静に状況を掌握して行動しなさい。
現場を見なさい、自分で見ることができなけれ
ば部下に確認させなさい。そして、できるだけ
早く命令を下しなさい。間違えたら訂正をかけ
ればいい、何もしないでいるのが一番悪い」と
いうことを言われてきました。なんとかこうし
たことはできたのかなと思っています。
　反省点としては、３名の消防団員を亡くして
しまったことです。あとは、普段の活動のあり
方を見直すことで、もっと被害者数を少なくで
きなかったのかということを今でも思っていま
す。
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　──３月11日の大船渡市へ派遣された際の様
子から教えてください。
　大規模な災害が発生した際の計画に基づい
て、地震発生後、準備を整えてすぐに大船渡市
へ前進しなさいという命令を受け、準備を整え
た部隊から前進しました。
　部隊が大船渡市に到着したのは、３月12日午
前４時くらいだったと思います。始めに先遣隊
を出していて、予定していた展開地（猪川町の
総合公園予定地）に入れることを大船渡に向か
う途中で確認しました。私自身は12日未明に到
着しました。前進の途中に12日午前７時から対
策会議を市役所で行うことを聞いていましたの
で、まずは市役所に向かいました。
　──捜索活動は各機関が共同で行うことを提
案したと聞いていますが。
　そうです。対策会議の場で提案しました。阪
神淡路大震災の救助活動に参加した隊員から自
衛隊だけでは災害派遣の活動には限界があると
聞いていました。市、消防、警察、自衛隊には
それぞれ役割があります。自衛隊は一気に動く
マンパワーがありますし、警察はご遺体の扱い
といった法的なパワーがあります。消防団員
は、地域の情報をたくさん知っています。市の
職員は救助活動で家を壊さないと救えない時
に、所有者や地域の代表の方と交渉をしてくれ
ます。こういったことを阪神淡路大震災の現場
にいた隊員から聞いていましたので、災害が起

きた際には、各機関をコラボレーションさせる
ことが必要だと、弘前から大船渡市へ向かう車
の中で考えながら来ました。しかし、現地に入
ったら警察がいない、市の職員がいないという
ことも想定できたので、そうした際は自衛隊が
中心に活動する必要があるとも考えていまし
た。
　──実際到着するとどのような状況でした
か。
　午前７時の会議に行ったところ、市職員は自
らも被災されながら献身的に対応していまし
た。警察、消防組合・消防団もいました。市、
警察、消防組合・消防団、自衛隊の４つのプレ
イヤーがそのまま生きていたので、当初想定し
ていたことができると感じました。消防長が司
会をしていたこともあって、ここは消防の考え
に乗って、消防団のエリアを活かして自衛隊、
警察、市も振り分けようと考えました。
　大船渡市の場合は、地形も影響していると思
いますが、市も消防も警察も残っていたことが
幸いして、大変良く機能しました。また、三陸
町越喜来などに行く三陸縦貫自動車道が利用で
きたことで、我々の活動も全然違いました。
　──この会議の場では、関係機関による捜索
活動等について話し合う調整会議を開くことも
提案されたのですか。
　そうですね。毎日夕方にその日の進捗や明日
の計画を決めましょうということで提案しまし

（
当
時
役
職
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た。人員の運用と捜索地域の継続性について毎
日確認しましょうということを言いました。
　──調整会議では、どういったことを話し合
ったのですか。
　第一にお願いしたのは、必ず各地域に人数の
過多はあっても４者の機能を配置させることを
依頼しました。二つ目は、大船渡市に不案内な
人もいるため、地図を準備してもらうことも依
頼しました。これを元に、地域を区切り、ここ
は消防の何分団の担当、自衛隊は何部隊が担当
する等を分かるようにしました。
　また、余震も多かったので、余震による津波
が来れば二次災害の発生にもつながります。こ
の地域の活動ではどちら側の山に逃げるとよい
かということも確認しました。
　この調整会議があったおかげで、各機関が顔
を合わせて話し合うことで連携がとれていった
ということもあったと思います。
　──現場の被害状況はどのようなものでした
か。
　夜明けとともに一面のがれきの町が見えてき
ました。それを見たときには映画のセットかな
というような、なんだこれはという思いで見て
いました。市役所に行って、皆さんが生きてい
ることが逆に驚きでした。災害業務は、基本的
に自治体の業務ですので、自治体が被災して残
っていなければ、自衛隊の活動の仕方も随分違
ったと思います。
　──捜索活動中においてはどのようなことに
留意されましたか。
　余震が多くありましたので、津波が来た場合
に救助活動をしている部隊にいかに早く伝える
のかということが最も大変でした。散らばって
活動している隊員に周知させて、車に乗せて逃
げるというのは時間もかかります。
　また、ご遺体を扱うため、隊員は心にショッ
クを受けます。これまでご遺体を扱うことはあ
りませんでしたから、一人ひとりショックを受
けるのです。このため、夜には、車座になって
辛さを吐き出して共有するようにしました。こ
うした、活動する際の隊員の安全確保と心の配
慮が必要でした。

　──人命救助・行方不明者捜索から、次第に
生活支援の方へ移行していったと思いますが。
　この災害は、長期の支援になると当初からわ
かっていましたので、全ての資機材（食事の炊
き出し用の資機材や給水に必要なもの等）を持
っていきました。毎日の調整会議でも自衛隊が
できることを色々と伝え、どこに展開すればよ
いのか市から指示をもらっていました。市役所
にも自衛隊の連絡員を置いて調整をしていまし
た。
　当初は人命救助、行方不明者の捜索を行い、
次第に避難所の支援に軸足を移していきまし
た。市で荷分けと配布リストを作成してくれた
ので、これに基づいて物資集積所や避難所等へ
の配送を行いました。物資配送は、次第に民間
事業者が行いましたが、入浴支援については最
後まで行いました。
　──隊員さん達の活動環境について野営地の
状況を教えてください。
　最初に野営地となった総合公園予定地から数
日で大船渡東高校萱中校舎に移動しました。萱
中校舎では、校舎の中を使用させてもらいまし
た。水や電気等のインフラが整っていたのはあ
りがたかったです。最初の１、２週間は風呂も
なく、食事もパックご飯でしたが、被災者の方
に給食支援や入浴支援を始めた頃から、校舎の
中に浴場を作って入ることが出来ました。持参
した食料がなくなると弘前に戻ったり、遠野に
ロジスティクスを担当する部隊がいたので、こ
こから入手したりしていました。
　食事については、カロリーはあってもビタミ
ン等偏りが出てしまいますので、ビタミンやア
ミノ酸等のサプリメントを隊員に配布したりし
ていました。
　──消防組合や消防団との活動はいかがでし
たか。
　消防の方々には本当によくやっていただいた
と思います。最初に消防長が仕切っていて、こ
れだけ色々な機能も残っているなら、自衛隊が
全面に出るよりも、消防の区分けに乗って、そ
こに市も警察も自衛隊も入っていった方がよい
だろうなと感じました。最初の段階で、人命救
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助・行方不明者の捜索をうまくできたのは、消
防組合・消防団の方たちのお陰だと思います。
消防団の方たちは、地域のことをよく知ってい
ますし、自分達の住んでいるところなので、や
はり気合が違います。そういう気持ちが一番大
事ですからね。
　──帰隊のセレモニーでは多くの市民の見送
りがありましたが。
　市民の方々の感謝の気持ちはとても伝わって
きました。私は立場上、笑顔でいましたが、隣
のドライバーはずっと泣きっぱなしでしたか
ら。野営地である高校でも我々の車が通ると高
校生が敬礼してくれたりしました。

　──今回の震災を通して自衛隊として教訓と
して得たこと等はありますか。
　災害派遣活動における根本は、被災者の皆さ
んの目線で活動することだということが一番の
教訓です。また、やはり我々自衛隊だけではで
きないということも教訓になりました。日頃か
ら県市町村との連携が大切だということです
ね。実際には計画どおりにいかないこともある
ので、そうしたことも踏まえ対応する必要があ
ります。さらに、災害はいつ発生するか分かり
ませんので、隊員の健康管理を含めてしっかり
と日々の準備をしておくということが大切だと
思います。
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■事実経過
H23/３/11 各避難所で開設準備・避難者の受入

３/15 避難所60カ所、避難者8,737人
３/18 避難者の入浴支援開始（～８/31）
４/26 県立福祉の里センターに福祉避難所を開設（～７/25）
８/28 全ての避難所を閉鎖

１．避難所の開設
　本市では地域防災計画において、第一避難場
所（津波によるもの）として58カ所を指定して
いたが、このうち６カ所が津波によって浸水し
た。第一避難場所の一つである大船渡小学校
は、校庭や校舎が津波で浸水したが、校庭に避
難していた児童らは、土手を登るなどして全員
無事に避難することができた。

　第二避難場所（収容所）は68カ所が指定され
ており、このうち８カ所が津波の浸水により使
用できなかった。また、第二避難場所に指定さ
れていないリアスホール、末崎小学校体育館、
県立福祉の里センター、旧花菱縫製三陸工場な
ども、避難所として開設した。

図表　避難所数と避難者数の推移

3/11 3/12 3/13 3/14 3/15 3/16 3/19 4/11 5/11 6/11 7/11 8/11 8/28

避難所数 30 52 64 61 60 60 52 46 39 25 12 7 0

避難者数 5,960 7,545 8,353 8,437 8,737 8,572 5,169 2,831 1,907 1,102 335 54 0
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第２章　避難所

❶ 避難所の開設

２．避難者の収容
　各避難所では、周辺の住民らが避難し、避難
所への避難者数のピークは３月15日、8,737人

（食事支援のみの方も含む）、避難所の開設数の
ピークは３月13日の64カ所であった。
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１．避難所の運営形態
　避難所の運営形態は、避難所ごとに異なり、
自主防災組織や地域公民館役員を中心に、自主
的な運営が行われた避難所や、常駐した市職員
が中心となって運営が行われた避難所など様々

であった。主な避難所運営の例として、赤崎地
区の「漁村センター」と盛地区の「リアスホー
ル（大船渡市民文化会館・市立図書館）」の運
営について紹介する。

２．避難所の取組：漁村センター
■事実経過

H23/３/11 赤崎地区本部の設置及び避難所の開設
地区公民館長及び地区本部長から避難者全員に対して今後の避難生活等について説明

３/12 避難者全員による朝礼（情報の伝達）（以降、避難所閉鎖まで行う）
避難者名簿の作成、物資・食料の確保

３/13 ストーブ及び灯油が市災害対策本部から届く。
漁村センター内を土足禁止とする。

３/14 米軍ヘリコプターにより救援物資が届く。
３/15 ラジオ体操開始

災害派遣医療チーム（DMAT）が漁村センターで診療開始
避難者外出時の入退室管理開始（手書き用紙）

３/17 衛星電話を設置
避難者外出時のパソコン入力による入退室管理開始

３/19 五葉温泉入浴者の取りまとめ開始
３/20 ９時から17時まで大広間のテレビの放映を開始

避難所の夜間施錠を開始
３/23 漁村センターの電気復旧

地元業者の申し出によりシャワー室設置
３/25 シャワー室の利用を利用者名簿管理で実施（１人20分以内、13時～ 20時）
４/22 入浴施設設置
４/24 漁村センター津波避難検証訓練を実施
５/２ 漁村センターの上水道復旧
６/１ 夜間警備員を配置（市委託）
７/25 避難所の閉鎖準備（借用物品の返却等）を開始
７/30 漁村センターの大掃除・避難所閉鎖

①避難所の開設・避難者の収容
　漁村センターは、赤崎地区本部の設置場所と
なっており、地震発生後、津波が襲来する前に
地区本部長及び地区本部員１名が参集すること
ができ、地区本部を設置するとともに、避難所
を開設し、避難者の受入れ体制を整えた。漁村
センターには、児童や保育園児、近隣事業所の
従業員、近隣住民等300人を超える人が避難し
てきた。その後、隣接する公園まで津波がせま
ってきたため、避難者を施設の２階や屋根に避難
させた。漁村センター玄関前まで津波によって浸
水したものの、施設内への津波の浸水は免れた。

　漁村センターには備蓄していた毛布が200枚
あり、さらに、敷地内で隣接する赤崎保育園か
ら幼児用の毛布や布団を調達し、避難者におお
むね１人１枚の毛布を配ることができた。暖房
器具はほとんどが電気を使用するものであった
が、ダルマ式ストーブが２台あり、重宝した。
　避難者は、１階の大広間（80畳）と２階の中
会議室（40畳）、小会議室（27畳）に分かれ、
身を寄せ合って一夜を過ごした。

②避難所の運営
　発災当日、午後５時頃に避難者を１階の大広

❷ 避難所の運営
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間に集め、地区公民館長と地区本部長から今後
の避難生活等について説明を行った。地区公民
館長は「前代未聞の未曽有の事態である。皆で
助け合ってこの難局を乗り切っていかなくては
ならない。非常に大変だと思うが、諦めずに頑
張っていこう。」、地区本部長は「想像を絶する
状況であり、ここでの避難生活がどのくらいに
及ぶか分からない。長期の避難を覚悟せざるを
得ない状況と考えている。いずれ、皆で協力し
合って頑張っていくしかない。なお、今夜のう
ちに避難者名簿を作成するので、回覧する用紙
に住所・氏名を記入願いたい。」という内容を
伝えた。
　その後、地区公民館長と地区本部長との間で
話し合い、赤崎地区全体の支援を行っていくこ
と、支援の体制は地区公民館を主体とし、地区
本部は事務局的役割として後方支援を行うこと
等を確認しあった。住民への対応は、住民に身
近な地区公民館が担うことで住民の理解も得ら
れやすく、円滑な運営を行うことができるとい
うことを考えた上での判断であった。避難者は
食事係、清掃係、衛生係、物資係等の役割を分
担するとともに、手製の黄色い腕章を付けるこ
とにより識別を行った。そして、毎晩、地区公
民館長、地区本部員、各係の代表者、地区消防
団代表等でミーティングを開き、様々な課題に
ついて協議を行った。
　12日には午前８時から、13日には午前７時か
ら、施設の玄関口で避難者全員を集めて朝礼を
行った。この朝礼は、避難所が閉鎖されるまで
毎朝行い、地区公民館長のあいさつの後に、地
区本部長からの諸連絡やそれに対する質疑応答
等を継続して実施した。朝礼には、赤崎地区内
の地域公民館代表者も出席し、赤崎地区全体で
情報共有が図られる体制を構築した。朝礼後は
地域公民館代表者との打合せを行い、各地域か
らの要望や課題等を聴き、現状の把握に努め
た。地区本部では、ここで出た内容について市
災害対策本部から情報を得たり、関係機関への
伝達を行うなどして、課題等の解決を図った。
朝礼前には、避難者による館内清掃が毎朝行わ
れた。こうして漁村センターでは、地区公民館

長を中心とした運営体制が構築され、避難者は
ともに助け合いながら、規律ある避難生活を送
った。
　12日以降は、ばらばらに避難していた家族の
再会などにより、避難者の出入りが多くなり、
避難者名簿もこれに応じて更新された。安否確
認を求める人が多く、避難者名簿の管理は重要
な役割であった。
　漁村センターにおける通信環境については、
11日の地震発生後、移動系防災行政無線で市災
害対策本部に地区本部設置の報告を行ったもの
の、津波襲来後は、移動系防災行政無線や携帯
電話も利用できなくなり、市災害対策本部との
連絡手段がなくなった。このため、市災害対策
本部へ直接出向いて赤崎地区の情報を報告する
とともに、必要な情報の収集に努めた。その
後、13日に消防団が小型発電機を調達して、移
動系防災行政無線の使用が可能となった。

③物資・食料の供給
　漁村センターには、米10kgと500mℓペット
ボトルの水が200本備蓄されていた。プロパン
ガスが利用できたため、３月11日には女性が中
心となってご飯を炊き、小さいおにぎりをつく
って避難者に１個ずつ支給することができた。
津波によって漁村センター周辺にはがれきが山
積みになり、陸の孤島と化していた。12日早朝
に市役所から地区本部員が到着したことで、後
ノ入まで行けば、山田林道から車で赤崎町外に
行けることが分かり、消防団員２名と地区本部
員１名が物資・食料の調達に向かった。これに
より、午後には、ホームセンターから調達した
ローソクや粉ミルク、おむつ、食料品が届き、
さらに市役所からは200個程度のパンや飲料水

漁村センター
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が届いた。こうして、13日の朝食分までの食料
を確保することができた。その後は、地元業者
等の重機による道路の啓開が急速で進み、県道
の開通により食料の車両輸送が可能となったこ
とで、13日以降は毎日食料が届くようになっ
た。
　飲料水は、大洞地域の湧水をポリ容器を使っ
て確保した。トイレ用水は、漁村センター東側
階段下の店舗内のタンクに大量の海水が貯まっ
ていることが分かり、数十名でバケツリレーを
して当面の必要量を確保した。
　14日になると米軍のヘリコプターが隣接する
公園に着陸し、水、食料、日用品等大量の救援
物資が提供された。その後も、米軍のヘリコプ
ターは１週間にわたって20回程、救援物資を提
供した。そして、時間が経過するにつれ、市災
害対策本部や各所から大量の救援物資が届くよ
うになった。３月末頃からは、ボランティアに
よる炊き出し支援等も行われた。こうして、震
災当初数日間は、食料・物資確保に奔走したも
のの、救援物資が多くなるにつれて、赤崎保育
園やＪＡおおふなと赤崎支店も借りて物資を保
管するようになった。

④保健・衛生・防犯
　漁村センターは、普段は土足禁止であるが、
震災後は畳の部屋を除いて、土足利用としてい
たため、衛生状態に不安が残った。このため、
３月13日から施設内を土足禁止に戻すことと
し、施設内の清掃を行った。
　15日には、長野県佐久市の医療チーム（医師
２名、保健師・看護師等７名）が到着し、10畳
ほどの応接室を診察室として午前８時頃から診
療を行った。前日、あらかじめ赤崎地区全域に
連絡をしていたことから、多くの住民が訪れ
た。震災以降、体調を崩す方が多く、また、処
方薬を流失してしまった方も大勢いたため、医
療活動の開始は、避難者や住民に安心感を与え
た。この日以降、継続して様々な医療チームに
よる医療活動が行われた。また、こころのケア
チームによる活動も行われ、避難者の話し相手
となり心のケアも行われた。 津波避難検証訓練の様子（４/24）

　避難者は市災害対策本部が手配するバスに乗
って週２回程度、五葉温泉での入浴が可能とな
った。さらに、漁村センターには23日に地元業
者からの提供でシャワー室が設置され、４月に
は同じく支援で薪の循環風呂が設置された。個
室シャワーは、仕事勤めの方を中心に利用さ
れ、風呂は五葉温泉の入浴支援が行われない日
に沸かすこととして、裏手の民家の井戸水を利
用し、薪集め、薪割、薪焚きをして対応した。
入浴は衛生面だけでなく、心身に安らぎをもた
らす上でも非常に有効であった。
　漁村センターには多くの被災者が避難してい
たが、地元住民ではない方の出入りが目立つよ
うになったため、３月20日から夜間施錠を開始
した。また、６月１日からは、夜間警備員を配
置した。
　４月７日には、震度６弱の地震が発生し、津
波注意報が発表されたことから、夜のミーティ
ングで協議を重ねた結果、津波警報以上が発表
された場合にはさらなる避難が必要であるとの
結論に至り、避難訓練を実施することとなっ
た。４月24日午前10時、震度６強の地震が発生
し、大津波警報が発表、15分後に10m以上の津
波が来襲するという想定のもと、津波避難検証
訓練を実施した。高齢の方も多数参加したが、
14分で全員が避難所から400m先の山口高台に
到着することができた。避難生活を送る中での
こうした取組は、被災者の団結心を培う上でも
有効であった。
　６月を過ぎて気温が高くなってくると、浸水
した地域を中心に被災した冷蔵庫から流出した
魚類の悪臭が漂うようになり、ハエも大量に発
生した。このため手製ハエ捕り器を用いて駆除
を図る等、衛生面での対応を行った。
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３．避難所の取組：リアスホール
■事実経過

H23/３/11 来館者、施設利用者等を職員が手分けして屋外（玄関前駐車場）へ避難させた。
停電のため電動シャッターが開かず、ピアノ楽器庫に閉じ込められた調律師が消防署のレスキュー隊により
救出される
非常灯のバッテリー切れにより全館消灯。リアスホール前駐車場に避難者が集まる。
避難所の準備及び避難者の受入れ開始
災害用仮設トイレ設置

３/12 発電機設置完了（２基）。各避難スペースにストーブ設置
３/13 災害派遣医療チーム（DMAT）到着

電気が復旧
３/14 エントランス等にテレビ設置
３/15 節電のため館内照明を一部消灯
３/16 NTTドコモから衛星電話を提供され正面入口外に設置

レストランで市内ボランティアグループが炊き出し活動開始
３/17 避難者居住スペースを土足禁止とする
３/19 ラジオ体操を開始（午前と午後の２回）
３/21 避難者の入浴支援開始（バスでの送迎開始）
３/22 水道が復旧
８/18 避難所閉鎖

①避難所の開設・避難者の収容
　リアスホールは、避難所に指定されていなか
ったが、周辺事業所の従業員や住民等多くの人
がリアスホール駐車場に避難してきたため、午
後４時頃から避難所の開設準備を開始した。
　大ホールは、天井の破損が確認されたため、
使用を禁止した。マルチスペースは天井裏のネ
ジの緩み等の確認を行った上で、使用可能と判
断した。これにより、マルチスペース、ホワイ
エ、アトリエの床にスタイロ畳や地絣、ブルー
シート等を敷き、避難スペースを確保した。午
後４時40分頃に受入準備が完了し、これと前後
して避難者が館内に入り始め、その数は470人
に上った。避難者は、和室やマルチスペース、
ホワイエに避難させた。県立大船渡病院に近い
こともあり、医療を必要とする避難者が多く、

自宅からの通院が困難な透析患者なども避難し
ていた。
　館内は、停電により照明が使用できなかった
ため、夕方に救援物資として届いたロウソクを
階段等に設置して館内の明かりを確保した。ま
た、市災害対策本部から配布された移動系防災
行政無線を事務室に設置して、市災害対策本部
との通信手段を確保した。
　このほかにも、屋外への災害用仮設トイレの
設置や、発電機、ストーブの設置を行った。
　避難者の把握は、発災当日は数取り器による
避難者数の把握と避難者の氏名、住所等の聞き
取りを夜10時過ぎまで行い、翌12日の早朝から
は、避難者名簿の作成にとりかかった。安否確
認のために、多くの人の出入りがあることか
ら、エントランスに掲示スペースを設けて、伝

地震発生直後のリアスホールの様子（３/11） 正面入口に設置された受付
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言メモを貼ることができるようにした。さら
に、受付を設置して、避難者の入退室の記録を
行い、安否情報を求めて来る人への対応ができ
るようにした。避難者名簿は、電気が復旧して
からはパソコンで作成し、避難者や職員だけで
なく、家族や知人を訪ねて来る人の問い合わせ
に対応した。

②避難所の運営
　リアスホールには、市内外から様々な地域の
避難者が避難していたこともあり、８月18日に
避難所が閉鎖されるまでの間、避難者による主
体的な運営は行われず、リアスホールの職員や
常駐している施設維持管理等業者により避難所
の運営が行われた。当初の対応は、市職員15名
（臨時職員を含む。）と施設維持管理等業者４名
で行った。
　３月13日に電気が復旧したため、14日からは
エントランスに設置されたモニターでテレビを
見ることができるようにした。さらに、避難者
の居住スペースとなっていたマルチスペース、
会議室、和室にもテレビを設置した。16日には
NTTドコモから提供された衛星電話を正面入
口外に設置し、避難者の連絡手段を確保した。
　また、避難している子供たちの学習スペース
の確保が必要となり、警察が常駐している場所
に近い図書館のエントランス付近を開放した。

こうして施設の使用方法を、避難者の生活様態
の変化に対応させた。

③物資・食料の供給
　食料は、炊き出しのおにぎりなどが、発災当
日の夜から継続して届けられた。
　16日からはリアスホール内のレストランで市
内のボランティアグループによる炊き出し活動
が開始された。物資及び食料の要請は、職員が
必要な物資や食料の数量を把握し、市災害対策
本部に報告することにより行った。食事の配布
については、１階と２階に配布場所を設け、館
内放送により周知し、避難者に取りに来てもら
った。
　生活必需品等の物資については、随時、避難
者に配布を行った。

図表　リアスホールにおける食料の供給
H23/３/11 夜　おにぎり100個程度

３/12 日中～夕方　おにぎり到着

３/13 ９：00　おにぎり到着
かもめの玉子到着

３/16 牛丼・牛乳到着
夕食に初めてバナナを配布

３/31～ 食料の配布回数を昼１回、夜２回に変更
（昼に昼食、夜に夕食と翌日の朝食を配布）

４/20～ 牛乳が月・水・金・日に届くこととなる。

６/12 食料の配布対象について告知掲示（仮設住
宅居住者、自宅や避難先の水道等が復旧し
ている方は食料の配布対象にならない。）

６/13 レトルト惣菜配布開始

７/11 市の食料の配布が弁当に変更（昼・夜が弁
当、朝はパン・牛乳等）

④保健・衛生・防犯
　リアスホールでは、発災当日の夜から市保健
師が宿泊し、館内の要支援者の見回りなどに従
事し、その後も、市保健師や支援自治体等の保
健師、看護師、医師が医療・保健活動を行っ
た。特にリアスホールには、医務室が設置さ
れ、市内の避難所を巡回する医師の拠点として
も活用された。ここでは、民間の医療チームが
診療等を担当した。
　当初土足で出入りしていたが、支援自治体の
保健師の指導で感染症予防のために、３月17日

図表　リアスホールでの標準的な１日の記録
時　　間 内　　　　　容

７：00 館内点灯、新聞配達（物資配付所）
７：30 朝のあいさつ及び連絡事項の放送

７：30～８：00 保健師及び医師チームが館内医療ミー
ティング

８：30 事務局朝礼
９：00 トイレ清掃・床拭き（職員・委託業者）

９：20 市災害対策本部への連絡事項等の交換
（自衛隊連絡班）

11：00 職員による生ごみ処理
12：00 昼食配布
13：00～ 夕方にかけて入浴出発の放送
17：30 夕食、朝食配布
18：30 郵便物の配布
21：00 館内消灯、学習スペース点灯
22：00 学習スペース消灯



95

第
２
章　

避
難
所

に、敷いていた地絣を回収し、細かくちぎった
新聞紙を水で濡らし、床にまいて回収すること
で土埃等を掃除した。この後、避難者居住スペ
ースを土足禁止として、土足エリアとの区分け
を行った。また、19日からは、午前10時と午後
３時にラジオ体操を行って避難者の健康管理に
努めた。また、他の避難所と違って部屋が多く
あることから、インフルエンザや水痘などに感
染した方を隔離することが容易であった。
　楽屋付近に公演者用のシャワー室があった
が、施設内の死角となる場所にあり安全性を確
保できないことから、使用しないこととした。
また、21日から市の入浴支援が開始され、入浴
希望者を募って名簿によって取りまとめを行
い、入浴施設までバスによる送迎を行った。
　発災当初から断水と停電によって水道が使用
できなかった。13日に電気が復旧してからは、
トイレの清掃の際にのみ通水して清掃に使用し
た。15日から17日までは、受水槽にポリ容器を
用いて手作業で給水作業を行い、18日以降は給

水車から直接受水槽に給水を行うことができる
ようになった。この作業は水道が復旧する22日
まで続けられた。
　４月になると長期化する避難生活に対するス
トレスの影響からか避難者によるトラブル（暴
力、物を投げる、精神不安定による大声等）が
相次いで発生したため、避難者全員に防犯ブザ
ーを配布するとともに、更衣室にも設置した。
　また、警察官の常駐や夜間の警備員の配置に
より、避難所における治安の維持を図った。

避難者居住スペース（３/16）

２階に設置された物資配付所（３/16）

土足禁止エリアのための床掃除の様子（３/17）

　発災当初は、各避難所において備蓄物資等の
配布やそれぞれ可能な方法での物資・食料の調
達が試みられた。同時に、市災害対策本部から
おにぎりの配給や物資の供給が開始された。こ
れらの配達と同時に各避難所の避難者数の確認

と必要な物資の確認が行われた。
　調理場がある避難所では、炊き出しが行わ
れ、市から届くおにぎりに加えて、支援物資の
中から味噌汁等を一緒に配給するなどした。

❸ 物資・食料の供給
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　市の入浴支援は３月18日から避難所毎に順次
開始された。各避難所では、入浴希望者の取り
まとめが行われ、入浴施設までは市が手配する

バスで送迎を行い、１人40分の入浴が可能とな
った。

　停電・断水が発生し、手洗いができなくなっ
たことに加え、避難所では集団生活となったた
め、インフルエンザや感染性胃腸炎等の感染症
の集団発生が懸念された。このため、３月12日
から市の保健師等で編成したチームで各避難所
を巡回し、避難者の健康状態のチェック、マス
ク・手指消毒剤の設置及び利用の呼びかけ、健
康相談等の保健活動を開始した。14日以降は、
全国の支援チームの保健師も含め、市内を５カ
所のブロックに分けて行われた。中心となる避
難所を拠点として、ブロック内の避難所を医療
チーム及び保健チームが巡回するとともに、必
要に応じて医師や看護師が自宅に往診に向かう
体制で活動を行った。避難所では、保健師は健
康相談のほか避難所の衛生面の指導（土足禁止

等）等を行った。
　避難所におけるインフルエンザ等の集団発生
はなかったものの、散発的にインフルエンザが
発生し、り患者の隔離を行うための部屋の確保
に苦慮した。感染性胃腸炎についても下痢症状
を呈する者が確認されたが、集団発生には至ら
なかった。
　また、食事の改善については、４月３日に栄
養士が避難所を巡回して、炊き出し状況の確認
をし、11日には岩手県栄養士会、大船渡保健
所、市栄養士で市内全避難所の栄養調査を開始
した。この結果を受けて、５月11日から避難所
へ献立表を配布するとともに、自衛隊の炊き出
しに強化米の混入を開始し、避難者の栄養改善
に努めた。

❹ 入浴支援

❺ 避難所における保健・衛生活動

　本市では福祉避難所を指定していなかった
が、発災直後から高齢者施設と連携して福祉避
難所を13カ所開設したほか、県立福祉の里セン

していき、８月28日に全ての避難所を閉鎖し
た。

❻ 福祉避難所
ターにも福祉避難所を開設した。
　開設期間は、最長で８月25日まで開設し、
344人（実人員）を受け入れた。

　ライフラインの復旧や応急仮設住宅への入居
開始等に伴い、徐々に各避難所の避難者は減少

❼ 避難所の閉鎖
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氏
　──３月11日の地震発生後の動きから教え
てください。
　この日は午後４時から漁村センター（赤崎地
区公民館）で会議の予定でしたので、赤崎町の
自宅にいました。地震が発生して、津波が来る
というのがすぐにわかりましたから、ヘルメッ
トと漁村センターの鍵だけ持って外に出まし
た。私が住んでいた生形地域では、災害時に誰
が誰を避難させるかということを決めていたの
で、私は、担当していた２人を避難させて漁村
センターに向かいました。
　漁村センターに到着すると既に赤崎小学校の
児童等が避難してきていました。私は高齢者等
を畳の部屋に避難させ、津波の様子を見ていま
した。そのうち、津波が漁村センターの周辺を
襲い、漁村センターはあっという間に孤立して
しまいました。
　津波は、漁村センターに隣接する赤崎公園に
も上がってきたので、消防団員に女性や子供等
をもっと上に避難させるようにお願いし、梯子
を使って建物２階のベランダから更に屋根へ上
らせました。津波は玄関前でなんとか止まって
くれたのでほっとしましたが、多くの避難者と
ともに完全に孤立してしまいました。
　──避難所となった漁村センターでは、吉田
館長さんが避難所のリーダーとして避難者のま
とめ役となり、行政はバックアップするという
役割になったようですが。

　生形地域では訓練を行政と一緒にやっていた
こともあり、市職員である赤崎地区本部長ら地
区本部の職員は、私のこともこの地域のことも
よく知っていました。私が住民の先頭に立つ方
が、避難者の理解と協力が得られると判断した
のだと思います。
　漁村センターは300人を超える避難者がいて、
避難生活が長引くことが予想され、完全に孤立
していたので、みんなを不安にさせないように
しなければならないと思いました。避難者の中
には、リーダーになれそうな人が７人いまし
た。そこで、炊事班、衛生班、掃除班等のリー
ダーを選んで、３月12日に地区本部の人達に相
談をしました。
　そしてこの日、全員を集めて朝礼をしまし
た。そこでは、「我々は孤立したため、当分の
間、ここで共同生活をしなければならない。事
故なく秩序を保ち安全に過ごすために、これら
の人をリーダーとしてそれぞれ担当してもらい
ます。私は避難している方々の総責任を負い、
バックアップは行政がしてくれます」。という
ことを全員の前で話しました。13日の朝礼で
は、お祭りで使った黄色い手ぬぐいで女性の避
難者の方々に腕章をつくってもらい、それを渡
しました。この腕章には、マジックで衛生担当
等と書き、リーダーには横線を書いたものをつ
けてもらいました。さらに、リーダーには自分
の班になる方を５人選んでもらいました。パソ

震災の記憶
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コンが利用できるようになってからは赤崎地区
公民館の緊急対策要員として辞令交付もしまし
た。こうすることでリーダーとしての責任がで
てきたと思います。
　朝礼は４カ月間、閉鎖するまで１日も欠かさ
ず開催しました。また、午後７時からは消防団
の代表者も入り、ミーティングも行いました。
朝礼と夜のミーティングを行うことは12日のう
ちに話し合って決めていました。大人数の避難
所を運営していくには組織的に動かしていく必
要があると考えていました。
　──朝礼と夜のミーティングではどのような
メンバーでどういった内容を話し合ったのです
か。
　朝礼は、当初、漁村センターの避難者だけで
実施していましたが、４日目からは孤立してい
た地域との往来ができるようになったので、赤
崎町の９地域の公民館代表全員に参加してもら
いました。救援物資が多く入っていたので、赤
崎町内にどんな物資があり、どのように配分す
るかを９地域の公民館長立会いのもと、伝える
必要があったことが朝礼を行う理由の一つでし
た。
　朝礼では、まず自分が訓話をしますが、みん
なを安心させるために必ず一つ冗談を言うよう
にしました。そして、行政サイドからイベント
や物資配給などの伝達事項を連絡しました。各
地区からも共有すべきこと等の連絡がありまし
た。パソコンが使えるようになってからは、朝
礼の伝達事項をまとめて掲示し、記録が残るよ
うにしました。こうして、赤崎地域全体で情報
共有を図る体制を構築しました。朝礼を行う大
きな理由は、この地域全体での情報共有でし
た。
　一方、夜のミーティングは、漁村センターの
各班リーダー、地区本部、消防関係、警察関係
に入ってもらいました。今日の出来事の共有と
問題点の協議、翌日以降の予定の確認を行うと
ともに、翌朝の朝礼で伝達することの確認等も
行いました。夜は街灯もなく危険だったので、
各地区の代表には朝礼だけ集まってもらうよう
にしました。

　──市防災対策本部から届く救援物資の他
に、直接漁村センターに届いた物資もあったと
思いますが、独自に情報発信を行っていたので
すか。
　３月12日の夕方からマスコミが漁村センター
に来てテレビ中継をしていました。当時ラジオ
を聞いていると、全国で安否を心配する人がた
くさんいることが分かりました。ここで生きて
いることを伝えたいけれど、知らせる術がなか
ったので、このマスコミに取材を受けることを
条件にテレビ中継で避難者の顔をゆっくり映し
てくれないかとお願いしました。これにより、
14日朝に避難者を映してもらい、全国に安否を
知らせるとともに、私から救援を依頼するため
に、米を必要としていることを伝えました。こ
の放送を見た方などが、すぐに米を届けてく
れ、たくさんの米が集まりました。15、16日頃
からはおかずになるものも届くようになりまし
た。
　──避難所運営においては、吉田館長さんの
ように地域の方でリーダーになる方はなかなか
いらっしゃらないと思うのですが、なぜまとめ
役として活動できたのでしょうか。
　私は、太平洋セメントに勤めていて、リーダ
ーシップや人の動かし方を会社の中で学びまし
た。避難所ではリーダーとなる方が必要だと思
いますので、私は講演の際にリーダーとしての
心構えのようなこともお話しています。
　──漁村センターでは４月24日に避難訓練
を実施していますがどういった経緯で実施した
のですか。
　漁村センターは、庭の海抜が10m、建物が
11mでした。今回の津波は10.5mでしたから次
にどのような津波がくるか分からないと思って
いました。特に防波堤も破壊されていたため、
余震による津波が発生すれば、漁村センターも
危険だということで避難訓練を実施することと
なりました。訓練では今回浸水した10mの高さ
を基準に状況に応じてさらに高い場所へと避難
できる地点を避難場所として選び、漁村センタ
ーの避難者みんなで歩いて避難行動を検証し、
その場所を確認できるようにしました。
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　避難訓練では漁村センターから避難する際、
道路を横断する必要がありますが、事故が発生
しないように道路の渡り方も夜のミーティング
で検討しました。一列に並んで順に渡るのでは
なく、20人が道路に沿って並んで一斉に渡らせ
る方法をとりました。渡り終わったら、車を通
してまた20人そろったら渡らせるというやり方
です。みんなで議論すると色んな知恵が出るな
と思いました。
　──漁村センターのある赤崎町生形地域では
普段から避難訓練の参加率が高いのではないか
と思いますが、いかがですか。
　普段の訓練では、参加者数を向上させるため
に、参加した人に防災グッズを配布したりし
て、参加した人が得するようにする等、色々と
工夫をしています。
　今回の震災では、訓練の効果が出た出来事が
ありました。それは火災発生を想定した訓練で
バケツリレーをしていましたが、今回これが役

立ちました。米軍のヘリコプターが救援物資を
届けるために漁村センターに隣接する赤崎公園
に１日に何度も着陸しました。その際、避難者
が一列に並んでバケツリレー方式で米軍のヘリ
コプターから物資を運び出しました。こうした
動きには米軍も驚いていました。
　──今回の震災からの教訓はどのようなこと
がありますか。
　まずは、この経験を活かすことが大切だと思
います。赤崎地区自主防災組織連合会の記録誌
のタイトルも「３．11の記憶～東日本大震災か
ら学ぶ～」としました。生きた者の責任として
この教訓を活かすことを考えなければなりませ
ん。そういった意味でも我々の体験を他のとこ
ろで活かすことが我々の役目だと思います。
　また、今回の災害では人脈がいかに大切かと
いうことも学びました。常日頃のコミュニケー
ションを大切にしていかなければならないと感
じています。
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１．建設準備

①建設候補地の選定等
　被災世帯が相当数に上っていたことから、被
災者の住居の確保を最優先で行うべく、震災翌
日から応急仮設住宅の建設候補地の選定に取り
組んだ。建設用地の確保や建設戸数のシミュレ
ーション等は事前に行っていなかったため、市
の地理情報システムを活用して建設候補地の選
定を行うとともに、応急仮設住宅の必要戸数を
把握するため、３月18日から避難所を中心に被
災者に対する入居希望アンケートを実施した。
この結果では、入居希望者は1,439世帯であっ
たが、その後、市外に避難していた被災者が戻
ってくるケース等もあり、この時期での入居希
望者は2,000世帯以上となった。その後の入居
申込においては、第３希望の団地まで申請出来
たが、それでも入居に至らなかった被災者もあ
り、それらの人向けに再アンケートも実施し

第３章　住宅支援

た。応急仮設住宅の建設にあたっては、被災し
た方々が可能な限り被災前に居住していた地域
に住むことができるよう配慮に努めた。

②用地確保
　建設用地については、当初は被災地周辺の浸
水を免れた小・中学校の校庭を中心に検討した
が、それだけでは建設用地が不足したことか
ら、市内陸部の小・中学校の校庭や都市公園、
民有地なども建設用地として確保した。
　また、建設用地の選定にあたっては、支援自
治体の浜松市が応急仮設住宅建設シミュレーシ
ョンを実施していたことが、本市の応急仮設住
宅建設における建設用地の絞り込み及び確定に
役立ち、建設工事の早期着工に結びつけること
ができた。

❶ 応急仮設住宅
■事実経過

H23/３/12 応急仮設住宅の建設地選定開始
３/14 県に対する応急仮設住宅建設の要請

３/18 ～ 21 応急仮設住宅の地区別入居希望状況アンケート調査の実施
３/25 応急仮設住宅の建設着工

４/６～ 18 応急仮設住宅の入居者募集
４/25 応急仮設住宅への入居開始（旧県立大船渡病院跡地から）

２．応急仮設住宅の建設

　応急仮設住宅の建設は、旧県立大船渡病院跡
地の建設から着手し、37団地1,801戸を建設し
た。規模の大きな団地には、集会所も建設され
た。複数の建設業者により建設されたため、団
地によって外観や内装、設備等に違いが生じ
た。

建設中の応急仮設住宅
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応急仮設住宅

場　　　　所 戸数 着工 完成
旧県立大船渡病院跡地 72 ３/25 ４/20
大船渡北小学校 88 ３/30 ４/26
大船渡中学校 138 ４/５ ５/９
市営球場 134 ４/８ ５/11
末崎小学校 58 ４/11 ５/11
末崎中学校 70 ４/11 ５/11
蛸ノ浦小学校 47 ４/13 ５/13
大立地域 65 ４/15 ５/13
綾里中学校 90 ４/16 ５/24
山村広場 84 ４/21 ５/18
後ノ入地域 64 ４/22 ５/24
総合公園予定地 308 ４/22 ６/26
上平地域 41 ５/２ ５/27
清水地域 19 ４/29 ５/24
崎浜小学校 35 ５/６ ５/31
県営長谷堂団地跡地 21 ５/６ ６/16
東町公園 13 ５/６ ６/７
小中井地域 27 ５/６ ６/13
大豆沢地域 24 ５/６ ６/16
後ノ入北地域 14 ５/６ ６/13
山口地域 27 ５/６ ７/11
甫嶺地域 27 ５/17 ６/29
盛小学校 50 ５/20 ７/28
第一中学校 120 ５/27 ７/７
下舘下地域 16 ６/10 ７/７

図表　応急仮設住宅の建設状況
場　　　　所 戸数 着工 完成

大船渡高校教員住宅跡地 ８ ６/３ ７/７
猪川小学校 50 ６/３ ７/22
久名畑東地域 16 ６/10 ７/14
吉浜駅近接ゲートボール場 ５ ６/10 ７/11
富沢公園 ８ ６/10 ７/11
下権現堂公園 12 ６/10 ７/11
前田公園 12 ６/10 ７/19
猪川公園 12 ６/10 ７/19
下船渡公園 10 ６/10 ７/15
佐倉里公園 ６ ６/10 ７/16
舘下公園 ６ ６/10 ７/16
合足地域 ４ ６/17 ７/12

計 1,801

３．入居者の募集及び入居

　応急仮設住宅については、４月６日から６月
24日まで入居申込みを受け付け、次の条件で募
集を行った。
　なお、当初は、被災住宅の修理・補修に伴う
一時的な入居は出来なかったが、修理・補修を
行う建設業者等の対応が追い付かず、被災者が
避難所での長期避難を余儀なくされる状況とな
ったことから、入居要件が緩和され、被災住宅
の修理・補修が長期にわたる場合に限り入居が
認められた。
　ア　入居できる人は次のいずれか
　　・居住する住宅が半壊以上の被害を受け、

その住宅に住めなくなった人
　　・住宅が損傷を受け、取り壊して再建する

まで仮住居を必要とする人
　　・二次災害の恐れがあり、その場所に引き

続き居住できない人
　イ　入居期間は原則２年間を限度
　ウ　家賃は無料、光熱費は自己負担

　募集にあたっては、「大船渡市応急仮設住宅
入居要領」を各避難所等を通じて被災者に配布
するとともに、広報おおふなと臨時号やおおふ
なとさいがいエフエムなどにより被災者への周
知に努めた。
　入居者の決定は、抽選によらず、被災前の居
住地区や行政区、小中学校区の継続を重視し
た。同じ学区の住民については重度障害者（１、
２級）や要介護者がいる世帯、80歳以上の高齢
者がいる世帯、６歳以下の子供がいる世帯など
の優先順位付けを行い、入居世帯を決定した。
　応急仮設住宅の入居にあたっては、完成時期
と日本赤十字社等による家電や生活用品の搬入
時期等との日程調整に非常に苦慮した。
　応急仮設住宅入居者に対しては、日本赤十字
社から生活家電セット（テレビ、冷蔵庫、洗濯
機、電子レンジ、炊飯器、電気ポットの６点）
が提供されたほか、全国の自治体や団体等から寄
せられた生活用品や米などの食品類も配布した。
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５．応急仮設住宅の環境の改善と維持
　応急仮設住宅の環境については、入居後、さ
まざまな要望が寄せられた。国・県では、居住
環境の改善策として、風除室の設置、ニ重サッ
シ化、お風呂への追い炊き機能追加、物置設置
などを随時実施した。市としては、各団地にお
いて、路面舗装やゴミステーションの追加のほ
か、悪臭に伴う浄化槽排水路変更など周辺住民
からの要望についても、県と協議しながら随時
対応した。
　また、入居者の見回り等の必要性が当初から
考えられており、平成23年８月以降、被災地支

援の一環として、北上市の緊急雇用創出事業に
より約100人の支援員が各団地に配置された。
支援員は、入居者の見回り業務や入居者に対す
る支援物資の窓口となったほか、入居者と市等
との橋渡し役も担った。事業実施にあたって
は、事前に事業運営会社と本市において、人数
や業務内容について協議し決定した。また、支
援にかかる関係者会議を定期的に開き、入居者
の現状や支援内容について情報交換を行い、入
居環境の改善と維持を図った。

４．応急仮設住宅の入居者管理

　入居者管理については、入退居手続きのほ
か、入居者の生活状況の変化等による団地間の
転居にも対応した。
　応急仮設住宅の入居者情報については、入居
申込み時の情報（住所等の個人情報、入居希望
団地、家族構成など）をベースとして、入退居

等の住民異動情報も併せて管理した。そのた
め、膨大な情報量となり、その複雑さから管理
には苦慮した。これらの情報については、被災
者の支援漏れを防ぐことを目的として導入され
た被災者台帳システムに登載することで、他の
被災者支援関連部署との情報連携を図った。

❷ 民間賃貸住宅の借り上げ
　この制度は、民間賃貸住宅を県が貸主から借
り上げ、被災者に応急仮設住宅として提供し、
家賃等の負担は国が行うものである。市では、
県からの委託により、平成23年５月12日から被

災者からの申込受付と契約事務（貸主・県・被
災者の３者契約）の仲介を行った。
　この制度による入居者に対しても、生活家電
セットやその他生活用品の配布を行った。

❸ その他の住宅の活用
　発災直後、市営住宅の空室や使用を休止して
いた母子生活支援施設つばき荘（以下「つばき
荘」という。）の使用を決定し、一定の条件の
もと、入居希望者を募集し、入居者を決定し
た。
　申込み条件は、次の３点を満たすこととし

た。
　　ア　避難所に避難していること
　　イ　世帯に75歳以上の方又は重度障がい者

の方がいること
　　ウ　健康状態を考え、避難所での生活が困

難であると避難所管理者等が認めること
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❹ 被災住宅の応急修理
　被災住宅の応急修理は、募集を開始する前に
市内建設業者と実施要領について協議し、住宅
再建支援制度よりも早く、４月から申込の受付
を開始した。
　この制度は、半壊以上の被害を受けた住宅に
ついて、屋根、外壁、基礎等の修理、ドア、窓

等の開口部の修理、上下水道や電気などの配
管・配線の修理、衛生設備の修理等日常生活に
必要な最小限の部分を応急的に修理するもの
で、限度額は１世帯当たり52万円とし、300件
以上の申込みがあった。

　募集にあたっては、市職員が直接避難所を回
って募集要領を避難所管理者等に説明するとと
もに、各避難所に提出された申込書を回収して
回った。
　市営住宅（９室）とつばき荘（11室）の入居
申込みは100世帯以上あり、高齢者や重度障が
い者等がいる世帯など、避難所での生活が困難
な世帯を優先して入居者を決定した。
　県職員の公舎については、立根町「中野宿
舎」の空室であった５室と、末崎町「栽培漁業
センター公舎」の９室を確保した。どちらも大
きな改修等の必要性は見受けられなかったた
め、入居募集まで時間をかけず、応急仮設住宅

と合わせて入居者募集を行った。
　雇用促進住宅については、元々廃止が予定さ
れていたため、しばらく空室となっていた未修
繕の部屋が多く、また、建物の設備等が老朽化
していたことから、入居者からの苦情が相次い
だ。そのため、市では、入居後の畳替えや鍵、
照明器具、風呂釜の付け替え等を行うこととな
り、対応に苦慮した。
　このほかにも、被災者の入居支援として、北
里大学職員宿舎など民間施設の提供（無償貸
与）の申出があったことから、早期に被災者の
住居を確保することができた。
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■事実経過 
H23/３/11 食料の確保及び炊き出しの開始

３/20 朝食用のパンの提供開始
４/３ 栄養士による避難所の炊き出し状況の確認
４/11 市内全避難所を対象とした栄養摂取状況調査の実施（岩手県栄養士会、大船渡保健所、市栄養士）
４/18 炊飯米の提供開始（昼・夕）
５/11 避難所に献立表・強化米配布

自衛隊の炊き出しに強化米の混入開始
５/17 第２回避難所における栄養摂取状況調査実施（～５/20）
５/24 食中毒防止のため自衛隊の炊き出し時間を変更
５/30 避難所でサイクルメニュー導入
６/３ 第３回避難所における栄養摂取状況調査実施→避難所へサプリメント・強化米配布
６/７ 避難所の個別栄養相談開始
６/13 避難所のレトルト食品（惣菜）配布開始（～７/８　大船渡中学校、リアスホールのみ週３回）
６/16 第４回避難所における栄養摂取状況調査実施
６/29 栄養士会への支援依頼終了
７/10 自衛隊による炊き出し終了
７/11 避難所への弁当の提供開始（昼・夕）

１．食料の調達
　災害時における食料の調達については、流通
備蓄から調達することを想定していたため、食
料や飲料水の備蓄は行っていなかった。発災直
後は、津波により市内の各店舗で甚大な被害が
発生し、災害時応援協定の締結先である市内の
スーパーも沿岸部の店舗が被災したため、市災
害対策本部からの要請に十分対応できるような
状況ではなかった。このため、津波の浸水被害
を受けなかった市内の各店舗を回って、米や粉
ミルクなどの食料や飲料水等の確保に努めた。
炊き出し用の米は、学校給食で使用するものや

市内の事業者等から調達するなどしたが、避難
者の数が多く、避難生活も長期化することが見
込まれ、食料等の不足が懸念されたことから、
奥州市などにも出かけて調達するなどして確保
した。また、これと並行して、県に食料等の物
資の救援要請を行った。
　発災から数日後には、岩手県を始め、他の自
治体や関係団体等からも食料等の支援物資が届
くようになり、食料等の供給を継続して行うこ
とができた。

第４章　生活支援

❶ 食料の供給

２．炊き出しの実施
①発災直後の対応
　発災当日は、盛保育園と立根学校給食共同調
理場で市内の避難所に配布するための炊き出し
が行われた。また、地震と津波の影響で断水に
なることが想定されたため、市役所内で水が出
るうちに炊き出し用の水を確保し、盛保育園と
立根学校給食共同調理場に搬送した。盛保育園

では、プロパンガスが使用できたため、災害用
の炊飯袋を使用した炊き出しが、夕方と深夜に
それぞれ１回ずつ行われ、立根学校給食共同調
理場では、発電機を確保して調理員らが米を炊
き、調理場に参集した生活福祉部の職員により
おにぎりづくりが午前４時頃まで行われた。ま
た、立根小学校の校庭では、自衛隊による炊き
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出しも開始された。発災当日の夜には、炊き出
しのおにぎりやパンなどを盛小学校やリアスホ
ール、大船渡地区公民館、大船渡中学校などに
配送した。
　一部の避難所では、近隣住民が食材を持ち寄
るなどして、自主的な炊き出しも行われた。
　発災翌日以降には、津波の浸水被害のなかっ
た日頃市地区の地域住民や近隣自治体などから
市災害対策本部に炊き出しのおにぎりが届けら
れ、市内の食品製造業者からは弁当が提供され
るなど継続した支援があり、避難者への食料を
確保することができた。

②おにぎりづくり
　市災害対策本部による炊き出しは、立根学校
給食共同調理場、立根小学校校庭（自衛隊車
両）、猪川小学校調理場、大船渡学校給食共同
調理場を拠点に行われ、最初の10日間くらい
は、調理員や自衛隊などが炊いたご飯を市役所
に運び、おにぎりを作り、１個ずつラップに包
んで各避難所に配送した。その後は、地域住民
等の協力のもと、調理場でおにぎりを作り、そ
れを市役所に搬送し、市役所（第４会議室）で
１個ずつラップに包む作業を行った。
　当初は、1日当たり18,800個のおにぎりを作
っていたが、４月中旬頃になると、朝食をおに
ぎりからパンに変更したことや炊き出しを行う
避難所が増えてきたことに伴い、１日当たり
6,000個にまで減少した。おにぎりは、当初は、
ご飯だけで握られた味のないものだったが、
徐々に支援物資で届いた梅干し、海苔等を使っ

市役所でのおにぎりづくり（３/13）

て提供できるようになった。また、４月になる
と気温が上昇してきたため、翌日まで保存しな
いよう避難所に注意を促した。

③おにぎり等の配送
　おにぎりは、主に公用車で朝・昼・晩の３回
にわたって配送した。基本的におにぎりと集積
所からの物資は別の配送で行っていた。１日３
回のおにぎり配送を行うために、翌朝配送する
おにぎりづくりを深夜まで行い、朝５時に集合
して配送対応を行った。
　併せて、調理が可能な避難所には、支援物資
の青果や生肉・豆腐等を配送し、調理ができな
い避難所には、レトルト食品等を配送した。
　避難所と食料供給の必要数量は、各地区本部
や地域住民等から寄せられる情報をもとに把握
した。また、連絡用紙を作成し、毎日、各避難
所から食料供給の必要数等を報告してもらっ
た。３月18日頃からは、避難所に避難している
方と食料支援を必要としている方とを分けて把
握した。食料の供給は、指定避難所に指定され
ていない避難所にも実施した。
　災害救助法では、避難所に避難している方以
外でも、自力での物資・食料の調達が災害によ
って困難である方は、食料供給の対象であった
が、配布場所が避難所であったため、食料を受
け取りに行きにくい面もあり、在宅避難者等に
食料が届きにくい地域もあった。

④朝食用のパンの提供開始
　１日３回の避難所へのおにぎりの炊き出し
は、職員の負担が大きいことから、３月20日か
らは朝食用に民間業者からパンを購入して提供

避難所へのおにぎりの配送（３/13）
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を開始した。４月４日からは県の体制が整った
ため、県からパンの支給を受けて提供した。
　朝食用のパンを前日の夕食と一緒に配布する
ことによって、職員が朝５時に集合して朝食の
配送に備える必要がなくなり、作業負担の軽減
を図ることができた。

⑤炊飯米・弁当の提供開始
　４月18日からは、昼と夜に提供していたおに
ぎりを炊飯米に変更した。これは、おにぎりで
は衛生面に不安がでてきたことや、栄養士によ
る調査で、栄養面に配慮することとなったこと

によるものである。この頃になると、ほぼ各避
難所で炊き出しを行っており、おかずとなるも
のも作られていた。
　炊飯米の提供に変更したことに伴い、炊き出
しの拠点を保健介護センター１カ所とし、自衛
隊車両により炊飯を行い、保健介護センターの
調理実習室で各避難所への配分を行うこととし
た。その後も、栄養の偏りが指摘され、７月11
日からは昼、夜ともに弁当の提供に切り替え
た。弁当は、避難所からの注文数を２日前に報
告してもらって業者へ注文することとしたが、
数の変更が多く調整に手間取った。

３．栄養改善
　４月３日に市栄養士が避難所を巡回し、炊き
出しの状況を確認し、11日には岩手県栄養士
会、大船渡保健所、市栄養士で市内全避難所の
栄養摂取状況調査を実施した。その後、計４回
にわたって、調査が実施された。
　それまでの食事がカップ麺や白米等、栄養の
偏りがみられたため、５月11日には食材の在庫
を見ながら市栄養士が作成した献立表を避難所

へ配布した。また、この日から自衛隊の炊き出
しに強化米の混入が開始された。28日には避難
所にサイクルメニューが提案され、30日に導入
された。29日には避難所に野菜ジュースが毎日
届くように手配された。６月３日には第３回避
難所における栄養摂取状況調査が行われ、サプ
リメント及び強化米が配布された。

４．衛生管理
　おにぎりづくりでは、衛生面に配慮して、お
にぎりを一つ一つラップやホイルに包んで対応
した。ラップやホイル等の個数には制限があっ

たため、少ない量で包めるように工夫をしなが
ら対応した。また、できるだけ暖房を使用しな
いでおにぎりづくりを行う等の配慮をした。
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■事実経過

H23/３/11 市役所第４会議室を物資集積所として集積
３/12 市役所地階大会議室に物資を集積
３/13 総合福祉センターに物資を集積
３/15 自衛隊による配送開始
３/18 市内学校体育館を順次、物資集積所として活用
３/21 ヤマト運輸による配送開始
３/28 在宅避難者等の状況把握
４/１ 緊急雇用創出事業により採用した臨時職員による公用車での配送開始
４/16 大船渡東高校体育館の物資集積所を閉鎖

6/20 ～ 29 学校体育館の集積場所を市民体育館、立根小学校及び保健介護センターの３カ所に集約
７/1 物資の受入れを停止（ホームページへ掲載）

続々と届く支援物資（３/18）

１．物資の調達・受入れ
　発災生直後に、市職員は、市内ドラッグスト
アやコンビニエンスストア等に直接出向いて物
資提供を要請した。店舗が閉まっている場合に
は、貼紙により要請内容を伝えた。市役所の倉
庫からは、備蓄していた簡易トイレ、毛布等を
盛小学校等に搬送した。地震発生の３日後に
は、奥州市などにも出かけて、避難所から特に
要請の多かった乳児用の粉ミルク、紙おむつ、
女性用衛生用品などを調達した。
　県にも物資の救援要請を行ったほか、支援自
治体からの申出を受け、必要な物資の提供をお
願いし、調達に努めた。また、４月４日から
は、必要な物資に関する問い合わせがNHKか
ら定期的にあり、それに回答することにより、

❷ 物資の集配

市で必要としている物資の情報がNHKのテレ
ビ放送で流れ、全国から続々と物資が寄せられ
た。特に布団は、県に要請しても届くまでにか
なりの時間を要したが、テレビで情報を発信す
ることにより、早期に必要な物資を調達するこ
とができた。
　生鮮食品は、栄養面からは必要な食料である
が、保管を行うことが難しかった。生鮮食品の
保管場所となった市役所の地階大会議室は、薬
品を使って毎日消毒して室内を清潔に保つよう
にするとともに、すぐに仕分けをして配送する
ことにより集積所に保管する時間の短縮を図っ
た。また、支援により提供いただいた大型冷凍
冷蔵庫１台を活用した。
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物資集積所となった市役所地階大会議室（３/16）

２．物資集積所
①物資集積所の設置
　物資の集積場所として想定していた市民体育
館は、津波による被害を受けたため、当初は使
用することができなかった。このため、震災当
日から届いた物資は、まず、市役所第４会議室
で保管した。12日には、そこでも保管しきれな
くなり、地階大会議室へ保管した。13日から
は、支援物資も次々と届くようになり、総合福
祉センターやカメリアホール、学校体育館、地
区公民館などを物資の集積所として開設した。
その後、学校の再開や集積所の管理上の関係
で、６月下旬から市民体育館などに集積所を集
約した。物資は、米や水等の重量があるものも
多かったため、集積所となった体育館などでは
床が抜けるといった事態も発生した。

図表　物資集積所となった施設
施　　　　設 設置時期

市役所（第４会議室） ３/11
市役所（地階大会議室） ３/12
総合福祉センター ３/13
盛小学校 ４/12
カメリアホール ３/15
大船渡小学校体育館 ３/19
立根小学校体育館 ３/19頃
猪川地区公民館 ３/19
大船渡東高校 ３/28頃
日頃市小学校体育館 ３/28頃
日頃市中学校体育館 ３/28
国土交通省テント（岸壁） ５/７
市民体育館 ６/27

②物資の管理
　震災当初からしばらくの間は停電のため、パ
ソコンが使用できなかった。このため、物資の
在庫管理は手作業で行い、在庫の情報共有がで
きなかった。しかし、パソコンが使用できるよ
うになってからは、各物資集積所の在庫状況を
パソコンで管理した。各集積所には、物資の受
払いを管理する職員を配置し、物資の内容及び
数量について、毎日報告させることにより、在
庫状況を管理した。
　支援自治体の職員に集積所の管理・運営を担
っていただいたことで、大量に届く物資の受払
いに対応することができた。また、地元中高生
もボランティアで集積所の管理・運営に参加し
た。

③物資の受入れ
　物資の受入れは、一箇所に集積できるような
大規模な施設がないことから、物資の種類に応
じて集積所を分けて受け入れるようにした。集
積所では、届いた物資を更に品目別に分別して
保管した。配送頻度が低いものは奥に入れ、頻
度が高いものは前に置くようにレイアウト変更
を行いながら対応した。重量物（米や水等）は
入口付近等の手前に置き、軽量物（カップ麺
等）や季節が限定されるものは奥に置くことを
基本とした。また、ニーズの高い缶詰やお菓
子、電池、懐中電灯、ラジオ等は手前や集積所
の管理者のそばに置くことで集積の効率化を図
ることができた。
　個人から届く物資は、様々な種類のものが一
つの箱に入れられていることが多く、その仕分
けに時間を要した。
　集積所への物資の搬入に当たっては、提供さ
れた台車や水産加工場から持ち込まれたベルト
コンベアを有効に活用して行われた。物資の搬
入は、ボランティアや自衛隊、支援自治体の職
員等の手渡しによるリレー方式で行うことが多
かったため、集積所で必要となる人員につい
て、毎日ボランティアセンターと市災害対策本
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部で調整を行った。朝早い時間や遅い時間にト
ラックが到着する際には、職員をその時間に合
わせて参集させ対応するなどした。

④物資の仕分け
　避難所への物資の配送は、生活福祉部におい
て、物資の在庫状況と避難所から届く物資の要
請情報から、配送表（配送先避難所情報、物資
の種類、数量）を作成し、これにより、配送を
行った。物資集積所では、配送表をもとに、避
難所毎の物資の仕分けを行った。当初の配送表
は、手書きで作成されていたが、パソコンが使

用できるようになってからは、食品の賞味期限
の欄を設けて管理するなど、様式を改善しなが
ら使用した。

⑤物資の配布会
　被災者個々のニーズに対応した物資の配布を
行うため、６月に市民テニスコートで物資の配
布会を実施した。また、８月と９月にも市民体
育館や各地区公民館で物資の配布会を実施し
た。
　なお、７月１日以降は物資の受入れを停止す
ることとして、市ホームページ等に掲載して周
知した。物資の受入れ（３/17）

物資の配布会（６/18）

３．物資ニーズの把握
　避難所で必要とされている物資は、当初は各
避難所へ物資を運んだ際に、聞き取りにより対
応していた。３月15日頃からは、連絡用の用紙
を作成し、避難所から必要な物資の種類や数量
を記入してもらうこととした。その後、衣類等
の細かいサイズを記入する欄を設けるなどの改
善を図っていった。例えば、避難所からおむつ

の依頼があってもサイズや種類が分からなかっ
たため、サイズの欄を設けたり、粉ミルクでも
新生児用かフォローアップミルクなのか記入で
きるようにした。さらに、物資の充足状況を記
入する欄を設けるなどした。これらを考慮しな
がら、避難所へ配送する物資を決定した。
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物資の配送（３/16）

４．物資の配送
　物資の配送は、震災直後は公用車や支援に来
ていた地元運送業者等によって行われた。３月
15日頃からは自衛隊による配送が開始され、21
日からは県から派遣された運送業者による配送

も行われた。自衛隊と運送業者とはエリアを分
担して配送を行った。４月１日からは市の緊急
雇用創出事業で雇用された臨時職員による公用
車での配送が開始された。

５．在宅避難者等への物資供給
　発災以降、市内店舗でも物流が滞ったことか
ら、物資を購入することが困難な状況となった
ため、物資を求めて市役所に来る市民も多く、
正面玄関前に生活物資の配布受付窓口を設置
し、必要な物資を配布した。
　在宅避難者等の状況の把握がなかなかできな
いことが課題であったため、３月28日には民生

委員に、４月４日には地区公民館長に対して、
高齢者世帯や避難者を受け入れている世帯など
避難所以外で生活している世帯で、生活物資等
の支援が必要と考えられる世帯の生活状況の把
握を依頼した。これにより、支援が必要な世帯
を把握し、民生委員を通じて必要な物資を配布
した。

市役所正面玄関前での生活物資の配布受付（３/16）

６．地区本部における物資供給
　地区本部には、市災害対策本部から配布され
る物資のほかに、支援者から直接届けられる物
資もあり、物資の保管場所を確保するため、独
自に物資の集積所を設けて物資を保管する地区
本部もあった。地区本部には、全て避難所が併

設されていたため、併設されている避難所の避
難者への物資供給を行ったほか、地区内の各避
難所等の物資ニーズを取りまとめ、物資供給を
行っていた地区本部もあった。

物資の配送（３/18）
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■事実経過
H23/３/12 入浴支援準備（入浴施設及び送迎用のバスの手配、重油等燃料調達等）

３/18 五葉温泉と遊・YOU・亭夏虫で避難者の入浴支援開始
３/20 自衛隊入浴施設を盛小学校に設置
４/８ 民宿海楽荘の入浴支援開始
４/15 フレアイランド尾崎岬の入浴支援開始（～６/10）
５/27 自衛隊入浴施設をリアスホールに移設
６/13 遊・YOU・亭夏虫の入浴支援終了
６/16 五葉温泉、民宿海楽荘の入浴支援終了
７/20 自衛隊入浴施設の入浴支援終了
７/21 YSセンターの入浴支援開始（～８/31）

❸ 入浴支援

１．入浴支援の実施に向けた準備
　市内の入浴施設のうち、利用可能な施設の確
認を行ったところ、五葉温泉（日頃市町）と
遊・YOU・亭夏虫（三陸町越喜来）で入浴が
可能であったため、これらの施設で入浴支援を
実施することとした。
　五葉温泉は、源泉温度が低いため、加温する
必要があり、そのための燃料（重油）の手配等
について、衛星電話で県や地元業者に依頼する
などして確保した。
　避難所から入浴施設までの送迎は、バスで行
うこととし、送迎をバス会社に依頼して２、３
台で対応した。避難所毎に入浴日の割り当てを
行い、各避難所の入浴希望者を募る作業と、避
難所と入浴施設を往復するバスのダイヤ作成の
作業を並行して行った。五葉温泉は１回当たり
の利用者数を男女各20人、遊・YOU・亭夏虫
は男女各10人として避難所にいる全ての方が入

浴できるようスケジュールを作成した。当初は
避難所毎に３日に１回入浴ができる計画で、避
難所からバスによるピストン輸送を行って実施
した。こうした調整は、電話が通じなかったた
め、入浴施設、避難所、バス会社に直接出向い
て行った。
　その後、３月20日から陸上自衛隊入浴施設を
盛小学校に設置した。この施設の風呂の水を確
保する必要があったため、給水担当を設けて、
１日10回程度の水のくみ上げを実施した。
　また、４月15日から６月10日まで、フレアイ
ランド尾崎岬での入浴支援を１日４回実施し
た。市から送迎用のワゴン車１台と職員１名を
運転手として配置し、風呂の水は民間運送会社
から１日１、２回給水して対応した。風呂の燃
料は、指定管理者が契約に基づいて灯油を確保
して対応した。

２．入浴支援の実施
　避難所の避難者に対する入浴支援は、３月
18日から五葉温泉と遊・YOU・亭夏虫で開始
された。五葉温泉は主に旧大船渡市地域の避
難者、遊・YOU・亭夏虫は主に旧三陸町地域
の避難者を対象とした。五葉温泉利用者には、
市が発行する入浴券をバス乗車時に渡し、入
浴施設での受付時に回収して対応した。遊・
YOU・亭夏虫は、１回の入浴可能者数が少な

いため、入浴券の配布は行わなかった。移動や
入浴を円滑に実施するため、バスに市職員を乗
車させるとともに、入浴施設にも職員を配置し
た。当初は、タオル持参としたが、途中から支
援物資のタオルやシャンプー等を入浴施設に設
置した。
　３月20日から始まった陸上自衛隊入浴施設
は、自由入浴として誰もが無料で入ることがで
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きるお風呂として活用された。この施設は、盛
小学校校庭に応急仮設住宅を建設することに伴
い、５月27日からリアスホールに移設した。４
月８日からは末崎町の民宿海楽荘でも入浴の受
入れを行い、好意により無料で実施された。
　市内で入浴可能な施設が増えたことや、水道
の復旧作業も進んだことで、入浴希望者が減少
したことから、避難所に避難している方の入浴
頻度を増やしていった。入浴支援については、
規模を縮小しながら、最終的には市災害対策本
部が廃止される８月31日まで実施された。

図表　入浴支援実績
利用者数（人） 実施期間

五葉温泉 8,445 ３/18～６/16

遊・YOU・亭夏虫 3,050 ３/18～６/13

自衛隊入浴施設 33,265 ３/21～７/20

民宿「海楽荘」 15,472 ４/８～６/30

フレアイランド尾崎岬 873 ４/15～６/10

YSセンター 1,707 ７/21～８/31

福祉の里センター 12,829 ３/21～８/12

計 75,641

１．罹災証明書の交付
①被害認定調査
　＜津波被害の調査対応＞
　津波被害については、３月12日から17日まで
初動の家屋被害調査を実施した。
　消防団や地区本部に行かなければならない職
員もいたが、市税務課職員は、内陸部の居住者
が多く、残っていた男性職員で、津波の浸水範
囲とともに、家屋の被害状況を全壊（全流失）
と半壊の２区分で判断し、家屋修正図等に記載
し、被害家屋棟数を把握した。
　車の通行が可能なところまでは乗り合わせで
移動し、後は徒歩で調査した。
　県からも、仮設住宅をどの程度設置する必要
があるかを把握するため、早々に被害家屋の棟
数報告を求められた。
　その後、市税務課職員は、避難所対応や入浴
支援、給水業務など他の業務を行うことにな
り、家屋被害調査や罹災証明書に係る業務は一
旦休止した。
　27日に内閣府の被害認定基準に係る説明会が
庁内で開催された。この説明会では、通常の被
害調査マニュアルで被害認定すると非常に時間
がかかることから、簡便な調査で、４区分（全
壊、大規模半壊、半壊、一部損壊）に認定する

❹ 罹災証明書等の交付

方法が示された。この調査方法を踏まえ、28日
から家屋被害認定の再調査を行った。

　＜地震被害の調査対応＞
　当初、市民の中には、地震被害が罹災証明書
の対象になることを知らなかった方もいたた
め、地震被害の調査件数は少なかったが、４月
下旬からは、多くなっていった。
　地震被害については、市職員が立ち合い調査
を実施した。被害調査は、内閣府のマニュアル
とチェックシートにより被害認定を行った。
　なお、調査にあたっては、全国の自治体職員
の支援を得ながら対応した。調査は、２人１組
（市職員と応援職員）を基本として、計３組で
対応した。最初の１カ月程度は休み無く対応が
必要であった。
　この業務は７月以降になると落ち着いた。

　＜認定結果に対する苦情＞
　地震調査の立ち合いは、市民への説明も含
め、１件当たり３時間かかる場合もあり、対応
時間は様々だった。特に、経年劣化なのか地震
被害なのか分かりにくいものもあり、判定に納
得してもらうのに時間を要する場合もあった。
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　また、岩手県建築士協会の応急危険度判定士
による基準や保険会社の支払基準など、それぞ
れ異なる基準で、同じ家屋を調査している場
合、罹災証明書の被害認定基準との違いを理解
してもらうことが困難であり、苦情に繋がっ
た。

　＜情報管理の方法＞
　市地理情報システムに被害家屋情報を入力
し、住所、現地調査の実施有無、４区分の認定
結果を登録管理した。

②罹災証明書の交付
　罹災証明書とは応急的・一時的に被災者の救
済を行うため、災害救助法による各種施策や市
税等の減免を実施するにあたって必要な家屋の
被害等について地方自治体が被害程度の証明を
行うものである。

　＜情報周知について＞
　罹災証明書を交付することについては、３月
27日の夕方に防災行政無線で放送するととも
に、おおふなとさいがいエフエム、広報大船渡
臨時号④（４月８日発行）でも周知を図った。

　＜対応体制＞
　３月20日頃までは市内の電話が通じなかった
が、電話復旧してからは、電話による問い合わ
せが多くなった。
　27日に内閣府の被害認定基準に係る説明会が
庁内で開催された際、併せて罹災証明書の発行

手続きについても説明があった。それを受け、
28日から他市に先駆けて交付することになった
が、被害認定家屋の再調査とも並行して行うこ
とになったため、人員が不足し対応に苦慮し
た。
　また、被災家屋の居住実態の確認にあたって
は、住民登録がない方については、賃貸契約書
や民生委員からの証明によって判断した。

　＜受付方法＞
　罹災証明書は、３月28日から市役所窓口で
交付の申請受付を開始し、証明書交付件数は、
累計で10,218件に及んだ（平成27年３月31日現
在）。
　窓口業務は、土曜・日曜も受け付けし、平日
のみの受付に戻したのは７月であった。当初か
ら窓口は混雑し、順番待ちの人で列があふれた
ため、その調整にも苦慮した。

図表　罹災証明書の発行概要

交付対象者

①家屋の所有者又はその家族
②罹災した貸家等の居住者（住民基本台帳
又は賃貸契約書等で居住実態が確認でき
る方）

証明手数料 無料

必要書類等 印鑑又は本人確認書類（運転免許証など）

そ　の　他

※被害認定は、全壊、大規模半壊、半壊、
一部損壊の４区分

※現地確認等のため、申請から証明書の交
付までに数週間を要する場合がある

※交付対象者以外の方が申請する場合は、
委任状が必要

２．高速道路無料化に関する被災証明書の交付
　６月８日に国土交通省が「被災者支援及び復
旧・復興支援のための東北地方の高速道路の無
料開放について」の記者発表を行った。それに
より、被災を証明する書面（被災証明書、り災
証明書等）の提示により東北地方を発着する高
速道路の無料開放が実施されることとなった。
　本市での交付期間は、平成23年６月22日から
平成24年３月30日までで、交付実績は7,451件

であった。
　被災証明書は、罹災証明書の交付が受けられ
ない方の申請が中心となった。対象者は、市内
に住所を有する方で、運転免許証等で確認し
た。また市外の方でも被災時に市内で勤務して
いたことが確認できれば対象とした。
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❺ 災害義援金・被災者支援等
　災害義援金については、公平で効果的に配分
するために大船渡市東日本大震災義援金配分委
員会を設置し、支給額を決定した。支援自治体
職員の協力のもと、４月27日から支給申請の受
付を開始し、５月19日からは国及び県から配分
された災害義援金の支給を開始した。対象者数

は約4,400件であった。また、市に寄せられた
災害義援金についても、配分委員会の決定によ
り、12月から対象者へ支給を開始した。
　なお、東日本大震災による被害を受けた方へ
の支援制度は、次の図表のとおりである。

図表　東日本大震災にかかる災害義援金・被災者支援等

災害義援金
（人的被害）

内容
災害により死亡された方の遺族及び行方不明者の親族に対して、義援金を支給するもの。
※日本赤十字社本社、中央共同募金会、岩手県災害義援金募集委員会、大船渡市に寄せられた義援金が対
象

対象 災害で死亡された方の遺族（被災時に住民登録又は外国人登録がある方）

災害義援金
（住家被害）

内容

災害により被災された住家の世帯主に対して、災害義援金を支給するもの。なお、１戸の住宅で住民登録
を別にする世帯が複数存在するときは、複数の世帯主に対して義援金を支給する。
※日本赤十字社本社、中央共同募金会、岩手県災害義援金募集委員会、大船渡市に寄せられた義援金が対
象

対象
災害により住宅が全壊・半壊した世帯の世帯主や半壊以上の被害を受けた福祉施設の入所者で被災時に住
民登録又は外国人登録があり、市からり災証明書等が得られる方

災害弔慰金
内容 災害により死亡された方の遺族に対して、災害弔慰金を支給するもの。

対象 災害で死亡された方の遺族（被災時に住民登録又は外国人登録がある方）

災 害 障 害
見 舞 金

内容 災害による負傷、疾病で精神又は身体に著しい障害が出た場合に、災害障害見舞金を支給するもの。

対象

災害により以下の障害の状態となっている方（被災時に住民登録又は外国人登録がある方）
　・両目が失明したもの。
　・そしゃく及び言語の機能を廃したもの。
　・神経系統機能又は精神に著しい障害を残し、常に介護を要するもの。
　・胸腹部臓器の機能に著しい障害を残し、常に介護を要するもの。
　・両上肢をひじ関節以上で失ったもの。
　・両上肢の用を全廃したもの。
　・両下肢をひざ関節以上で失ったもの。
　・両下肢の用を全廃したもの。
　・精神又は身体の障害が重複する場合でその程度が全各号と同程度以上と認められるもの。

被災者生活
再建支援金

内容
災害により居住する住宅が全壊するなど、生活基盤に著しい被害を受けた世帯に対して支援金を支給し、
生活の再建を支援するもの。

対象

市内に居住の世帯で、震災により住家が下記の状態となった世帯の世帯主が対象。
　・住宅が全壊した世帯
　・住宅が大規模半壊した世帯 
　・住宅が半壊し、住宅をやむを得ず解体した世帯 
　・敷地に被害が生じ、その住宅をやむを得ず解体した世帯
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災害
義援金
（国・県）

被災者生活再建支援金
災害弔慰金 災害障害見舞金

複数世帯 単身世帯
基礎 加算 基礎 加算 生計維持者 その他 生計維持者 その他

人的被害
死亡・行方不明 175.7 500 250
重度障害 250 125

住家
（施設）
被害

半　　壊 108.5
（59.1）

大規模
半壊

建設
108.5
（59.1） 50

200
37.5

150
補修 100 75
賃貸 50 37.5

全　壊
建設

175.7
（117.2） 100

200
75

150
補修 100 75
賃貸 50 37.5

※災害義援金欄の（　）は、被害を受けた社会福祉施設の入所者に対する支給額

区　　　　　　　　分 支　　　給　　　額

災害義援金

人的被害 死亡・行方不明 10.65

住家（施設）被害
大規模半壊・半壊 　　　 6.75（4.3）

全壊          10.65（7.7）

未成年者災害見舞金   58.8

重度障害者等災害見舞金   11.8

事業関係団体災害見舞金 被災会員事業所数、正組合員数等に基づき算定

※災害義援金欄の（　）は、被害を受けた社会福祉施設の入所者に対する支給額
※未成年者災害見舞金の支給対象は、震災により両親双方又は両親のいずれか一方を失った18歳未満の方
※重度障害者等災害見舞金の支給対象は、住家に半壊以上の被害があり、かつ、平成23年３月11日時点において重度障害者
　等が在宅していた世帯の世帯主（重度障害者等が施設に入所していた場合や、震災で亡くなられた場合は対象外）
※重度障害者等災害見舞金の支給額は、１人当たりの単価
※事業関係団体災害見舞金の支給対象は、大船渡商工会議所、市内５漁協、市農協

図表　災害義援金・被災者生活再建支援金の給付等（単位：万円）（平成27年３月末現在）

図表　市に直接寄せられた災害義援金の配分（単位：万円） （平成27年３月末現在）

被災者住宅
再建支援事
業補助金

内容
東日本大震災により自宅が全壊した被災世帯等に対して、大船渡市内での「持ち家」による住宅再建を支
援するもの。

対象

次の２つの要件を満たしている世帯の世帯主
１．平成23年東日本大震災津波により、その居住する住宅が全壊又は半壊解体して被災者生活再建支援金
の基礎支援金（複数世帯100万円、単数世帯75万円）を受給していること。

２．大船渡市内に自宅を建設又は購入して、被災者生活再建支援金の加算支援金の「建設・購入」（複数
世帯200万円、単数世帯150万円）を受給していること。

※平成23年3月31日以降、既に被災者住宅再建支援補助金を一度受給している世帯主も対象
※東日本大震災津波により浸水した地域に建設・購入した場合は、補助の対象とならない。
※他県で、その居住する住宅が全壊又は半壊解体して、被災者生活再建支援金の基礎支援金を受給した世
帯主も補助の対象となる。
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❼ 水道料金、下水道使用料等の減免及び納期延長
図表　水道料金、下水道使用料等の減免及び納期延長概要

対　　　象
上水道及び簡易水道料金、下水道及び漁業
集落排水施設の各使用料

減 免
・平成23年４月分（３月使用分）
・震災の影響で継続して断水となっている
家屋等（※使用再開時まで）

納期の延長
対象及び期
間

・平成23年３月分（２月使用分）
　納期限：４月５日→６月27日（口座振
替：６月16日）

・平成23年５月分（４月使用分）
　納期限：６月６日→７月19日（口座振
替：７月19日）

　上水道及び簡易水道料金、下水道及び漁業集
落排水施設の使用料について、次の図表のとお
り減免及び納期延長を行った。

❻ 生活資金の貸付申込み
　震災により世帯主が負傷した世帯及び住居・
家財に損害を受けた世帯に対する生活再建資金
の貸付を行った。
　貸付申込件数は、平成23年３月20日から平成
27年３月31日までで128件であった。

図表　東日本大震災にかかる生活再建のための貸付制度

災害援護資

金貸付金

内　容

災害により世帯主の方が負傷

した世帯や住居・家財に損害

を受けた世帯を支援するた

め、生活の再建のために必要

な資金を貸し付けるもの

対　象

以下のいずれかの被害を受け

た世帯の世帯主（被災により

世帯主が死亡した場合は、新

世帯主、所得制限あり）

・世帯主が災害により負傷し、

その療養に要する期間がお

おむね１カ月以上 

・家財の３分の１以上の損害

・住居の半壊又は全壊・流出

❽ 市民相談・苦情受付
①市民相談案内窓口
　３月18日頃から、車の廃車、金融機関の窓口
状況、被災・り災証明書などの問い合わせが多
くなり、担当課等への案内を行うため24日に市
民ホールに「市民相談案内窓口」を設置し、戸
籍関連窓口との切り分けを行い、来庁者への情
報提供、各課への案内を行った。これにより、

来庁された方を案内窓口で振り分けることがで
きるようになった。
　受付用に長テーブルを用意して、来庁者が戸
籍部門に直接行かないように配慮した。相談に
訪れる市民もどこに行ったらよいかわからない
状態であったので、職員がフロアに出て、どこ
に行けばよいかを案内した。
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②法律相談等の各種相談受付
　３月28日からは、各種相談対応として、第１
会議室で弁護士の法律相談、被災自動車の相
談、法務局の登記の相談などを受け付けた。
　被災自動車の相談には４日間で438人、登記
の相談に362人が訪れた。これ以外にも、弁護
士が個別に避難所で対応した。こうした対応
は、４、５月に岩手弁護士会から弁護士を派遣
してもらい計38回実施した。

③その他の相談及び苦情受付
　他市町村への移住及び一時避難の相談は市活
力推進課、各種要望は市企画調整課、住宅関係
の相談・苦情は市都市計画課がそれぞれ対応し
た。
　特に、住宅関係の苦情対応は早朝から夜間ま
で、休みなしの対応が１カ月程度続いた。朝か
ら晩まで電話が絶えることがなく、苦情対応で
体調を崩した職員も数名いた。
　苦情の内容は、入居した住宅設備に対するも
の、特に雇用促進住宅関係が多く、阪神淡路大
震災当時の標準仕様であったため防寒・結露に
対する要望、修繕依頼（追い焚き、網戸、壁
等）、支援物資の配分、配布した家電６点セッ
ト関係（メーカーの違い、製品の違い、配布の

遅れ等）、集会所の建設、駐車場（１戸１台分
しか用意しなかった）、大きい部屋への移転要
望等、多岐にわたった。家電設置の手伝いの要
望や支援物資の対応も差があるという苦情もあ
った。
　仮設住宅は、必ずしも以前住んでいた地域の
住宅に入れるとは限らないため、避難所によっ
てはかなり混乱したこともあった。
　優先的に入居することのできた高齢者や障が
い者のいる世帯は、家族の人数が多い傾向にあ
るため、大人数用の部屋が先に埋まってしま
い、80歳代の２人世帯は入居できたが、90歳代
の高齢者がいる世帯が入居できないというよう
なこともあり、苦情の一因になった。
　応急仮設住宅やみなし仮設住宅の入居者につ
いては、家電製品や生活物品の提供をはじめ
様々な支援が受けられたが、同じ被災者でも、
応急修理住宅等の自力再建者等については、限
られた支援しか受けられず、応急仮設住宅入居
者等と比べるとかなりの差があるとの苦情の声
も多かった。
　住宅関係の苦情対応のためのコールセンター
を県が６月下旬に設置したが、入居者に認知さ
れるまで対応に苦慮した。

■事実経過
H23/３/11 ～ 8/26 東日本大震災による被害状況等についての記者会見を実施（計102回実施）
３/11 ～３月末
（以降、随時） 市内の被災状況について、デジタルカメラなどで撮影

３/15 ～４/１ 各避難所にライフライン復旧状況等をお知らせする文書を配布（計12回実施）
３/18 ～５/20頃 携帯電話を使った、主に市外向けのツイッターによる情報発信（計200回程度）

３/28 総務省東北総合通信局に臨時災害放送局免許申請（口頭）、免許取得
３/31 臨時災害放送局おおふなとさいがいエフエム放送開始
４/８ おおふなとさいがいエフエムを陸前高田市へ放送開始

４/２～５/18 広報大船渡臨時号を避難所ごとに掲示する方式で発行
６月中旬 独立行政法人防災科学技術研究所と共同で震災に関する津波被害写真等を収集

❾ 広報

１．記者会見
　発災直後は情報等の収集が困難であったこと
から、新たな被害状況や応急対策内容が主であ

ったが、できるだけ情報を発信すべく、多くの
会見を開いた。原則的に、市災害対策本部員会
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図表　記者会見での提供情報（主な項目）（当日～８月末まで）
日程 記者会見内容 対応部署
３/11～毎回 東日本大震災による被害状況等について 防災管理室
４/５ 大船渡市応急仮設住宅入居要領について 防災管理室
４/20 災害復興基本方針について 防災管理室
５/９ 第１回大船渡市災害復興計画策定委員会次第について 防災管理室
５/11 応急仮設住宅（民間賃貸住宅借り上げ）入居要領について 防災管理室
５/18 東日本大震災に係る自主的災害等廃棄物処理事業の取扱い運用基準について 建設課

５/20
第１回大船渡市災害復興計画策定委員会専門部会の開催について 災害復興局
復興計画策定に向けた市民ワークショップ参加者の募集について 災害復興局
東日本大震災により被災した自動車の引き渡し及び処理について 建設課

５/25 災害廃棄物処理の考え方について 建設課

６/１ 復興に向けた地区懇談会の開催について 災害復興局
大船渡市立図書館の開館について 図書館

６/６ 市議会第２回定例会について 総務課

６/10 太平洋セメント㈱大船渡工場におけるがれき等の焼却処分の開始について 建設課
大船渡市役所三陸支所（仮設）の設置及び一部業務開始について 三陸支所

７/８ 漁業就業支援フェア（大船渡会場）の開催について 水産課

７/15
「自衛隊帰隊にあたってのセレモニー」の開催について 防災管理室
主要地方道大船渡綾里三陸線の小石浜～白浜間の道路整備について 建設課
緊急消防援助隊車両「支援車Ⅰ型」の配備について 大船渡地区消防組合

７/22 客船「飛鳥Ⅱ」の入港について 港湾経済課
東日本大震災の被災事業者のための仮設施設整備事業の着手について 商工観光物産課

７/29
放射線量測定の実施について 市民生活環境課
小型船贈呈式の開催について 水産課
東日本大震災を契機にした児童生徒交流について 学校教育課

８/３ 皇太子同妃両殿下行啓御日程について 企画調整課
８/12 伊東市社会福祉協議会による「東日本大震災早期復興祈念植樹」の実施について 農林課

８/19

第２回復興に向けた地区懇談会の開催について 災害復興局
「大船渡市こども復興会議」の参加者の募集について 災害復興局
大船渡市災害復旧路線バスの有料化の実施について 商工観光物産課
「大船渡復興さんま直送便」について 商工観光物産課

８/26 大船渡市災害対策本部の廃止について 防災管理室

２．広報紙等による情報提供
　３月15日から４月１日にかけて土日祝日を除
くほぼ毎日、市災害対策本部で広報を作成し、
避難所に配布した。内容はライフラインの復旧
状況等の生活関係情報が中心で、計12回配布し
た。
　その後、本市で発行している「広報おおふな
と」を通じて、市民に対する情報提供を行っ
た。４月２日から５月18日まで、広報おおふな
と臨時号を避難所ごとに掲示する方式（Ａ３
版）で発行した。臨時号１から19までは、おお
むね１日おきに発行した。避難所への配布は、
当初は郵便局員がボランティアで行い、後に自

衛隊が搬送した。
　５月20日号から、震災以前と同様の月２回発
行（原則５日・20日）した。各所への搬送方法
は、行政連絡員へは市総務課が、一時避難先へ
の郵送は市秘書広聴課が、避難所へは自衛隊
が、応急仮設住宅へは市都市計画課・市秘書広
聴課がそれぞれ対応した。
　８月５日号からは、行政連絡員への市職員に
よる使送が再開した。
　３月18日から主に市外向けに、携帯電話を用
いてツイッターによる情報発信を行った。５月
20日頃まで、計200回以上発信した。

議により情報等を取りまとめ、その結果を基に
会見を開催した。
　併せて、報道等から数多くの取材があり、で
きる限りの対応を行った。

　また、４月以降は、復興計画の策定委員会や
地区懇談会の状況、応急仮設住宅や災害廃棄物
処理など定期的に復興関連の情報提供を行っ
た。
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３．おおふなとさいがいエフエム放送による情報提供
　３月22日に奥州エフエム放送株式会社（以
下、奥州エフエム）からの提案により、FM局
を開設した。開設にあたって、総務省への申請
手続きや機材の提供等は奥州エフエムの支援の
もと、28日に臨時災害放送局の免許を取得し、
31日から放送を開始した。
　送信所アンテナは、今出山避難小屋に設置し
た（山頂は電波干渉により設置不可）。電源は、
当初は陸上自衛隊の発電機を借用したが、５月
12日に東北電力からの通電が完了した。
　放送内容は、市災害対策本部からの情報、ラ
イフライン情報、記者会見・広報等の情報、各
種団体等からの店舗再開・各種行事・生活情報
等、大船渡市のニュース、天気予報等の生活に
密着したもので、市民への周知の効果は大きか
った。
　アナウンサーなどは、当初は市内ボランティ
アに対応してもらったが、後に重点分野雇用創
出事業により、臨時職員を４名採用した。
　４月８日から陸前高田市向けの放送も開始し
た。８日当日は前日に大きな余震があり停電し
ていたが、陸上自衛隊の発電機により、放送が
可能となった。大船渡市向けは78.5メガヘルツ、
陸前高田市向けは80.5メガヘルツで、一つの
FM局で異なる周波数による複数地域向けの放
送は全国的にもめずらしいとのことであった。
12月10日には陸前高田災害FMが正式に立ち上
がった。
　平成25年３月30日におおふなとさいがいエフ
エムを閉局し、平成25年４月５日にはNPO法
人防災・市民メディア推進協議会によりコミュ
ニティFM局「FMねまらいん」が開局された。
このFM局は、市が設備を貸与する公設民営方
式で運営されており、インターネットによる放
送（サイマルラジオ）も行っている。

図表　おおふなとさいがいエフエムの概要
周 波 数 78.5ﾒｶﾞﾍﾙﾂ

放 送 日 毎日

放送時間
午前８時～､ 午前11時～､ 午後２時～､ 午後
５時～（おおむね２時間程度）

放送内容

・市災害対策本部からの情報
・ライフライン情報（電気･水道･通信・生活
物資･交通･医療福祉・その他）
・記者会見・広報等の情報
・各種団体等からの情報（店舗再開・各種行
事・生活情報等）
・大船渡市のニュース・天気予報

そ の 他

・ニュースは報道元から使用許可済
・天気予報は、日本気象協会東北支局からの
ファックスにより受信（８月末まで）

〈４月８日から〉

周 波 数 78.5ﾒｶﾞﾍﾙﾂ（大船渡市）､ 80.5ﾒｶﾞﾍﾙﾂ（陸前高
田市）

放送内容 大船渡市の放送内容に同じ

そ の 他 陸前高田市の情報（広報や放送原稿）は､ フ
ァックスで受信

〈８月１日から〉

放送時間
月～金曜日:午前９時､ 正午､ 午後３時～､ 土
曜日:午前９時～（おおむね２時間程度､ 日曜
祝日を除く）

図表　おおふなとさいがいエフエム設置の経緯
日　付 内　　　　　容

３/22 奥州エフエムが臨時災害放送局の開局について市に提案

３/28

総務省東北総合通信局に臨時災害放送
局免許申請（口頭）、免許取得
免許期間：平成23年３月28日から２カ
月

３/31 臨時災害放送局おおふなとさいがいエフエム放送開始

４/７ 陸前高田市分の臨時災害放送局免許申
請（口頭）、免許取得

４/８ 陸前高田市へ放送開始
５月中旬 免許期間を平成24年３月末まで延長

12/９ 陸前高田市の臨時災害放送局開局に伴
い、同市内向け送信所を廃止

Ｈ24/２月下旬 免許期間を平成25年３月31日まで延長
Ｈ25/３/30 おおふなとさいがいエフエム閉局
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■事実経過
H23/3/11 市内全域で停電が発生
３/12 ライフラインに関する業者の連絡手段等を確認。
３/26 NTT東日本及び東北電力と協議。（電柱の設置は、復旧のスピードを上げるため、両者で分担して建柱後、共

架して使用することで合意）
４/７ 余震の影響で市内全域で停電が発生
４/25 電力が、被災地域等の一部を除き復旧。
６/10 東北電力に対して、市長名で早期電力復旧の要望書を提出。

１．被害状況
　地震直後、市内全域で停電となった。
　電力の供給に関しては市商工観光物産課が窓
口となって、東北電力との協議を行うととも
に、市民や避難所からの問い合わせに対応し
た。特に、東北電力㈱大船渡営業所は、津波に
より営業所が被災したが、拠点を変電所に移
し、締結している災害電力復旧協定に基づき、
東北電力と市商工観光物産課、市防災管理室で
連携しながら、電力の復旧工事箇所の順番や電
源車の配置・移動等について決定し、県立大船
渡病院や水道施設、避難所等の電力の確保に努

めた。当初は電話が使用できない状況であった
ため、東北電力の社員が直接来庁し、連絡調整
を行った。
　また、民間企業の支援により、電源車及び発
電用の燃料を提供され、通電していない避難場
所に配置して対応した。
　復旧状況等については、東北電力からの報告
を受けて地図上に記載して、市災害対策本部な
どに貼り出し、常に状況の更新を図り、市民へ
の周知に努めた。

第５章　ライフライン

❶ 電　力

２．復旧への対応
　３月12日から１週間は、発電機・投光器・ス
トーブ等をリース会社より調達し、消防団や避
難所等に搬送した。
　本庁舎は、自家発電により、市災害対策本部
のある２階の一部分だけの電力は賄うことがで
きた。12日の夜には電源車が入り、13日の夜に
は電気が復旧して、コピー機等が使用できるよ
うになった。
　発災後１週間から１カ月の間は、避難所に発
電機や電源車を配備した。
　電力の復旧経過は、次の図表のとおりであ
る。

図表　電力の復旧経過
日　付 復　旧　範　囲

H23/３/13 夕方、盛町の一部まで送電

３/15 猪川町、立根町、日頃市町の一部まで送電

３/20 大船渡町山側、船河原、上三区、越喜来・
横石・大野の国道45号より上まで送電

３/22 千歳まで送電

３/24 漁村センターまで送電

３/26 通電行政区数割合51.7％

３/27 通電行政区数割合54.5％

３/31 通電行政区数割合57.9％

４/11 通電行政区数割合72.4％

４/21 通電行政区数割合77.2％

４/25 被災地域等の一部を除き復旧
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■事実経過

水　　道 簡易水道

H23/３/11 浄水場等の被災及び停電のため、給水区域全域で断水 浄水場等の被災及び停電のため、給水区域全域で断水

３/12 県立大船渡病院への給水を再開。配水管通水作業及び
漏水修理を随時進め、漏水のないところから開栓を行
い、部分的に通水を再開。

根白、本郷：発電機を調達して電力を確保。配水池へ
の送水を実施し、被災地域等の一部を除いた全域で通
水を開始。

３/13 ～４/５ 越喜来：発電機を調達して電力を確保。配水池への送
水を実施。被災地域等の一部を除いた全域の通水は４
/５まで。

３/16 猪川町、立根町、日頃市町の給水区域が復旧。

３/17 第一浄水場：橋付近の配水管破損チェック。（商人橋、
田中橋、桜橋）

３/19 ～３/21 第二浄水場：３/19に第二水源、第三水源ポンプ揚水
して排水、塩素調整。３/20に水源の水替えを行った
後、運転を再開。３/21に部分的に給水を開始。

３/20 ～３/23 甫嶺、小石浜、砂子浜：発電機を調達して電力を確
保。ろ過ユニットの稼働及びポンプによる配水池への
送水を開始。３/23に浸水地を除いた全域で通水を完
了。

３/22 第一浄水場：復電後、大船渡第一配水系に給水及び丸
森配水池への送水確認を開始。
上水道給水開始（おおむね、盛町、赤崎町の一部、猪
川町、立根町、日頃市町）※漏水の有無を確認しなが
ら配水。漏水箇所では、一時断水、その後随時給水範
囲を拡大

３/31 札幌市職員による給水活動補助、配水管通水作業及び
止水栓閉栓作業支援（６/５まで）

４/４ 盛岡市上下水道局へ応急仮工事及び漏水調査実施を依頼

４/６～５/６ 綾里：通電によりろ過ユニット稼働、ポンプによる配
水池への送水を開始。４/８に被災地域等の一部及び
田浜地区を除く全域で通水を開始。田浜地区は、田浜
ポンプ場の仮復旧により５/６に通水を完了。

４/７～４/８ 余震による停電対応のため、第三浄水場発電機、第二
浄水場、長洞ポンプ場エンジンポンプへの燃料補給

４/９ 盛岡市に依頼の赤崎町跡浜及び山口地内の仮設配管工
事着手（４/21、４/23完成）

４/16 メーター検針及び被災調査

４/23 赤崎町後ノ入地区に太陽光発電による災害時用給水装
置を設置

４/25 地ノ森応急仮設（大船渡市内第１号）73戸の給水装置
完成検査対応

４月末 応急仮設住宅入居者への給水開始に伴う水道異動届の受付対応

5/27 被災地域等の一部を除き市内全域の給水区域が復旧

６/13 市内のポンプ場すべて自動運転開始（手動運転終了）

７/19 八戸圏域水道企業団に水道施設復旧対策支援依頼
（H24/3/31まで）

７/26 上水道区域内の応急仮設住宅給水検査終了（計1,494
戸）

７/27 八戸圏域水道企業団と復旧支援について打合せ

❷ 水　道
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１．被害状況
①水道事業所管内
　水道事業所管轄の浄水場は、第一浄水場、第
二浄水場、第三浄水場の３カ所ある。浄水場か
ら一旦配水池に送水して配水池に貯水した上
で、配水池から各家庭に送水されるが、浄水場
から配水池に送水するための送水ポンプが停電
により稼動できない状況となり、また、地震及
び津波により配水管が破損したため、給水区域
全域で断水となった。
　市水道事業所職員が発災当日から施設確認を
実施したが、市内全域が停電し、計装設備が停
止したこと及び道路のがれきにより施設の現況
確認ができなかったことから、被害状況の把握
は難航した。各浄水場の状況は、次のとおりで
あった。
・第一浄水場は停電のみで、施設の被害はなか
った。
・第二浄水場はポンプ用モーターが浸水した。
送水ポンプは、３台のポンプがある系列と２
台のポンプがある系列がある。３台のポンプ
がある系列の１台がエンジンポンプ（発電機
付ポンプ）で、これは壊れていなかったが、
２系列の全てのポンプ用モーターは水に浸か
り絶縁不良となっていた。
・第三浄水場は被災していなかったため、発電
機へ燃料補給して電力を確保し、４号送水ポ

ンプを稼動させて３月11日に中井配水池に送
水した。ただし、第三浄水場の４号送水ポン
プの能力が小さいため、配水池の貯水に時間
を要した。
　なお、橋梁添架管は、佐野橋他３橋で流出、
破損があり、川口橋では橋梁桁下で発生した船
舶火災により管路が損傷した。また、埋設して
いる水道管は耐震管ではなかったが、浸水区域
で10カ所程度の破損があったものの重大な破損
は確認されなかった。

②簡易水道事業所管内
　簡易水道事業は、根白、本郷、越喜来、甫
嶺、小石浜、砂子浜、綾里の７カ所がある。津
波による浄水場の浸水被害はなかったが、三陸
支所内にある浄水場のテレメーター監視システ
ムや三陸町綾里にある田浜ポンプ場が浸水被害
を受けた。このほか、地震による配水管の破損
や停電により浄水場から配水池への送水及び膜
ろ過方式による浄水処理（甫嶺、小石浜、砂子
浜、綾里）ができなくなったため、給水区域全
域で断水となった。
　震災翌日からは、職員による施設の被害調査
を実施するとともに、被災箇所付近の簡易水道
の配水管の閉栓作業を実施した

２．復旧への対応
①水道事業所管内施設の復旧
　発災直後は市内全域で断水したため、まず配
水管の閉栓を行い、漏水により配水池の水が流
出しないようにした。
　施設の復旧にあたっては、広域基幹病院であ
る県立大船渡病院への給水を最優先して復旧作
業を進めた。第三浄水場から大船渡第二配水池
に送水して水を貯め、３月12日午前中には県立
大船渡病院への給水を再開した。
　各浄水場関係施設の復旧状況は、次のとおり
である。

・第一浄水場は、３月12日午後に滅菌のポンプ
を動かすために発電機を持っていったが、大
船渡第一配水池が空になっていたため使用し
なかった。18日に第三浄水場から大船渡第二
配水池を経由して大船渡第一配水池に送水し
て水位が下がらないかの確認を行った。22日
に復電後、丸森配水池へポンプを手動運転に
切り替えて送水を再開した。
・第二浄水場は、浸水したが使用可能なエンジ
ンポンプに燃料を入れて動かした。２系列の
全てのポンプ用モーターは絶縁不良のため動
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図表　簡易水道の通水状況
名　称 通水状況

根白簡易水道
本郷簡易水道

３/12に発電機（リース）にて対応
し、浸水区域を除き通水完了

越喜来簡易水道 ３/13に発電機（リース）対応し一部
ずつ通水を行ってきたが、４/５には
浸水区域を除きほぼ全域で通水完了

甫嶺簡易水道
小石浜簡易水道
砂子浜簡易水道

３/12停電のためユニット停止した
が、３/20には発電機（リース）の手
配が付き送水開始、３/23には浸水区
域を除きほぼ全域で通水完了

綾里簡易水道 ３/12停電のためユニット停止した
が、４/６に発電機及び通電により送
水開始し、４/８には浸水区域を除き
ほぼ全域で通水完了（田浜地区を除
く）、５/６に田浜ポンプ場仮復旧に
より通水完了

かせず、業者に修理を依頼した。３月19日に
第二水源、第三水源のポンプ揚水して排水、
塩素調整し、20日に水源の水替えを行った
後、運転を再開し、21日に部分的に給水を開
始した。
　配水管通水作業及び漏水修理については、12
日から随時進め、漏水のないところから開栓を
行い、部分的に通水を再開した。16日に猪川
町、立根町、日頃市町等の被災していない地域
が復旧した。17日に第一浄水場付近の橋梁添架
管の破損チェック、３月中旬から徐々に通水地
域を広めていき、５月27日には被災地域等を除
き市内全域で通水を完了した。
　施設の復旧にあたっては、被災していない水
道工事業者の協力を得ながら、漏水箇所の修繕
が進んだ。また、日本水道協会（以下「日水

協」という。）岩手県支部の協力を得て、赤崎
地区の幹線配水管の復旧を行った。
　給水管の止水栓を閉栓する箇所特定のための
金属探知機が不足していたが、相模原市の支援
により補充された。
　水道施設の運転は電気の復旧が不可欠である
ことから、東北電力と連絡を取り合いながら、
水道施設のある地域を優先して、通電作業を進
めた。東北電力との間で状況確認を密にし、通
電区域の拡大に伴い、給水区域も拡大すること
ができた。

②簡易水道事業所管内施設の復旧
　発災直後は市内全域で断水したため、まず配
水管閉栓を行い、漏水により配水池の水が流出
しないようにした。
　震災当日から簡易水道施設の被害状況調査を
実施した。３月13日から各簡易水道の配水管通
水作業及び漏水修理を行い、発電機等による仮
復旧を図るなどして、徐々に通水を行った。通
水完了後も、漏水修理や被災宅の給水管止水作
業を続けた。
　各浄水場関係施設の復旧状況は、次のとおり
である。
・根白、本郷は、３月12日に発電機を調達して
電力を確保して配水池への送水を実施し、浸

図表　水道の通水状況
日　付 復　旧　範　囲

H23/３/12 午前中に県立大船渡病院へ給水再開。炊き
出し用の応急給水分を第三浄水場から確保

３/21 上水道給水開始（おおむね、盛町、赤崎町
の一部、猪川町、立根町、日頃市町）

３/23 盛町、猪川町、立根町の一部、県立大船渡
病院周辺、上三区、長安寺まで通水

３/25 県立大船渡病院付近から大船渡地区公民館
の山手まで通水

３/26 地ノ森まで通水

３/28 大船渡変電所から旧県立大船渡病院跡地ま
で通水

３/31 加茂神社から丸森まで通水

４/２ 船河原まで通水

４/７ 峯岸まで通水

４/13 細浦まで通水

４/14 中野地区一部配水

４/17 梅神まで通水

４/20 下蛸ノ浦から長崎・外口まで通水

４/21 梅神ポンプ場から海側へ配水

４/22 南笹崎から丸森の国道45号より上まで通水

４/25 南笹崎から丸森の線路より上まで通水

４/27 門ノ浜・中井から山根、三十刈、永浜・大
立まで通水

４/30 碁石の一部通水、５月２日から配水

５/２ 清水まで通水

５/23 後ノ入、蛸ノ浦まで通水

５/27 被災地域等一部を除き通水
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水地を除いた全域で通水を完了した。
・越喜来は、３月13日に発電機を調達して電力
を確保し配水池への送水を実施したが、浸水
地を除いた全域の通水は４月５日まで要し
た。
・甫嶺、小石浜、砂子浜は、３月20日に発電機
を業者からリース調達して電力を確保し、ろ
過ユニットの稼働及びポンプによる配水池へ
の送水を開始し、23日に浸水区域を除いた全
域で通水を完了した。

・綾里のろ過ユニットを稼働させるための高圧
電源（66,000V）の確保のため、東北電力に
電源車を依頼したが、東北電力には５台程度
しか電源車がなく、手配は不調に終わった。
４月６日の通電によりろ過ユニットの稼働及
びポンプによる配水池への送水を開始し、８
日に浸水区域及び田浜地区を除く全域で通水
を完了した。田浜地区は、田浜ポンプ場の仮
復旧により５月６日に通水を完了した。

３．応急給水活動
■事実経過

H23/３/11 浄水場での応急給水準備
３/12 炊き出し用の応急給水活動を実施（市保健福祉課）。第三浄水場から水を確保
３/13 日水協に岩手県支部を通じて応急給水依頼

３/13 ～５/27 自衛隊による給水活動の実施〈自衛隊給水車を受入れ（第三浄水場から補給）〉
３/13 ～６/10 市水道事業所の応急給水活動の必要箇所の調査、応急給水活動の実施〈３/13 ～３/31は市水道事業所職員に

よる応急給水活動補助（第三浄水場にて）〉
３/14 ～３/30 日水協中部支部（松本市、鯖江市、越前市）による応急給水活動開始
３/17 ～５/17 日水協関西支部による応急給水活動の実施
３/17 ～５/29 銀河連邦（肝付町）による応急給水活動の実施

３/31 大仙市から給水車借用
４/１ 自衛隊風呂給水開始

５/８～５/30 日水協岩手県支部（盛岡市、滝沢村、花巻市、奥州市、一関市）による応急給水活動の実施
５月末頃 船舶（海の清掃船や高田気仙大橋仮設工事船等）に対する給水を実施

①応急給水活動の経緯
　浄水場では、震災当日に応急給水準備を実施
し、震災の翌日から給水車等により応急給水活
動を実施した。
　震災当日から12日までの給水は、食料担当
（市保健福祉課）が独自に応急給水を実施した。
　12日に自衛隊から給水車２台配置可能との連
絡を受け、給水担当（市水道事業所）及び食料
担当（市保健福祉課）と調整・協議し、配置場
所を決定した。13日に、自衛隊給水車２台によ
る応急給水活動を開始した。２台を一括運用
し、１カ所おおむね１時間を目途に、立根小学
校、盛小学校、猪川小学校、吉浜地区拠点セン
ター、旧花菱縫製三陸工場、大船渡北小学校、
大船渡地区公民館、大船渡中学校、大船渡高校
の順番で給水活動を実施した。

　また、13日から、市水道事業所の給水車２台
（トラックに１tタンクを積んだもの）により、
小学校単位に応急給水活動を開始した（６月10
日まで）。
　14日には、自衛隊給水車が７台（うち２台は
炊事車用）に増強された。さらに、日水協中部
支部（３月30日まで）からの給水支援（市水道
事業所管轄・巡回給水）も始まった。自衛隊給
水車は狭い道には入れないため、避難所固定の
給水車とした。給水箇所は、立根小学校（炊事
車）、猪川小学校（炊事車）、旧花菱縫製三陸工
場、大船渡地区公民館、大船渡中学校、ふるさ
とセンター、市役所前であった。
　15日から18日までは、自衛隊給水車による固
定給水のほか、市水道事業所（日水協含む。）
による巡回給水を実施した。自衛隊給水箇所
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４．水道関係事務対応
　発災１週間後から、家屋全壊被災者の水道異
動届等への対応を開始した。
　また、この頃から金融機関の再開に伴い、支

払い業務に対応した。発災から１カ月～３カ月
は、断水解消区域の調査を実施した。

は、立根小学校（炊事車）、猪川小学校（炊事
車）、旧花菱縫製三陸工場、大船渡地区公民館、
大船渡中学校、ふるさとセンター、市役所前、
県合同庁舎前であった。
　17日から、銀河連邦（５月29日まで）及び日
水協関西支部（５月17日まで）による応急給水
活動を開始した。日水協関西支部は、給水の指
揮系統を全て行った。
　19日から23日まで、炊事車配置箇所を立根小
学校に集約した。旧花菱縫製三陸工場への給水
は、地区内避難所から持ち寄ったポリタンクへ
の補給給水に切り替えた。自衛隊給水箇所は、
立根小学校×２（炊事車）、旧花菱縫製三陸工
場（補給給水のみ）、大船渡地区公民館、大船
渡中学校、ふるさとセンター、市役所前、県合
同庁舎前であった。
　20日から、自衛隊入浴支援のため赤沢雇用促
進住宅前市道消火栓を給水箇所に選定し、市税
務課が給水管理を行った。
　24日に、上水道一部給水開始に伴い、自衛隊
給水車配置箇所を変更した。自衛隊給水箇所
は、立根小学校（炊事車）、旧花菱縫製三陸工
場（補給給水のみ）、大船渡地区公民館、大船
渡中学校、ふるさとセンター、市役所前、おさ
かなセンターである。
　これ以降、水道の給水再開に伴い、自衛隊給
水車の配置箇所を随時変更した。前述以外の配
置箇所は、総合福祉センター（炊事車）、下船
渡駅裏、末崎町中井地内、大田団地、盛雇用促
進住宅、碁石海岸駐車場、蛸ノ浦小学校下であ
る。
　５月８日からは、応急給水活動が日水協関西

支部から日水協岩手県支部に引き継がれ、５月
30日まで行われた。自衛隊の給水活動は、５月
27日まで行われた。

②応急給水活動の実施内容
　応急給水活動は、給水活動ができる場所が限
られており、また、渋滞で給水場所への到着時
間が変わるなどすることから、給水場所や時間
の通知は特に行わず、給水車からの放送などに
より周知しながら行った。時間があれば給水活
動の途中で市民に求められて給水を行うことも
あった。大まかな給水コースを決めて、夕方に
応急給水隊の報告を受けて翌日の詳細な給水コ
ース及び台数を話し合い決定した。給水車の入
ることのできない地域や、水を運搬できない高
齢者世帯へも給水を行った。
　また、日水協関西支部から派遣された一部の
事業体が給水袋を持参し、給水袋に水を入れて
配布した。
　市民が持参する給水容器は、当初はペットボ
トル程度で主に飲料水であったが、徐々に給水
袋やポリ容器となり、飲料水だけでなく生活用
水（炊事、洗濯用）が必要となってきた。１人
当たりの給水量の制限は設けなかったが、地域
によっては自発的に１人当たりの制限をしたと
ころもあった。
　断水期間が長引くにつれ、給水活動に使用す
る車両の燃料の入手が困難な時期があった。
　臨時的に、学校行事（卒業・入学式等）を把
握し、時期に合わせて受水槽への給水や、船舶
給水も行った。



129

第
５
章
　
ラ
イ
フ
ラ
イ
ン

■事実経過

H23/３/11 災害発生により、大船渡浄化センター機能停止。漁業集落排水施設が被災
３/12 災害用トイレを設置

３/13 ～３/15 大船渡浄化センターまでの盛川右岸線のがれき撤去作業を開始
３/14 田中島グラウンドの掘削作業終了。市内各避難所等からのし尿汲取りなどの対応
３/14 避難所の下水管渠の被害状況調査の実施
３/16 幹線管渠の被害状況調査実施。

大船渡浄化センターの１次被害調査実施。沈殿処理の計画策定
３/17 大船渡浄化センターにて日本下水道事業団と今後の被害調査についての打ち合わせを実施。沈殿処理に向け、

大船渡浄化センター施設内のがれき撤去作業開始。管渠被害状況調査開始
３/18 ～３/26 沈殿処理に向けてのがれき撤去作業。沈殿処理に向けての準備作業（機材調達、仮設配管等）

３/19 下水道施設が使用可能なことから、災害用トイレを撤去
３/20 茶屋前岸壁に近い幹線マンホールの一部を取壊し、排水側溝を使用し都市下水路に汚水を放流
３/26 ポンプ棟ポンプの稼動（下水管内の海水の汲み上げ）
３/27 沈殿処理開始
３/29 国土交通省下水道部被害状況調査のため来庁。管渠のテレビカメラ調査及び管渠内清掃作業のための作業範

囲調査
３/30 ～４/８ 主要な枝線管渠、幹線管渠のテレビカメラ調査及び清掃作業開始（日本下水道管路管理業協会に委託）
３/29 ～６月末 枝線管渠の被害状況調査。浸水区域での満潮時における進入水の止水作業。大船渡浄化センターのがれき撤

去作業
４/20 日本下水道事業団との災害査定に向けた処理場被害調査打ち合わせ（被害調査、査定設計書作成業務を事業

団に委託）
４/27 日本下水道事業団による処理場被害調査実施

４/27 ～６月末 都市下水路被災調査。公共汚水桝被害状況調査

１．被害状況
　汚水処理施設の被害状況は、次の図表のとお
りであった。
　発災直後は、下水道施設は津波の浸水により
大船渡浄化センターが機能停止した。このた
め、災害用トイレ等を避難所に設置する準備及
び下水道施設の被害調査の計画策定等を行っ
た。その上で、３月14日から下水道施設の被害
状況調査を行った。

❸ 下水道

図表　汚水処理施設の普及状況
公共下水道 ・供用開始区域における浸水面積供

　用区域面積354.5ha
　浸水面積    232.0ha
　浸水面積割合65.4％
・供用開始区域における浸水世帯
　水洗化世帯3,069戸
　浸水戸数割合37.8％
・管渠の被害状況
　路線延長85,223m
　浸水延長48,833m
　浸水延長割合57.3％
・大船渡浄化センター被害状況
　管理棟２階フロアまで浸水
　電気、機械設備は全て使用不能

漁業集落排水施設 市内５カ所（千歳地区、根白地区、
小石浜地区、砂子浜地区、蛸ノ浦地
区）
砂子浜処理場を除く４地区の処理場
及びマンホールポンプ施設は津波に
より全て使用不能被災した大船渡浄化センター
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２．公共下水道の復旧への対応
①応急復旧
　下水道の役割は、①住民のトイレ使用や生活
排水の処理、②都市内衛生環境の確保、③公共
用水域の水質保全などがあるが、今回のような
未曾有の被害を受けた非常時では優先順序を決
めて、できることから実施していかなければな
らない。今回は①を最優先に考えて対応を行っ
た。
　発災の翌日に災害用トイレを加茂公園に２
基、大船渡北小学校に２基、盛小学校に１基、
リアスホールに１基設置した。３月19日には下
水道施設は使用可能なことから、災害用トイレ
を撤去した。

②大船渡浄化センターの復旧
　大船渡浄化センターまでの道路（盛川右岸
線）ががれきにより通行できない状況となって
いたことから、まずがれきの撤去を行い、車両
の通行確保を図った。
　今回の地震においては、平成15年の三陸南地
震の経験を生かし、下水管渠の流下機能は確保
されていると想定し、調査及び大船渡浄化セン
ターの池施設を利用した沈殿処理への準備を以
下のとおり早急に進めた。（※沈殿処理:水処理
施設の池を利用し、固形物を沈殿させ、上水を
固形塩素で消毒し放水する処理方式）
・約85kmある下水管渠のうち、避難所、病院
に直結している管渠について、浸水区域まで
の区間を優先的に調査をし、管渠やマンホー
ル内に汚水の滞留がなく流れていることを確
認。
・次に浸水区域内の幹線管渠のマンホールにポ
ンプを入れて排水し、その排水の色と臭いで
幹線管渠に流下機能があることを確認。
・海に近い幹線管渠のマンホールの一部を取壊
し、都市下水路を通じて海に応急放流。（汚
水の拡散防止にオイルフェンスを設置）
・大船渡浄化センターの被災状態を調査。（機
械・電気施設が壊滅し、処理機能が停止して
いたが、管理棟及び処理池等のRC構造物は

目視による調査ではクラック等は見られず、
処理池を使用した沈殿処理が可能であること
を確認）
・ポンプ棟の主ポンプのケーブルの絶縁抵抗を
調べ、ポンプが稼働することを確認。（発電
機の設置によりポンプ稼働が可能となる）
・池施設内のがれき等の除去作業。（建設機械
をレンタルし、職員、維持管理業者で作業）
・ポンプ棟から初沈池に流入する汚水を、仮設
配管で反応槽へ送水。
・反応槽と最終沈殿池を使用した沈殿処理開
始。
・日本下水道事業団との復旧についての打合せ
及び災害査定への協定の実施。
・日本下水道管路管理業協会との打合せ及び調
査修繕工事の実施。
・満潮時や雨天時に浸水区域からの下水管に流
入する海水を止水する作業の実施。
　日本下水道事業団と今後の被害調査について
の打合せを行い、沈殿処理に向けての大船渡浄
化センター施設内のがれき撤去作業及び機材調
達、仮設配管等の準備作業を開始した。沈殿処
理ができるまでの間は、茶屋前岸壁に近い幹線
マンホールの一部を取壊し、排水側溝を使用し
て都市下水路に汚水を放流した（汚水の拡散防
止にオイルフェンスを設置）。
　３月26日にポンプ棟ポンプの稼働（下水管内
の海水の汲み上げ）、27日に沈殿処理を開始し
た（下水道は使用制限をかけることなく供用を
図ることができた） 。
　４月27日には、日本下水道事業団による災害
査定に向けた処理場被害調査（被害調査、査定
設計書作成業務を日本下水道事業団に委託）を
実施し、７月28日に大船渡浄化センターの１回
目の災害査定を受けた。

③管渠の復旧
　避難所等（大船渡地区公民館、大船渡北小学
校、大船渡中学校、県立大船渡病院、市役所、
盛小学校、リアスホール）の下水管渠の被害状
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況調査を実施したところ、汚水の滞留はなく流
下機能があることを確認した。また、幹線管渠
の調査では、海水の流入により満水状態のマン
ホールに水中ポンプを投入し、水位の低下を確
認し、また、汲み上げた水の色と臭いにより汚
水が流れていることを確認した。
　テレビカメラ調査及び管渠内清掃作業は、日
本下水道管路管理業協会に委託し、主要な枝線

管渠、幹線管渠の被害状況を３月30日から４月
８日まで、浸水区域での満潮時における進入水
の止水作業及び浄化センターのがれき撤去作業
については３月29日から６月末まで、都市下水
路及び公共汚水桝については４月27日から６月
末まで被害状況を調査した。
　一方、下水管路は、８月31日に１回目の災害
査定を受けた。

３．漁業集落排水施設の復旧への対応
　漁業集落排水施設は５地区（千歳地区、根白
地区、小石浜地区、砂子浜地区、蛸ノ浦地区）
に設置されている。
　発災当日に、蛸ノ浦地区を除く４地区につい
て、維持管理業者に施設の被害状況調査を要請
した。蛸ノ浦地区については、浸水により現地
に近づくことができないため、処理場の浸水に
ついて双眼鏡で確認した。
　翌日以降、４地区の処理場及びマンホールポ
ンプ制御盤の浸水の状況を現地で確認するとと
もに、維持管理業者による現地調査を実施し調

査報告を受領した。
　根白地区、小石浜地区、千歳地区については
浸水のため使用及び修理できない状況であっ
た。砂子浜地区については、処理場は無傷だが
マンホールポンプが被災したため処理ができな
い状況であった。発動発電機の設置稼働によ
り、砂子浜地区のみ汚水処理を開始する事がで
きた。その他については、７月と12月に災害査
定を受け、発災後１～２年で施設の復旧を終え
ることができた。
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２．復旧への対応
①通信手段の確保等
　３月13日には、NTT東日本により、大船渡
消防署玄関前に特設公衆電話（発信専用）が設
置された。連日、多くの市民で混雑したため、
消防業務に支障をきたすことから、３月15日か
らは県大船渡地区合同庁舎に移設された。
　また、NTT東日本や携帯電話各社の支援に
より、避難所にも衛星携帯電話や災害時優先携
帯電話などが設置された。
　３月24日からは、宇宙航空研究開発機構
（JAXA）の支援による通信衛星「きずな」を
利用したインターネット回線の提供が開始さ
れ、市民向けに、県大船渡地区合同庁舎にイン

ターネット利用可能なパソコン３台が設置され
た。
　このように、情報通信インフラが復旧するま
での間、避難者の通信環境の確保が図られた。

②復旧までの経緯
　通信回線の復旧までの経過は次のとおりであ
る。

図表　通信回線の復旧経過
区分 日付 復旧範囲

携帯電話

３/14 au携帯電話の車載型基地局を市役所
に設置

３/20 盛町などの中心部のみ復旧

３/23 盛町、大船渡町、末崎町、赤崎町、
猪川町、立根町、日頃市町の一部ま
で復旧

３/24 綾里、越喜来の一部まで復旧

３/25 吉浜の一部まで復旧

５/２ 一部基地局を除き復旧

固定電話

３/13 消防署に特設公衆電話を設置

３/15 特設公衆電話を県合同庁舎に移動

４/10 アナログ回線越喜来及び被災地区を
除き復旧

５/２ 流出地域等の一部を除き復旧
大船渡合同庁舎に設置された特設公衆電話

■事実経過

H23/３/11 固定電話、携帯電話が市内全域不通

３/13 NTT東日本が特設公衆電話10台を大船渡消防署に設置

３/14 au携帯電話の車載型基地局を市役所に設置

３/15 特設公衆電話を大船渡消防署から県合同庁舎に移設。このほか、２～３台は、市内を移動巡回

３/24 JAXAの人工衛星を活用したインターネット回線接続

３/26 NTT東日本及び東北電力と協議。（電柱の設置は、復旧のスピードを上げるため、両者で分担して建柱後、共
架して使用することで合意）

５/２ 固定電話・携帯電話が、被災地域等の一部を除き復旧

１．被害状況
　NTT東日本の通信ビルや携帯電話基地局、
中継伝送路などの通信設備の被災により、固定
電話や携帯電話が不通になるとともに、インタ

ーネット接続もできなくなるなど市内の全ての
情報通信インフラが発災当日から途絶した。

❹ 通　信
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がれきで寸断された国道45号

　浸水区域では、国道45号をはじめ、多くの道
路ががれきで通行不能となった。まずは、主要
な幹線道路である国道45号の啓開作業を３月12
日早朝から行った。捜索活動を行いながら啓開
作業を進め、３月13日には開通した。その後、
順次他の幹線道路の啓開作業を進め、３月19日
には、市内の主要幹線道路の通行を確保した。
道路啓開作業に使用する重機の稼働に必要な燃
料は、市建設課職員が各ガソリンスタンドに依
頼し、確保した。

❺ 道　路

■事実経過
H23/３/11 JR大船渡線の全24駅のうち６駅が全壊。三陸鉄道南リアス線は、橋梁が損壊し、鉄道施設が利用できない状

況
H25/３/２ JR大船渡線盛・気仙沼間BRT運行開始
H25/４/３ 三陸鉄道南リアス線 盛・吉浜間 運行再開
H26/４/５ 三陸鉄道南リアス線 全線 運行再開

１．鉄道
①被害状況
　鉄道は、JR大船渡線（盛駅、大船渡駅、下
船渡駅、細浦駅の４駅）と三陸鉄道南リアス線
（盛駅、陸前赤崎駅、綾里駅、恋し浜駅、甫嶺
駅、三陸駅、吉浜駅の７駅）があり、通勤・通
学を含む市民の生活を支える重要な交通手段と
なっていた。JR大船渡線は全24駅のうち６駅
が流失し、三陸鉄道南リアス線は橋梁の破損、
レールが流失するなど甚大な被害のため、運行
できない状況となった。
　発災時は連絡手段もなかったため被災状況に
ついて、情報収集ができない状況であった。三
陸鉄道南リアス線運行部長、JR盛駅長及び岩
手県交通大船渡営業所長が市役所に来訪し、被
害情報を口頭で説明した。

②復旧への対応
　三陸鉄道南リアス線は、盛駅から復旧工事を

始め、綾里駅までの間を優先的に進められた。
　５月９日、三陸鉄道の早期復旧について知事
へ要望書を提出した。
　三陸鉄道南リアス線の運行再開までは、県が
釜石～盛間の代替バスを運行した。
　三陸鉄道南リアス線は、平成25年４月３日か
ら盛～吉浜間で運行を再開し、平成26年４月５
日からは釜石駅までの全線で運行を再開した。
　ＪＲ大船渡線については、７月19日に東北運
輸局主催の大船渡線・気仙沼線復興調整会議が
開催され、復旧に向けた協議を開始した。その

❻ 公共交通

津波により流失した三陸鉄道の線路

　道路啓開を実施する路線については、消防、
自衛隊等との打合せを基に決定した。



134

①岩手県交通の状況
　岩手県交通と衛星携帯電話で運行の開始時期
について協議した。道路の開通状況に合わせて
路線図を作成したが、岩手県交通も被災して車
両も限られていたので、運行できるルートで、
買い物と病院、通学に合わせて１日４往復で運
行することとなった。
　３月18日に、県立大船渡病院から盛岡駅前ま
でバス運行を開始する旨の連絡があり、19日か
ら片道運賃2,700円でバス運行が開始された。

②市直営無料バス
　買い物や通院等の市民の生活を支える足とし
て、市直営の無料バスの運行を開始した。４月
４日から９月４日までの間、無料バスとして全
８路線で運行し、９月５日以降は有料化（大人
100円）した。主な運行状況は以下のとおりで
ある。

　バスの路線図とダイヤについては、３月に市
側で作成した。その後、市民からの要望等も踏
まえて、路線やダイヤの変更を行った。無料バ
ス運行の周知にあたっては、時刻表を作成して
避難所に配布するとともに、地元新聞社に情報
掲載をしてもらった。

図表　市直営バスの運行状況
日付 運行等の状況

H23/３/23 市直営バスの運行について庁内協議

４/３ 市直営バスの時刻表を各バス停に貼付し、
避難所にも配布

４/４ 全８路線で無料バス運行を開始

９/５～ 市直営バスの有料化〈大人（高校生以上）
は１乗車につき100円〉

10/16 甫嶺・砂子浜線を除く、委託７路線の運行
を終了

10/17～ 現行路線を岩手県交通が自社営業として運
行

H25/４/30 甫嶺・砂子浜線は、三陸鉄道南リアス線の
一部運行再開に伴い、運行終了

３．タクシー
　３月20日に、避難所等でタクシーを待機させ
ることについてタクシー会社と協議し、翌日か

ら不定期ではあるが、避難所等を回ってもらっ
た。

２．バス
■事実経過

H23/３/19 岩手県交通で盛岡駅前⇔県立大船渡病院間の１日１往復、片道運賃　2,700円での運行を開始
４/４ 市直営路線バス８路線を運行開始（市が岩手県交通、三光運輸に運行を委託。４/４～９/４の間は無料運行）
10/16 市直営路線バス８路線のうち、甫嶺・砂子浜線を除く７路線の運行を終了。10/17以降、岩手県交通が同路線

を自社営業として運行開始

結果、平成25年３月２日から盛～気仙沼間で
BRT（バス高速輸送システム）による仮復旧

により運行を再開した。

　本市は、プロパンガスのため、ガス導管によ
る市全域での被害はなかった。今回の震災で
は、ガスについての不足等はなかった。
　避難所でのガスの充填については、岩手県高
圧ガス保安協会と災害協定を結んでいたため、ガ

❼ ガス
スが不足した場合には連絡し、充填していた。
　市民への情報周知という観点では、ガス会社
の中にも被災した企業があったため、避難所か
ら自宅に戻った市民向けに、ガス会社の被災状
況等を周知した。
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■事実経過
H23/３/11 給油可能なガソリンスタンドが大幅に減少（28カ所→11カ所）

３/13 ガソリンスタンドの事業所と対応を協議
３/18 国道45号沿いのガソリンスタンドでの一斉給油
３/21 釜石IOTから軽油の配給開始
３/23 ガソリンスタンドの再開

❽ ガソリン・軽油・灯油

１．被害状況
　津波による被災及び停電により、給油可能な
ガソリンスタンドが大幅に減少（28カ所から11
カ所）したことに加え、燃料不足により市内ガ
ソリンスタンドへの燃料輸送が滞り、市民への
必要量の燃料供給ができず大混乱を招いた。被

災しなかったガソリンスタンドでも燃料の調達
は難しかった上、開店すると即座に大渋滞を招
くなどトラブルが発生したため、全てのガソリ
ンスタンドが緊急車両以外への給油を中止し
た。

２．復旧への対応
　３月13日に、職員が自転車で各ガソリンスタ
ンドを回って招集通知を配り、ガソリンスタン
ドの事業所の方に市役所に集まってもらった。
燃料の調達が難しい状況であることから、緊急
車両には優先的に給油することで合意した。そ
の後も毎朝８時には市役所に集まり、燃料の確
保見込みなど、各社の情報共有を行った。
これは、各スタンドが燃料を確保できるように
なった３月23日まで行われた。
　公共施設及び公用車の燃料（暖房用、車両
用）は、市内ガソリンスタンドの協力や市内外
の団体、個人や自治体の支援により確保し、救
援燃料の受入れと、避難所、スタンド等への配
分対応をした。
　災害緊急車両（市公用車・救急車・消防車
等）には、「優先給油車両」の表示をした。が

れき撤去用燃料の供給については、県からの供
給及び岩手県石油商業協同組合大船渡支部と市
との契約を締結し、安定供給を図った。
　一般車両については、３月18日の午後１時
に市内国道45号沿いのガソリンスタンドでの
一斉給油（定額3,000円分）を実施した。また、
透析患者など必要と認められる一般車両には、
「優先給油券」（現金給油分）を発行した。
　3月21日から、県が釜石市にある岩手オイル
ターミナル（ＩＯＴ）からの軽油を配送するこ
とになり、軽油の供給は正常に戻った。
　同じ頃から、ガソリンの流通も正常化したた
め、混雑を避けるために、事前の予告なしに開
店する店や整理券を配布する店などがでてき
て、23日頃からは、ほとんど正常に開店できる
ようになった。
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■事実経過

H23/３/11 市内建設業者に道路上のがれき撤去作業の協力を要請
３/12 道路啓開を開始
３/20 道路上の障害車両の撤去・移動開始
３/22 第１回「災害廃棄物撤去処理打合せ会」開催
４/10 がれき撤去検討会議開催（市防災管理室・建設課、消防署、消防団、警察署、自衛隊、岩手県、海上保安庁）
４/11 市内民有地内のがれき一斉処理開始（一部地域は先行）
６/22 太平洋セメント大船渡工場においてがれき焼却開始

１．がれき撤去に向けた体制構築
　発災当時、市内には津波による大量のがれき
が散乱しており、特に市内外を結ぶ基幹道路で
ある国道45号を中心に、がれきの早急な撤去が
求められた。
　発災当日の夜、翌12日の朝には自衛隊が到着
予定となっていたことから、市防災管理室から
市建設課に対して、国道45号の啓開のための重
機を、翌朝までに手配して欲しい旨の要請があ
った。
　市建設課ではこれを受け、職員が二手に分か
れて地元建設業者を直接訪問し、がれき撤去作
業への協力を要請した。７台のパワーショベル
を確保できたことから、翌朝５時半に警察、自
衛隊と共に集合した。
　併せて、三陸国道事務所大船渡維持出張所を

訪問し、国道にて人命捜索・道路啓開を実施す
る旨、報告するとともに、道路管理者として作
業の立会いを要請した。
　以降、市建設課、三陸国道事務所大船渡維持
出張所、県沿岸広域振興局大船渡土木センタ
ー、自衛隊、警察、岩手県建設業協会大船渡支
部等の関係機関による打合せを毎晩実施し、綿
密な連携のもとに市内のがれきの撤去作業を進
めた。このように、国・県・市の道路管理者及
び業者が一堂に会し翌日の行動を打合せしたこ
とが、道路管理者ごとに拘束されず、臨機応変
に配置業者及び重機を決定することにつなが
り、早期の捜索・救援活動に結びついたと考え
られる。

第６章　環　境

❶ がれきの撤去・処分

２．民有地のがれき撤去
　主要な道路のがれき撤去作業終了後、民有地
のがれき撤去作業に着手した。
　民有地のがれき撤去作業は、道路以上に所有
者等への配慮が求められるものであることか
ら、実施エリアや開始時期について、避難所へ
のチラシ掲示や新聞等への記事掲載、おおふな
とさいがいエフエムでの広報により周知すると
ともに、公民館での市民向け説明会を開催し、
市民の方々に作業方針や実施手順等について理

解を得るよう努めた。
　また、当時、環境省からの通知により、流失
した家屋は所有者の了承を得ないで撤去しても
よいとされていたが、消防団からの意見を受
け、流失した建物も所有者の了解を得てから撤
去作業を行うこととした。
　撤去作業の実施にあたっては、作業区域を11
エリアに区分し、消防団と連携して作業を進め
るとともに、面的撤去チーム（エリアごとに固
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定して撤去作業）と機動チーム（道路上のがれ
き撤去、緊急作業への対応）の２チームを編成
して実施した。併せて、土地、家屋所有者等か
らの問い合わせに対応できるように、市建設課
職員を各エリアに監督員として配置するととも
に、警察に各地域を巡回してもらうなど現場で
連絡調整が可能な体制を構築した。
　大量に流出した木材（丸太）については、撤
去にはノウハウが必要なため、県内の林業関係
団体に委託し、流出現場からの撤去・運搬を行

エリア分けして実施された民有地のがれき撤去

った。また、電線については、切断する際に、
事故防止のため東北電力に確認等をする必要が
あった。
　プロパンガスを発見した場合においては、岩
手県高圧ガス保安協会と災害協定を結んでいた
ことから、協会に連絡し、撤去を依頼した。
　民有地のがれき撤去の作業エリアは以下のと
おりである。

図表　がれきの撤去作業区域
区　　　　域 担当分団

１ 盛地区 １分団管内
２ 大船渡北①地区

２分団管内
３ 大船渡北②地区
４ 大船渡南地区 ３分団管内
５ 末崎①地区

４分団管内
６ 末崎②地区
７ 赤崎南地区 ５分団管内
８ 赤崎北地区 ６分団管内
９ 綾里地区 10分団管内
10 越喜来地区 11分団管内
11 吉浜地区 12分団管内

３．被災車両の撤去・処理
　３月20日からは、大船渡地区車両撤去連絡協
議会等に委託し、レッカー車等による被災車両
の撤去作業を開始した。撤去した車両について
は、平地の仮置き場所を確保し、そこに平置き
することとした。
　所有者への車両引渡しは、３回に分けて行っ
たが、引渡しにあたっては、車両のリスト、引
渡し期間、処理手続き等について各避難所等へ
掲示するとともに、地区ごとに市民向け説明会
を開催し、手続方法等について周知を図った。
　引渡し期間中は、職員等（他自治体からの応
援職員、ボランティアスタッフを含む。）が仮
置き場に待機して対応した。具体的には、運転
免許証、車検証等により、当該車両の所有者で
あることを確認した上で、車両の処分方法（個
人で引取るか、市に委任するか）についての意
思確認後（ほとんどが市に委任）、それに基づ
く引渡し及び処理を行った。また、廃車手続き
も現地でワンストップ対応とした。
　なお、当該業務の主な内容は次のとおりであ

①被災地からの自動車等の仮置場への搬入
②搬入車両のリスト作成
③東北運輸局岩手運輸支局への所有者照会
④引渡し及び処理の公告
⑤仮置場での引渡し（廃車手続きを含む。）
⑥廃車手続き（永久抹消登録申請）完了後の登録事項
等証明書（軽自動車は検査記録事項等証明書）の受
渡し
⑦市に処理を委任された自動車及び市が使用済み自動
車として処理する自動車のリサイクル業者への引渡
し
⑧業者に引渡す前の写真記録保存
⑨解体処理業者からの連絡を受けて市に処理を委任さ
れた所有者等への鉄くず代金受領の連絡
⑩市が使用済み自動車として処理した鉄くず代金の市
会計への受入れ
⑪市が処理した自動車に関する記録（車台番号等）の
保存
⑫軽自動車処理後の軽自動車検査協会・岩手事務所へ
の車台番号データ等の提出

る。

図表　被災車両の撤去・処理業務の主な内容
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４．がれきの処分
　市、県、太平洋セメント大船渡工場、岩手県
建設業協会大船渡支部、廃棄物処理業者等によ
る「災害廃棄物撤去処理打合せ会」が３月22日
に開催され、その際に、太平洋セメント大船渡
工場長から「分別をしっかりやればセメント材
料に使える」との提案があり、それを踏まえ、
太平洋セメント大船渡工場での災害廃棄物処理
を中心に据えた処理システムを検討することと
なった。
　がれきの選別・処分にあたっては、解体・撤
去したがれきを仮置場に運搬し、手選別及び重
機選別により一次選別を実施した。一次選別で

は可燃性混合物、不燃性混合物、柱材・角材、
金属くずに分別し、陸上及び海上輸送により二
次選別所の永浜・山口地区に運搬した。二次選
別所では、手選別、重機選別及び機械選別によ
り、木質チップ、復興資材、セメント原燃料、
焼却物及び埋立物の５種類に分別し、災害廃棄
物については、太平洋セメント大船渡工場を中
心に処理を行った（６月22日から焼却処理開
始）。
　なお、がれきの処理状況については、次の図
表のとおりである。

５．がれきの撤去・分別にかかる被災者の雇用
　岩手県建設業協会大船渡支部と連携し、建設
業者が被災者を雇用して、がれきの撤去・分別
作業を行う大船渡市東日本大震災被災者支援事

業を平成23年４月から平成26年３月まで実施し
た。

図表　がれきの処理状況（最終）
品　　目 処理量（ｔ） 割合（％）

柱材・角材 7,953.64 0.93

可燃物 158,993.27 18.62

管理型土砂混合くず 125,948.58 14.75

コンクリートがら 268,247.46 31.41

金属くず 34,133.89 4.00

漁具・漁網 5,185.52 0.61

その他（タイヤ、廃油、水産廃棄物） 23,944.60 2.80

分別土 229,542.93 26.88

計 853,949.89 100.00
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■事実経過
H23/３/11 大船渡地区クリーンセンターが停電によりベーリング作業中止。これに伴いごみ収集業務も中止。

岩手沿岸南部クリーンセンターが停電により稼働停止
３/14 各避難所の可燃ごみ収集を開始（通常収集は停止）
３/16 大船渡地区クリーンセンターの停電が復旧
３/17 積込中継施設稼働（可燃ごみのベーリング処理）
３/21 避難所に加え、可燃ごみの通常収集を開始
４/１ 岩手沿岸南部クリーンセンターの停電が復旧
４/４ 不燃ごみ（ビン・缶のみ）通常収集を開始
４/７ 震度６弱の余震による停電のため同日稼動開始を予定していた岩手沿岸南部クリーンセンター稼働停止（→11

日再稼働）
大船渡地区クリーンセンターでのベーリング処理停止（→11日再稼働）

４/12 岩手沿岸南部クリーンセンターへのベール広域運搬開始
７/11 持込ごみの受付を再開

１．被害状況
　当時の本市における一般廃棄物の収集・処理
体制としては、大船渡地区クリーンセンターが
大船渡市と住田町の廃棄物を収集し、同センタ
ーにてベーリング処理（特殊なフィルムでごみ
を包むこと）を行い、それらを、当時釜石市に
建設されたばかりであった溶融炉を持つ岩手沿
岸南部クリーンセンターに、専用のベール運搬
車で輸送し、焼却処理をしていた。

　震災発生後、津波により３台あるベール運搬
車（委託）のうち２台を流失することとなっ
た。岩手沿岸南部クリーンセンターは、事務所
の一部は浸水したものの、溶融炉自体にはそれ
ほど大きな被害がなかったが、停電のために稼
働できない状況であり、また、その時点では道
路ががれきにより通行不能のため、岩手沿岸南部
クリーンセンターへの運搬は不可能であった。

❷ 一般廃棄物処理の対応

２．復旧への対応
①市内におけるごみの収集体制
　市内のごみ処理については、岩手沿岸南部ク
リーンセンターが再開するまでの間、ベーリン
グ処理により平場等で積み置きすることが可能
であったことから、ごみ収集が可能な状態であ
った。また、ごみ収集車（大船渡地区環境衛生
組合所有２台、委託業者所有５台）には被害が
なかったことから、まずは避難所のごみ収集を
３月14日から開始した。
　当初は、避難所の担当職員から連絡を受け
て、その都度収集していたが、23日からは週１
回の定期収集を行った。ただし、避難者数が多
い避難所は、収集依頼に応じて随時対応した。
　21日からは市内可燃ごみの通常収集を開始し
た。通常は各ステーション週１回で運用を始

め、４月18日からは週２回の通常収集となっ
た。持込ごみ（粗大ごみのみ）は７月11日から

図表　市内ごみ収集の再開状況
月　日 燃えるごみ 燃えないごみ 資源古紙 その他

３/11～ 収集停止

収集停止

収集停止 持込受
付停止

３/14～ 避難所
収集開始

３/21～ 収集開始
（週１回）４/４～ ビン・缶のみ

４/18～

通常収集開始

６/15～

通常収集
開始

７/11～
粗大ご
み持込
受付開
始

12/１～
すべて
の持込
受付開
始
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■事実経過
H23/３/11 防火のため、気仙広域連合衛生センター内の焼却炉等の運転を停止。津波により施設が浸水。

３/12 被災状況の確認、岩手県等と今後の対応協議
３/13 管内浄化槽清掃業者を訪問し、し尿汲み取りへの協力依頼及び稼働可能車両数の調査を実施
３/14 気仙広域連合と構成市町による調整会議を開催し、３月19日までのバキュームカー（気仙管内浄化槽清掃業

者分）の配車を決定
市内避難所のし尿収集開始

３/15 気仙広域連合衛生課事務室を市企画調整課内に移動
３/17 岩手県環境整備事業協同組合がバキュームカー５台を伴って来庁。調整会議を行い、３月20日以降の配車を

実施
３/18 岩手県環境整備事業協同組合による配車支援に伴い、浄化槽清掃業者は本業に復帰してもらうこととした。

一般家庭のし尿汲み取りの受付を再開
３/21 全国環境整備事業協同組合からの支援車両19台が到着
３/23 全国環境整備事業協同組合からの追加支援車両が到着し、36台に増車
４/12 ㈶浜松市清掃公社から市への支援車両３台到着
４/25 ㈶浜松市清掃公社から大型車（10ｔ）が到着し、４台に増車
５/16 気仙広域連合衛生課事務室を衛生センター２階に移動

１．被害状況
　し尿及び浄化槽汚泥の処理は、気仙広域連合
衛生センターで実施している（気仙広域連合の
構成市町は、大船渡市、陸前高田市及び住田
町）。
　津波により衛生センターの１階がほぼ全て水
没し、電気室・ポンプ室等主要設備機器が浸水
したことにより、施設の全機能が停止した。セ

ンターの被災状況を確認した結果、津波による
浸水被害のため、当面復旧の見通しが立たない
状況であることが判明した。
　また、津波により、し尿の収集委託業者はバ
キュームカーの大半（20台中17台）を流失する
被害を受けた。

受付を再開し、12月１日からは、すべての一般
持込ごみの受付を再開した。

②岩手沿岸南部クリーンセンターへの運搬
　収集しベーリング処理したごみは、まずは大船
渡地区クリーンセンター敷地内に積み置きした。
　その後、４月１日に岩手沿岸南部クリーンセ
ンターの停電が復旧し、７日及び９日に１炉ず
つ再稼働を予定したが、７日に震度６弱の余震
が発生したため、最終的には12日からベールの
広域運搬が再開となった。この時点で大船渡地
区クリーンセンター敷地内へのベール積み置き
は1,200個、約600tであった。
　ベール運搬車は１台のみのため（運搬には専
用車両が必要であり他のトラックは運搬不可）、

岩手沿岸南部クリーンセンターでは土日も受入
れを行った。
　当時稼働していたベーリング処理用の施設は
外国製であり、老朽化とともに資材や部品調達
等にかかるランニングコストがふくらんでいた
ため、平成22年度から直接積込み型への改修を
検討していたところであった。
　現在は、既に大型専用トラックへの直接積込
み式の施設に改修されているが、震災時にベー
リング処理を行うことができなかった場合、岩
手沿岸南部クリーンセンター稼働前の市内ごみ
の収集は不可能であったと思われ、現在の収集
処理体制においても有事の際に適切に収集等が
できるよう、その対応方法を検討する必要があ
る。

❸ し尿汲み取り
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２．復旧への対応
①し尿処理体制の構築に向けた取組
　大船渡保健所に気仙広域連合衛生センターの
被害状況について報告し、今後の対応方法を協
議した。市有地であること、水源地ではないこ
と、消石灰を散布することを条件に、し尿の埋
め立て処理もやむなしという回答があった。こ
のため、田中島グラウンドに埋立て処理を実施
することとした（３月21日頃まで）。
　その後、衛生センターに付設する多目的貯留
槽（容量1,000t）が使用可能であることが判明
したため、グラウンドへの埋立てを中止し、多
目的貯留槽に一旦集積し、その後、岩手県の下
水処理施設、北上市、一関市など被害が比較的
小さかった内陸地域のし尿処理施設６カ所に対
し、し尿の処理を依頼した。
　発災直後、環境省に対して、広域連合が災害
廃棄物処理事業の事業主体になり得るかを照会
したところ、「補助対象にならない」とのこと
であった。その後、広域連合も補助対象である
ことが判明したが、県や県内陸部との調整や契
約事務、運搬等も構成市町がそれぞれ行った。

②し尿収集体制の構築に向けた取組
　大船渡保健所と協議した結果、気仙管内浄化
槽清掃業者のバキュームカーを使用して気仙管
内のし尿収集を行うこととした（２市１町と協
議し収集車両を配車）。
　その後、し尿収集委託業者が岩手県環境整備
事業協同組合からバキュームカーの支援を受け
ることとなり、委託業者による収集体制が回復
した。これに伴い、浄化槽清掃業者は、車両協
力を終了した。
　３月19日から４月２日まで全国環境整備事業
協同組合連合会（本部：三重県）から、４月12
日から５月13日まで㈶浜松市清掃公社からバキ
ュームカーの支援を受け、気仙管内のし尿収集
及び多目的貯留槽に集積したし尿の内陸処理施
設への運搬に活用した。
　バキュームカーによる気仙管内し尿収集のオ
ペレーションは、主にし尿収集委託業者が実施
した。
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１．事故の影響
　地震及び津波で被災した、東京電力福島第一
原子力発電所から放射性物質が大気中に放出さ
れたことにより、その影響は福島県をはじめ、
東日本一帯の広範囲に及び、発電所周辺では不
自由な避難生活を余儀なくされるなど、長期化
している。岩手県内においても、農林水産物の
一部の産品が出荷制限等の対象となり、大都市
圏を中心として風評被害が発生するなど、生産
者の生活や住民の暮らし、身近な環境に甚大な
影響を及ぼした。

２．放射線のモニタリング
①空間放射線量
　本県には原子力発電所が立地しておらず、平
時のモニタリングは県内１カ所（盛岡市）のみ
であったことなどから、原発事故以前は放射線
に関する情報に触れる機会は皆無と言える状況
であった。
　原子力発電所事故への対応として、本市では

７月21日に「放射能対策に関する部長等調整会
議」を開催して、今後の放射線量の定点測定に
ついて協議し、国や県で実施するほかに、市独
自の取組みとして７月27日から市内４カ所（大
船渡市役所本庁、碁石海岸大駐車場、日頃市地
区公民館、三陸総合運動公園）で放射線量の測
定を開始した。

■事実経過
H23/３/11 ～ 14 東京電力福島第一原子力発電所が津波により損傷

７/21 放射能対策に関する部長等調整会議を開催し、放射線量の定点測定について協議
７/27 市内４カ所で週１回、空間放射線量の定点測定を開始
９/14 簡易放射線測定器（サーベイメータ）２台を購入

10/５～７ 公共施設28カ所における空間放射線量を測定
10/25 ～ 11/１ 学校施設での空間放射線量測定を実施。以降、定期的に実施

11/14 原発事故放射線影響対策の基本方針を取りまとめる
11/30 空間放射線量の定点測定について、５カ所追加して９カ所での測定を開始
12/２ 原発事故放射線影響対策の関係課会議を開催

H24/１/26 東京電力に対し、市が第一次損害賠償請求を実施
２/13 公共施設等52カ所において空間放射線量の詳細測定を実施（２月22日まで）
５/23 簡易放射線測定器の無償貸し出しを開始
６/４ 農林水産物等に係る放射性物質濃度の無料検査を開始

❹ 原子力発電所事故対応

図表　放射性物質による市の出荷制限等の状況
（平成27年３月10日現在）

措置区分 品　　目 制限指示等
年　月　日

国による出荷制限指示

牛肉 H23.８.１
原木生しいたけ
（露地栽培） H24.４.20

原木なめこ
（露地） H24.10.18

野生きのこ H24.10.29

県による出荷自粛要請

乾しいたけ
（H23年産） H24.２.14

乾しいたけ
（H24年産） H24.５.23

牧草 H23.７.20
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　市では、簡易放射線測定器（サーベイメー
タ）を保有しておらず、空間放射線量の測定開
始当初は他機関から借り受けて対応した。
　その後、11月30日からは測定箇所を増やし、
９カ所（漁村センター、永浜山口災害廃棄物二
次選別所、おおふなと斎苑、鷹生ダム周辺市有
地、大船渡市役所三陸支所を追加）で測定を開
始した。
　10月25日からは、学校施設での測定を実施
し、一部の学校では、国の基準は下回っている
ものの、局所的に比較的高い放射線量が確認さ
れ、除染作業を実施した。
　さらに、平成23年10月５日から７日まで市民
が使用する市内の主な公共施設等28カ所におい
て、放射線量の測定を行った。いずれの測定結
果についても、国や県の基準を下回っており、
健康に影響が及ぶような状況にはなかった。
　こうした結果は、市民への情報提供ととも
に、風評被害対策の一環として、市広報や市ホ
ームページなどで随時公表した。
　なお、平成24年５月23日からは、市民が身近
な生活環境の空間放射線量を把握することがで
きるよう、市民・団体等に対して、簡易放射線
測定器の無料貸出しを開始した。

②農林水産物等
　平成24年度には、食品放射線測定器（NaI
（TI）シンチレーションスペクトロメータ）を
導入し、６月４日から自家消費・産直施設等に
出荷する農林水産物等の無料測定を開始した。
　このほか、水道浄水や給食食材、災害廃棄物
等の放射性物質濃度検査を行ったが、いずれも
国などが定める基準を下回った。

③東京電力への損害賠償請求
　市が放射線影響対策に要した費用について
は、県や県内市町村と連携しながら、事故の原
因者である東京電力に対し、損害賠償請求を行
った。請求は平成24年１月26日の第一次請求を
皮切りに、平成27年６月末までに七次にわたっ
た。
　平成25年７月24日には、市長が岩手県知事ら
とともに東京電力本店を訪問し、同社の社長に
対して、早急かつ誠意ある賠償を直接要請し
た。
　しかしながら、同社との直接交渉のみでは賠
償の進展が期待できないことから、県及び県内
市町村等が協調して、平成26年１月23日に原子
力損害賠償紛争解決センター（原発ADR）に
和解仲介の申立てを行った。
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　──震災発生直後の岩手県建設業協会大船渡
支部における対応について教えてください。
　震災発生直後は、津波襲来が予想される事業
所では社員を安全な場所に避難させるととも
に、現場にいる従業員等を含めた安否確認を行
いました。
　その後、市の要請を受けて道路啓開作業やが
れきの撤去作業に従事しました。震災発生直後
は、電話がつながりませんでしたから、11日夜
に市職員ががれきで塞がれていない道路を使い
行ける範囲の市内建設業者の社長宅等を一軒ず
つ訪れ、市内建設業者は、翌朝からの道路啓開
作業の協力要請を受けました。
　この要請によって12日朝から大船渡支部会員
の連絡のとれた５社によって、道路啓開作業が
開始されました。
　──道路啓開作業はどのように進められたの
ですか。
　市役所の指揮下で、大船渡駅裏の国道45号を
起点に作業を進めました。自衛隊や消防によっ
て人が取り残されていないか確認をした後に、
重機で道路を啓開していきました。
　地震によって支部会館が被害を受けていまし
たので、市役所の一室を借りて、作業終了後、
夕方には毎日会議を実施しました。翌日の作業
予定や重機や人員の手配等について確認を行い
ました。こうしたことを毎日繰り返し行ってい
ました。

　──道路啓開作業が収束すると、がれき撤去
作業に移ったと思いますが、これらはどのよう
に行われたのですか。
　市職員と当時の支部長ががれき撤去について
あらかじめ相談して、市内を９つのブロックに
分けて対応することが決められました。その
後、４月２日に市内業者でがれき撤去の割り当
てを決め、これに基づいて対応しました。
　がれき撤去の作業は、ご遺体や危険物、金庫
等の発見時の対応や被災建物の解体時の対応等
作業を円滑に進めるために、現場に市職員の方
と消防団の方が１名ずつ張り付くとともに、警
察の方とも連携しながら実施しました。
　──がれき撤去作業では、市内の業者さんだ
けではなく、市や消防、警察等との連携が必要
だったのですね。
　そうですね、我々業者だけでは進めることが
できませんでしたから、各機関と連携をとって
進めることができたことに、非常に感謝してい
ます。
　各ブロックの担当の職員の方々は、業者側の
作業の進捗を踏まえながら、作業が円滑に進む
ように先回りして、建物所有者との交渉をして
くれました。所有者の許可がなければ半壊した
建物等は解体できませんから、こうしたタイム
リーな対応をしていただいたことで作業を進め
ることができました。
　──当初は、携帯電話がつながらず通信環境

震災の記憶
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が悪かったと思いますが。
　電話で連絡をとることができないため、夕方
に行う会議が情報共有の貴重な場となりまし
た。この会議では、市の職員が率先して、各ブ
ロックの進捗をホワイトボードに書きだし、翌
日の作業予定を皆で確認しました。
　──がれき撤去作業をするための重機等の燃
料の確保も困難だったと思いますがどのように
確保したのでしょうか？
　市役所の対応が非常に迅速で、重機を動かす
燃料の確保を行ってくれました。また、作業員
用の連絡車両の燃料についても、緊急車両に指
定してくれたことで、市内ガソリンスタンドで
給油することが可能でした。こうしたことを市
役所の指導のもと、行うことができました。
　──会員の中には被災されたところもあった
と思いますが、重機の確保はどのように行った
のでしょうか。
　大船渡支部の中にも重機やダンプを津波で流
された会社が多くありました。被災を免れた事
業所では自社の重機を出しましたし、その他は
リース会社を通して確保しました。リース会社
においても沿岸部だけでは必要台数の確保が難
しかったので、内陸部から確保したと聞いてい
ます。
　──大船渡市は道路啓開もがれき撤去も他の
被災地と比べて比較的円滑に行われたのではな
いかと思いますが、いかがですか。
　大船渡市の道路啓開やがれき撤去作業は他の
地域に比べても早かったのではないかと思いま
す。市の道路啓開やがれき撤去は市役所の主導
のもと、岩手県建設業協会大船渡支部がそれに
従う形で行うことができたと思います。毎日の
ように担当者会議を開いて進捗を確認しなが
ら、連携して取り組むことが出来ました。市役

所は高台にあって被災を免れたため、指揮命令
の拠点が確保されていたことも大きな要因だと
思います。
　また、大船渡市におけるがれき撤去の進捗に
大きな役割を果たしたのが、太平洋セメントさ
んです。太平洋セメントさんは、被災した高炉
を突貫工事でいち早く修復し、海水を含んだが
れきによる高炉損傷のリスクもある中、がれき
を焼却してくださいました。
　──今回の震災を受けて、岩手県建設業協会
大船渡支部としての教訓にはどのようなものが
ありますか。
　こうした災害がいつ発生するかもしれないと
いう中で、できることから準備していこうと考
えています。災害発生時に協会本部と支部との
通信手段が途絶したことを踏まえ、協会として
各支部に衛星電話やSkypeを準備して、災害発
生時においても連絡をとることができる環境を
整備しました。
　また、避難訓練等自治体と一緒になって対
応していかなければならないと考えています。
我々の業界は自分たちの事業所だけでなく、そ
れぞれ現場を持っています。このため、従業員
一人一人がどこにいても、命を守る行動をとる
ことが必要です。現場を含めて、迅速かつ確実
に避難行動ができるような訓練も必要になると
考えています。
　今回の震災対応においては、市役所は非常に
誠心誠意やっていただいたと思います。最も肝
心な燃料確保も全て行ってくれる等、業者側が
動きやすい環境を率先して整えてくれました。
市内業者と市役所との元々の信頼関係も重要だ
ったと思います。
　今後、支部としては、市との協定等の締結も
考えていく必要があると思っています。
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■事実経過
H23/３/19 全児童・生徒及び職員の安否確認が完了

３/22 校長会議開催
４/４ 校長会議開催
４/20 小学校始業式
４/21 小学校入学式、中学校始業式
４/22 中学校入学式

１．被害の状況
　発災当時は授業が行われている時間帯であっ
たため、大多数の児童・生徒は校内におり、一
時的な対応は学校毎に行われた。当時の児童・
生徒の総数は3,284名であったが、このうち、
残念ながら津波発生後、迎えに来た保護者と一
緒に帰宅した１名の児童が津波の犠牲となっ
た。
　施設被害については、市内の小・中学校のう
ち、赤崎小学校、越喜来小学校、赤崎中学校は
津波により校舎が全壊した。また、大船渡小学
校は１階部分に大きな浸水被害があったほか、

綾里小学校でも浸水による被害があった。その
他、日頃市小学校の石垣、綾里小学校体育館、
崎浜小学校校舎、第一中学校校舎・体育館、末
崎中学校校舎、越喜来中学校校舎・体育館に地
震による損傷が発生した。

図表　児童・生徒の被災状況
発災時児童・生徒数 3,284名
津波犠牲児童 1名
被災児童・生徒 1,034名
住居被害児童・生徒 757名
避難所で生活した児童・生徒 740名
両親のいずれかが犠牲になった児童・生徒 22名

第７章　教育・文化

❶ 小・中学校

２．児童・生徒及び教職員の安否の確認
　発災当日は、津波被害のため組織だった対応
はできなかったが、翌日、午後１時頃に部長・
次長級会議を開催し、今後の対応方針について
検討した。まずは児童・生徒及び教職員の安否
確認を優先するとともに、施設等の被害状況を
確認した。
　安否確認の情報を確実に受けるため、必ず市
教育委員会事務局内に数名の職員を待機させる
とともに、近隣の学校については徒歩で行ける
範囲で確認を行った。

　ホワイトボードに所在が未確認となっている
児童・生徒一人ひとりの氏名を貼り出し、情報
を共有するとともに、２名１組で、車で各学校
を回り、被害・避難状況や安否情報を確認し
た。
　地震が収まった段階で迎えに来た保護者と帰
宅した児童･生徒もいたため、津波来襲後の安
否確認に苦労したものの、発災から８日目の３
月19日にはようやく全ての児童・生徒と教職員
の所在を確認することができた。

３．避難所となった学校の運営
　市地域防災計画においては、避難所の運営
は、生活福祉部が対応することとなっていた

が、甚大な被害により多くの避難所が開設さ
れ、被災者支援を中心に各種応急対策業務が集
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中したため、急遽、教育委員会の職員も各地区
の避難所の運営に対応することとなった。
　避難所となった小・中学校では、市災害対策
本部職員が避難所に配置されるまでの間、発災

直後から学校教職員が避難所に泊まり込みで運
営に当たった。また、学校給食共同調理場で
は、学校給食職員が炊き出し作業に対応するな
ど、避難所運営等に積極的に関与した。

４．学校再開に向けた取組
　被災して校舎が使用できなくなった赤崎小学
校、越喜来小学校及び崎浜小学校については、
赤崎小学校が蛸ノ浦小学校の校舎を、越喜来小
学校及び崎浜小学校が甫嶺小学校の校舎を利用
し、合同授業を行った。
　赤崎中学校については、大船渡中学校の校舎
を共用することとした。大船渡中学校までは、
通学距離が長く、通学路が津波浸水地域を通る
ことから、生徒の安全を確保するため、送迎バ
スの運行を行った。
　学校の再開を判断するにあたっては、①通学
路の安全確保、②電気・水道等のライフライン

の復旧、③給食の確保の３つは絶対条件となる
と考え、早急な準備を進めた。県教育委員会や
県教育事務所と連絡調整等を常に行っていたこ
とで、他地区の状況把握ができたことも、比較
的早い段階で学校を再開できた要因の一つだと
考えられる。
　再開までの間には各学校の状況に応じ、学校
毎に何度か児童・生徒が登校する機会を設け、
簡単な勉強会やレクリエーション等を実施し
た。児童・生徒の心の安定を図る等の対応によ
り、スムーズに再開することができた。

１．リアスホール
①被害の状況
　地震により、市民文化会館の大ホールの天井
の破損などの被害があった。また、停電により
楽器庫の電動シャッターが開かず、作業中のピ
アノ調律師が閉じ込められる等の被害があっ
た。
　図書館は、固定書架であったことと、本が隙
間なく入っていたことなどにより、本が飛び出
すといった被害はほとんどなかった。ただし、
市役所本庁舎とのネットワークが遮断された影
響により、貸出システム等による蔵書管理を行

❷ 社会教育施設等

うことができなかった。

②施設の再開
　市民文化会館については、７月から８月にか
けて修繕工事を実施し、９月７日（大ホール、
マルチスペースは10月１日）から一般利用を再
開した。
　図書館については、５月21日に端末が復旧
し、図書館蔵書管理システムが使用できるよう
になったことから、これに合わせ、６月４日か
ら図書館を再開した。

２．博物館
①被害の状況
　博物館は、地震により、屋根のスレートの落

下や展示物である土器の破損などの被害があっ
た。また、民族資料保管庫（三陸町綾里）は、
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図表　市内施設の被害状況
施設名称 施　設　被　害

体育センター 津波により１階部分冠水、泥堆積３cm、天井・壁・玄関・サッシ窓・電気設備損壊、備品類全損
市民体育館 津波により１階部分冠水、泥堆積５cm、アリーナ床・壁損壊、舞台設備損壊、電気・機械・放

送・給排水の各設備損壊
市営球場 地震によりバックネット裏観客席コンクリート部分他に亀裂、応急仮設住宅建築
市民テニスコート 津波によりテニスコート・クラブハウス損壊、泥堆積５cm
市民弓道場 津波により射場・的場損壊、泥堆積５cm
田中島グラウンド 津波によりグラウンド・バックネットフェンス損壊、し尿埋設処分、水産冷凍品埋設処分
三陸体育館 地震により２階構造部損壊、外壁モルタル剥離、石積擁壁崩落
三陸柔剣道場 津波により施設全損
三陸総合運動公園 地震によりグラウンド沈下・亀裂発生
三陸Ｂ＆Ｇ海洋センター 地震により給水施設損壊
市民プール 津波によりプール・クラブハウス・機械設備損壊

１階部分が津波による浸水被害を受け、多量の
がれきや泥が流入し、破損した資料が散乱した。

②施設の再開
　博物館は、発災から７月13日まで臨時休館と
した。
　電気は４月５日に、水道は５月16日に復旧し
た。その後、６月１日に施設の維持管理業務委
託を再開し、７月１日の人事異動後、早急に職
員勤務体制の再構築を図り、14日に常設展示公

開を再開した。
　博物館常設展示公開の再開にあたっては、職
員体制を整えることが不可欠であったが、被災
直後より避難所対応等に動員され、避難所閉鎖
まで博物館での勤務が困難だった職員もおり、
全職員が揃うまで約５カ月を要した。
　民族資料保管庫は、平成24年３月に修繕工事
が完了し、被災した資料は、被災ミュージアム
再興事業により消毒・修復作業を行い、平成26
年９月に完了した。

３．三陸公民館
①被害の状況
　津波により建物の２階部分まで浸水した。建
物の内部は壊滅的な被害を受けたが、建物の躯
体には大きな被害はなかった。

②施設の再開
　平成26年２月から12月まで復旧工事を実施
し、平成27年２月から利用を再開した。

４．体育施設
①被害の状況
　３月12日から13日にかけて、社会体育施設と
学校体育施設等の被災状況の確認を行った。津
波の被害を受けなかった施設の多くは被害の程
度が軽微であり、簡易な修繕等により使用が可
能な状況であった。
　津波の被害を受けた施設は、被害が甚大であ
り、大規模な修繕が必要となるものであった。
　三陸体育館は、津波被害を受けなかったが、

主要構造部が破損したため、度重なる余震によ
る二次被害の発生が懸念されたことから、修繕
が完了するまでの間、供用を中止した。
　また、地震・津波被害を受けなかった施設に
おいても、応急仮設住宅建設場所や避難所、支
援物資保管場所などとして使用されたことか
ら、スポーツを行うことのできる環境が大きく
制限された。
　施設の被害状況等は、以下のとおりである。
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施設名称 施　設　被　害

盛川河川敷公園多目的広場 津波によりグラウンド損壊、土堆積５cm
盛川河川敷公園少年野球場
山村広場 地震による被害軽微、応急仮設住宅建築
堀川グラウンド 津波によりグラウンド損壊
太平洋セメントグラウンド 地震・津波による被害なし、震災がれき二次分別所
太平洋セメントサッカー場
盛小学校グラウンド 応急仮設住宅建築
盛小学校体育館 被災者避難場所として使用
大船渡小学校グラウンド 津波により損壊
大船渡小学校体育館 津波により損壊、支援物資保管場所として使用
大船渡北小学校グラウンド 応急仮設住宅建築
大船渡北小学校体育館 被災者避難場所として使用
末崎小学校グラウンド 応急仮設住宅建築
末崎小学校体育館 被災者避難場所として使用
赤崎小学校グラウンド 津波により全壊
赤崎小学校体育館
蛸ノ浦小学校グラウンド 応急仮設住宅建築
蛸ノ浦小学校体育館 支援物資保管場所として使用
猪川小学校グラウンド 応急仮設住宅建築
猪川小学校体育館 被災者避難場所として使用
立根小学校グラウンド 被害なし
立根小学校体育館 被災者避難場所として使用
日頃市小学校グラウンド 被害なし
日頃市小学校体育館 支援物資保管場所として使用
綾里小学校グラウンド 津波により損壊
綾里小学校体育館
越喜来小学校グラウンド 津波により全壊
越喜来小学校体育館
甫嶺小学校グラウンド 被害なし
甫嶺小学校体育館
崎浜小学校グラウンド 応急仮設住宅建築
崎浜小学校体育館 物置として使用
吉浜小学校グラウンド 被害なし
吉浜小学校体育館
大船渡第一中学校グラウンド 応急仮設住宅建築
大船渡第一中学校体育館 遺体安置所として使用
大船渡中学校グラウンド 応急仮設住宅建築
大船渡中学校体育館 被災者避難場所として使用
末崎中学校グラウンド 応急仮設住宅建築
末崎中学校体育館 被災者避難場所として使用
赤崎中学校グラウンド 津波により全壊
赤崎中学校体育館
日頃市中学校グラウンド 被害なし
日頃市中学校体育館 支援物資保管場所として使用
綾里中学校グラウンド 応急仮設住宅建築
綾里中学校体育館 被害なし
越喜来中学校グラウンド 被害なし
越喜来中学校体育館 地震により一部損壊、遺体安置所として使用
吉浜中学校グラウンド 被害なし
吉浜中学校体育館
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　市民体育館、体育センター、市民テニ
スコート、市民弓道場、三陸総合運動公
園グラウンドについては、早期に災害復
旧工事の設計を行い、平成24年度以降で
施設の復旧を図る。
　三陸体育館については、平成23年度中
に復旧工事に着手する。
　田中島グラウンド、市営球場、綾里小
学校・赤崎中学校校庭夜間照明施設につ
いては、今後の利用状況、復旧状況を見
据えながら、できる限り早急に現施設の
復旧を図る。

復旧方針

②施設利用に向けた取組
　発災からしばらくの間は、スポーツを行う場
としての社会体育施設の利用照会は皆無であっ
たが、時間の経過とともに、被害の少なかった
施設について、特にスポーツ少年団活動での利
用について、照会が寄せられるようになった。
　このことから、教育委員会事務局では、社会
体育施設の使用と学校体育施設の開放（使用）
について、学校教育事業、中学校部活動、スポ
ーツ少年団における施設の割当てが落ち着くま
での間、以下のとおり取り扱うこととした。
・利用可能な体育施設等は、学校教育事業での
使用を優先する。
・学校教育事業で使用しない場合、スポーツ少
年団活動で県大会等の予選として開催される
市内大会での使用に限り許可する。
・災害対応での使用を除き、使用を制限する。

③復旧に向けた取組
　被災した社会体育施設の復旧にあたっては、
「大船渡市復興計画」に掲載している事業計画
一覧に基づき、教育委員会の復旧方針を以下の

とおり定めた。
　なお、三陸柔剣道場と市民プールについて
は、震災前の状況において、利用者が限られて
おり、その利用者数も少なく、また、代替施設
も確保されていること等の理由から施設復旧を
行わないこととした。
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■事実経過
H23/３/11 遺体安置所を３カ所に設置

３/12 遺体安置所を６カ所追加設置
３/13 遺体安置所を１カ所追加設置し、４カ所を閉鎖（検視の効率化のため：県警要請）
３/15 おおふなと斎苑、浄霊苑での火葬を再開
３/16 遺体安置所の移設（宮野多目的集会施設に設置し、綾姫ホールを閉鎖）
３/18 広域火葬開始
３/27 遺体安置所を１カ所閉鎖
３/28 遺体安置所を３カ所閉鎖
３/29 遺体安置所を１カ所閉鎖し、第一中学校体育館のみとなる。
４/４ 遺体安置所を第一中学校体育館から大船渡市民体育館へ移設（学校再開に備えて）
６/16 遺体安置所を大船渡市民体育館から市勤労青少年ホームへ移設（物資集積拠点の集約化のため）
９/12 旧矢作小学校（陸前高田市設置安置所）から、市勤労青少年ホームへ遺体を移送（大船渡警察署管内の遺体

安置所集約のため）
11/５ 市勤労青少年ホームの遺体安置所の閉鎖（大船渡警察署への移設）

１．遺体安置所の設置
　発災直後、遺体を県立大船渡病院の一室に収
容していたが、安養寺に遺体安置所を設置し、
搬送した。以後、各地に遺体安置所を設置し、
発見場所から最寄りの遺体安置所へ遺体を搬送
することとした。
　遺体安置所は、市地域防災計画で定められて
いたが、被災地域が広範囲に及び、遺体数も多
かったため、指定していた場所以外にも寺院を
中心に遺体安置所が設置された。

図表　遺体安置所の設置状況
設置日 場　　　　　所
３月11日 洞雲寺（～３/13）、安養寺（～３/27）、長安

寺（～３/13）
３月12日 浄願寺（～３/13）、西光寺（～３/29）、本増

寺（～３/13）、麟祥寺（～３/28）、綾姫ホー
ル（～３/16）、越喜来中学校体育館（～３
/28）

３月13日 第一中学校体育館（～４/４）
３月16日 宮野多目的集会施設（～３/28）
４月４日 大船渡市民体育館（～６/16）
６月16日 勤労青少年ホーム（～11/５）
11月５日 大船渡警察署

第８章　福祉・保健・医療

❶ 遺体安置所・火葬

２．遺体安置所の運営
　遺体安置所は、市市民生活環境課を中心に、
他課からの応援により構成した市職員１人と警
察官１人の２人体制で運営した。当初警察から
は、市職員の24時間配置を要望されたが、職員
不足のため、夜間は、体育館は施錠、寺院は住
職等の協力により管理することで対応した。
　市職員の業務としては、遺体確認のための来
訪者への対応や火葬場への移送の調整等があっ
た。３月14日の市庁舎の復電後、遺体安置所運
営マニュアルを作成し、従事職員に配布して、

円滑な運営を図った。
　物資に関しては、当初は棺や納体袋の数が足
りず、また、保管場所もなかったため、床にブ
ルーシートを敷いた後、毛布等に包んで遺体を
安置した。十分な数の棺が確保されるまでは、
身元確認が取れた遺体のみ、火葬場に搬送する
直前に納棺した。葬祭業者や相模原市などの支
援自治体、県への支援要請等により必要物資の
確保を図った。
　公共施設が被災したことによって遺体安置所
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を設置する施設が著しく制限されたほか、遺体
安置所における検視スペースの確保も難しく、
卓球台等を間仕切り代わりに使用したところも
あった。
　遺体安置所閉鎖時には、薬品等を用いて、市

職員が消毒・消臭作業を行うなどした。
　また、物資等が少ない中にあっても遺族の心
情に最大限配慮し、出棺時には生花の確保に努
めた。

３．火葬
　市営火葬場であるおおふなと斎苑は、震災に
より停電となり、また、火葬に使用する燃料に
ついても、応急復旧事業が優先されたことなど
から発災当初は調達が困難となったことで、火
葬が出来ない状態となった。しかし、３月14日
に、おおふなと斎苑の電力が復旧し、浄霊苑で
は発電機の確保と火葬炉の修理が完了するとと
もに、燃料の確保にも一定の目途がついたこと
から、15日から火葬業務を再開した。
　遺体安置所から火葬場への遺体搬送について
は、専用車両を複数台所有し、被災を免れた葬
祭業者２社に業務を委託した。遺体安置所の移
設に伴う遺体の搬送に関しては、上記２社及び
警察車両により対応した。
　遺体数が多く、火葬場の指定管理者の従事者
だけでは長期間にわたる火葬ができないため、
火葬炉メーカーに作業員の派遣を要請した。従
事者を確保することで火葬時間帯を拡大し、２
つの火葬場の火葬炉４つを５回転させ一日最大
20体の遺体の火葬が行われた。

　また、他自治体からの支援により、一関市
（24件）、盛岡市（16件）、花巻市（３件）、雫石
町（３件）の協力を得て、合計46件の火葬が行
われた。
　市内での火葬が混み合っている場合で、早期
の火葬を希望される遺族に対しては、県内陸部
の火葬場を紹介し、なるべく遺族の意向に添う
ような対応を心がけた。
　身元不明の遺体については、できる限り身元
を特定して遺族に引き渡すべきとの警察の判断
により、遺体安置所で一定期間保管することと
し、４月５日から火葬することとなった。

図表　市営火葬場での火葬件数
（H23.３.15～H23.10.13）

火葬場名 件　　数
おおふなと斎苑 533件
浄霊苑 143件

合　　計 676件
※災害救助法の適用を受けて、火葬を行った件数。
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■事実経過
H23/３/12 市医療班による避難所巡回開始

避難所に手指消毒剤・マスク配置
３/14 最初の保健支援チーム（能代市、相模原市）が派遣
３/19 保健チームによる市内全戸訪問開始（５/10まで）
３/28 介護保険事業所関係者等の連絡調整会議開催（以後、７月まで月２回ペースで開催）

防疫計画策定
４/11 ～ 13 第１回栄養摂取状況調査

５/９ 保健チームによる仮設住宅入居者の健康状態調査開始
５/17 ～ 20 第２回栄養摂取状況調査
６/３～７ 第３回栄養摂取状況調査
６/７～ 22 避難所への巡回指導の実施
６/16 ～ 18 第４回栄養摂取状況調査

１．市民に対する健康・保健活動
①健康・保健活動の体制
　３月12日から、市保健師が避難所を巡回し、
健康チェック、健康相談、感染症予防、エコノ
ミークラス症候群予防などの指導を開始した。
　同日、県立大船渡病院の医師からの助言を受
け、市保健師が支援チームを統括し、保健活動
を行う体制を構築した。
　市外からの支援については、14日、最初の支
援の保健チーム（能代市、相模原市）が派遣さ
れ、市保健師と支援の保健チームで分担し、避
難所を巡回した。また、市役所とは別に大船渡
保健所を経由した保健・医療チームも市内で活
動しており、初期は市保健チームと重複する
等、一部混乱も発生したが、毎日ミーティング
を実施し、現場の保健・医療活動のオペレーシ
ョン、活動場所の振り分け等を市で差配するこ
とで、情報共有を図った。活動開始時のチーム
に対するオリエンテーションについては、県・
市経由の別なく、大船渡保健所において３月下
旬頃から一括実施することで統一した。

②全戸調査
　全国の保健チームの支援を受け、市保健師と
支援の保健チームで、発災から約１週間後の３
月19日から５月10日まで全戸調査を実施し、そ
の結果は、秋田県能代市の支援を受けてデー
タベース化を図った。これにより、障がい者

（児）、要介護・要支援認定者（介護保険法）、
高齢者、乳幼児、妊産婦、医療を必要とする市
民の把握が可能となった。

③乳児の対応
　発災直後は、津波により流失してしまった母
子健康手帳の再交付を市保健福祉課において開
始するとともに、電話で妊婦の安否確認を行っ
た。
　３月15日からは県立大船渡病院からの産婦・
新生児の受入れ要請を受けて、盛小学校保健室
を借用し、新生児室を開設するとともに、「こ
んにちは赤ちゃん事業」として名簿に記載され
ている乳児を中心に訪問活動を展開（保健師２
名体制）し、実際に訪問して困っていることは
ないか等を中心に確認した。
　市で実施している幼児健診は、３月16日実施
予定の３歳児健診以降、見合わせとなったが、
６月から大船渡保健所（県大船渡地区合同庁舎
２階）を会場として借用して開始し、９月から
ようやく市保健介護センターで通常通りの開催
となった。

④高齢者の対応
　支援が必要な高齢者について、全戸訪問にて
所在地や状況を把握するとともに、医療の提
供、健康管理、生活支援を実施した。状況に応

❷ 保健・衛生
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じて、介護施設への入所、介護サービス、各種
在宅サービスの利用を支援した。当時は市内の
介護施設が満床で利用できなかったことから、
県からの情報提供や調整により、県内の介護施
設への入所等も支援した。
　介護サービスを提供するに当たり、発災当初
は介護認定審査会が開催できず、要介護認定事
務が滞ってしまったため、利用者や介護従事者
が混乱した。そのため、３月28日から介護保険
関係事業所の連絡会議を２週間に１回程度開催
し、介護保険サービスの利用体制を整えた。ま
た、在宅や避難所では生活が困難な高齢者につ
いては急遽、既存の福祉施設を福祉避難所に指
定して、要支援者に対応することとした。
　さらには、震災で生活環境が大きく変化した
ことにより、生活再建の不安や閉じこもり、孤
立化などによるうつ病や生活不活発病の発生が
懸念されたことから、運動指導などの健康教育
や健康相談、サロン活動を実施した。

⑤歯科保健
　市保健師、気仙歯科医師会及び大船渡歯科医
師団は、相互に連携を図りながら、歯科保健指
導を実施した。
　気仙歯科医師会は、発災後から３月末までの
間、県立大船渡病院の１階に仮設歯科診療所を
開設し、診療にあたった。また、３月31日から
４月20日まで、岡山大学の口腔支援隊の活動の
コーディネートを行い、介護施設や避難所を巡
回した。その後、６月まで奥州市歯科医師会の
口腔ケア支援の活動のコーディネートを行っ
た。
　大船渡歯科医師団は、避難所の歯科相談や口
腔ケア、訪問診療にあたるとともに、岩手県歯

科医師会が実施した被災地区における口腔ケア
事業に協力した。

⑥こころのケア
　発災から約２週間後、こころのケアチーム
（相模原市、久里浜アルコール症センター）が
派遣され、家庭訪問や避難所巡回を行った。
　また、全戸訪問や保健活動等により、こころ
のケアチームによる対応が必要なケースは、情
報を引継いで対応してもらった。
　４月になると、こころのケアチーム医師によ
る市保健師等への災害時こころのケアについて
のミニレクチャーが実施された。
　また、大船渡保健所が月１回（第３木曜日）
実施していた精神保健福祉相談が「こころの相
談室」として毎週木曜日に再開された。
　さらに、発災時から月１回実施していた気仙
地域精神保健担当者連絡会が実施され、保健
所、病院、診療所、薬局、こころのケアチーム
等の関係者が参加し、こころのケアについての
課題検討や情報共有を行った。
　７月以降は、こころのケアチーム医師を講師
とし、民生委員、児童委員、主任児童委員や介
護、福祉の職員等を対象として、こころのケア
に関する研修会を実施した。
　また、応急仮設住宅入居者で65歳以上の高齢
者や入居時の健康実態調査で所見のあった人、
日中母子のみの家族、平成23年度実施の生活機
能チェックのうつ項目で５分の４以上の人を対
象に「うつスクリーニング事業」を実施した。
併せて、仮設住宅支援員を対象に、アルコー
ル、うつ、相談技術に関する研修会を開催し、
ゲートキーパーを養成するなどの対応を図っ
た。

２．栄養・食生活支援
①栄養摂取状況調査
　発災後、約１カ月の主食は、朝食はパン、
昼・夕食はおにぎりであった。また各避難所は
それぞれ炊き出し等を行い、この時点でできる
限り食事のバランスや温かい汁物等に考慮はし

ていたものの、避難所によって、食事内容の偏
りや格差が発生した。一部の避難所の栄養状態
が良くない可能性があり、避難所の食生活につ
いて、大船渡保健所及び奥州保健所の各栄養士
と協議の上、まずは全市的な栄養摂取の状態や
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避難所の炊き出しの実施状況、炊き出しをして
いない場合はどのように食事を取っているかな
どを調査した（４月３日から各避難所を訪問）。
　その後、避難所個別の状況を整理し、栄養が
不足しているところなどを把握した。それを踏
まえて４月11日に岩手県栄養士会と協議し、対
策を検討した。また、不足食材について物資の
担当に直接依頼するとともに、避難所にも提案
を行った。
　さらに、８月からは、仮設住宅の食生活状況
調査を実施した。主に岩手県栄養士会にお願い

し、パソコンへのデータ入力を市が担当すると
ともに、ソフトへの入力を奥州保健所及び大船
渡保健所が実施した。

②避難所や仮設住宅への巡回指導の実施
　６月７日から、日本栄養士会並びに岩手県栄
養士会に依頼し、避難所への巡回指導を実施し
た。併せて、応急仮設住宅入居者に対し、健康
状態調査票から要支援者名簿を作成し、高齢
者、独居者、糖尿病者、血液透析患者等を抽出
して、訪問指導を実施した。

３．衛生対策
①初期対応
　発災翌日から、がれきの撤去作業や流失した
自宅の片付け等で受傷した者に対し、巡回医療
チームが持参した破傷風トキソイドを接種する
などの処置を行った。市内の医療機関が診療開
始後は、破傷風トキソイドを接種できる医療機
関の照会を行い、市民からの問い合わせがあっ
た際に情報提供を行った。

②避難所での衛生対策活動
　停電・断水で手洗いができなくなったことに
加え、避難所はどこもすし詰め状態の集団生活
となり、インフルエンザ・感染性胃腸炎等の感
染症の集団発生が懸念されたことから、発災翌
日から避難所巡回の際に玄関・部屋の出入り
口・トイレの出入り口に手指消毒剤を設置し、
外出先からの帰宅時・食事前・トイレの前後で
の消毒、マスク着用等を徹底した。マスク・手
指消毒剤は新型インフルエンザ対策用に備蓄さ
れていたもので対応した。集団発生はなかった
ものの、散発的にインフルエンザが発生したた
め、避難所ではり患者を隔離するなどして対応
した。
　また、いわて感染制御支援チーム（ICAT）
により、避難所サーベイランスを実施した。ス

マートフォンによるデータの入力が毎日必要と
されたことから、医療支援チームに依頼したほ
か、市の保健チームにて適宜感染症予防のため
の巡回対応を行った。

③防疫措置
　３月28日に、防疫計画を策定し、地区本部等
に防疫資機材（消石灰・散布器、液体防疫薬
剤・噴霧器）を配備し、防疫作業が必要な個人
や地域、事業所に対して無償で貸与・提供した。
　防疫に必要な薬剤等は県（医療推進課）に依
頼して、調達した。保管・取扱いに注意が必要
な薬剤等は施錠された場所（県立大船渡職業能
力開発センター体育館等）に保管した。
　水産加工場から流出した魚介類等の腐敗によ
って、市内の広い区域で大量のハエやウジ、悪
臭が発生するとともに、感染症を媒介する蚊の
発生も懸念され、広範囲に及ぶ殺虫剤・消臭剤
の散布が必要となった。このため、環境省と協
議し、感染症予防等に関して専門的知識を有す
る岩手県ペストコントロール協会へ防疫作業を
委託した。防疫は、がれき仮置場や水産物残渣
埋却場などを中心として、害虫の発生状況のモ
ニタリングや殺虫・消毒、消臭など、平成25年
度まで作業が続いた。
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２．診療所
①越喜来診療所
　津波による浸水被害で越喜来診療所は使用不
可能となったため、翌12日に避難所（旧花菱縫
製三陸工場）に一定のスペースを確保してもら
い、仮設診療所を設置した。仮設診療所という
形は取っていても、極力、通常の診察体制を維
持・継続するよう努めるとともに、仮設診療所
での診察と平行して、空き時間を利用して訪問
診療を行った。また、慢性疾患患者の診察にあ
たっては、診療所内で保管していたカルテや地
震発生前の２、３カ月の処方箋を仮設診療所に
持ってきて使用した。カルテは浸水してしまっ
たものもあったが、刷毛で泥を落とし、乾燥さ
せて使用することができた。
　避難所の仮設診療所での診察は続けていた

が、薬剤管理のためには昼夜を問わず、必ず誰
か１人はその場にいなければならないなど不便
もあり、スタッフも疲弊してきたため、以前の
診療所での診察再開を目指して準備を進めた。
レントゲン等の機器は大きな被害がなく利用で
きたため、地震発生から１カ月後という早期の
復旧が可能となった。

②綾里・吉浜診療所
　発災時、綾里診療所は診察中であり、職員の
ほか患者も10人前後いた。津波襲来の知らせを
受け、綾里中学校に避難した。そこでけが人や
腹痛を訴える方に対し応急処置を実施した。
　吉浜診療所は地震の被害が比較的小さく、院
内処方により必要な薬剤も備蓄があったため、

１．医療活動の全体像
　県立大船渡病院の医師が中心となり、保健チ
ーム、医療チームを統括・編制し、市保健師の
指揮下に医師を置く（巡回場所等を調整等）よ
うに配置した。そのため、市保健師等の医療救
護班が市役所本庁に拠点を置き、市内開業医の
協力を得ながら、県内外からの医療支援チーム
等の活動調整を行い、市内全域に医療が提供で
きるよう体制を整えた。
　医療チームと保健チームには、各避難所の担
当を割り当て活動した。実施者は、派遣チーム
のほか、地元は県立大船渡病院、大船渡保健
所、気仙薬剤師会、気仙地域リハビリテーショ
ン広域支援センター、大洋会などがミーティン
グに参加し、情報交換、情報共有、ケース検討
等を行った。
　支援のチーム数と期間を考慮しながら、担当
する避難所や、地区割り、応急仮設住宅等を決
め、毎日夕方のミーティングで確認した。ミー
ティングは、毎日開催していたが、６月から

❸ 医療

月・水・金の週３回、９月から週１回（水）、
１月から月２回（第２・４水）となった。ミー
ティングの回数が減り情報共有の場が減ること
を懸念し、１月からメンバーでメーリングリス
トを構成し連絡をとりやすいように工夫を図っ
た。
　県立大船渡病院の医師は、医療救護班への指
導指揮のほか、毎日のミーティングに出席し、
特に派遣の医療チーム、気仙医師会との調整を
実施した。
　支援の申出があった医師については、支援チ
ームと同様に担当避難所を割当て、避難者の救
護及び診察にあたった。他には、国保診療所の
医師は三陸町の地区、盛小学校に避難していた
医師は盛小学校でそれぞれ医療活動を行った。
　そのほか地元の医師は、自主的に近くの避難
所での救護、診療活動、遺体の検案、自院での
診療再開といった様々な形で自分たちの役割を
担った。
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３．慢性疾患患者の対応
　発災当初は、リアスホールと盛小学校は市保
健師が常駐で随時対応し、その他は市保健師で
チーム編成して避難所を巡回した。健康チェッ
ク、健康相談、感染症予防、エコノミークラス
症候群の予防など、１日に１、２回程度実施し
た。要観察者には、医療チーム巡回の際に、即

対応できるように、血圧値、体調、薬の服薬状
況等を記載した記録票を持たせた。
　その後、医療支援チームの巡回診療や、避難
所での常駐による診療が行われるとともに、開
業医、薬局等の開設状況を確認し、情報提供し
た。

４．医薬品等の確保
　発災直後は、市災害対策本部に駆けつけた医
師が医薬品の選定を行い、市災害対策本部か
ら、県災害対策本部に医薬品の調達をFAX等
で依頼した。
　医療活動用の医薬品は県から調達したものや
支援チームが持参したものを使用したが、徐々
に支援物資として医薬品も供給されるようにな
り、その分別が困難となったため、地元の気仙
薬剤師会が分別を行うなど連携して医薬品の管

理を行った。
　気仙薬剤師会は、県等から提供された多種多
様の薬剤の分類整理を担当し、派遣医療チーム
が各避難所等に持参しやすいようにした。ま
た、自主的に避難所等での薬の相談会を実施し
て、適切な薬の提供や、応急仮設住宅等を戸別
に訪問し薬のセットを配付したほか、毎日のミ
ーティングにおいて、薬局や薬関係の情報提
供、薬の処方等についてアドバイスした。

診療を継続することができた。
　薬剤については、備蓄量が一定程度あったほ
か、地震発生から１カ月後位には薬品会社に来
てもらうことで対応することができた。

③歯科診療所
　発災直後は、歯科医・歯科診療所としてどう
対処するかというよりも、避難所の準備等にお
われた。２、３日後に、口臭等の避難者の異変
に気づき、歯ブラシと紙コップを歯科診療所か
ら持ち出し、配布した。また、誤嚥性肺炎の予
防等のため、うがいの推奨などを行った。
　携帯電話が復旧後、気仙歯科医師会及び岩手
県歯科医師会と連絡を取り、県立大船渡病院に
ポータブルタイプの歯科診療機器セットが１台
あり、現在は使用していないという話を聞き借
り受けた。それを用いて綾姫ホールに仮設の歯
科診療所を４月１日に開設した。患者の頻度は

１時間に１名程度であったが、避難のために入
れ歯をなくし食事ができなくなってしまった方
などの治療を実施した。
　岡山県の口腔ケアの支援スタッフからの支援
を受ける際、歯科診療所長がコーディネートを
担当した。支援スタッフは移動手段がなかった
ため、大船渡市及び陸前高田市の避難所等に歯
科診療所長が自身の車で案内し、支援を行っ
た。支援スタッフは医師と歯科衛生士の２人組
体制（７チーム）であった。阪神・淡路大震災
時の経験に基づき、利用できる水が少ない時の
歯磨きの方法等の様々なノウハウを持ってお
り、これらをポスターにして避難所に貼り、啓
発するなどした。この時点でようやく市内全域
の被災状況を把握することができ、避難所を巡
回する中で要望された支援物資のニーズを本部
に伝えるなどの役割も担った。
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第９章　産　業

❶ 農業

１．被害状況
　農業関係の主な被害は、山間部の田畑の陥没
や地割れ、海沿いの田畑の表土の流出などであ
った。それ以外にも、施設の全壊や天井崩落な
どがあった。農地自体の被害は77.2haであった。
　３月12日から13日にかけて大船渡市農業協同
組合（以下「市農協」という。）や農林振興セ
ンターから、農林業施設（田畑、ハウス、用水
路、地区集会施設等の公共施設）の被害状況に
ついて情報を収集した。公共施設以外の農林業
施設の被害状況の集約は市農協に依頼した。
　市が管理する24施設の被害状況は４月20日ま
でに全て確認することができた。通行できない
道路があったため、発災後にすぐに全ての被害
状況の確認をすることはできなかった。
　市農協自体は、盛町の本店が被災し、支店に
おいても被災したところがあった。

図表　農地・農業用施設等の被害状況
種　別 農　地 農業用施設 農地海岸

保全施設 合　計

箇所数 1,772 223 3 1,998
被害額
（百万円） 1,925 370 9,800 12,095

図表　農地の被害状況
種　別 田 畑 合　計
面積（ha） 55.2 22.0 77.2
箇所数 1,158 614 1,772

被害額（百万円） 1,490 435 1,925

図表　農業用施設の被害状況
種　別 ため池 水　路 道　路 合　計
箇所数 1 111 111 223
被害額

（百万円） 5 270 95 370

図表　農地海岸保全施設（堤防）の被害状況
地　区 堤防延長 被害の状況 被害額

（百万円）
合足 219m 堤防一部損壊 2,800

沖田 160m 堤防前面の波消しブ
ロックの流出・破損 200

吉浜 570m 堤防全壊 6,800
合計 949m 9,800

２．復旧への対応
　地方卸売市場大船渡青果株式会社は、津波に
より事務所と売り場が全壊する被害を受けた
が、国の補助２分の１、市及び県の補助各８分
の１を受けて復旧を行い、平成25年３月に再開
した。
　市農協の菌床しいたけ栽培施設は、津波によ
り栽培用ハウス11棟が流失する被害を受けた
が、東日本大震災復興交付金を活用し、日頃市
町に菌床しいたけ栽培施設６棟を復旧し、平成
25年４月に再開した。
　国の補助事業（被害額40万円以上）と県の補
助事業（被害額13万円以上）のほかに、比較的
被害額が少ない農業被害（被害額13万円未満）
については、平成23年10月から平成25年３月に
かけて、市の東日本大震災農地小規模災害復旧

事業として、農家１件当たり13万円を限度に復
旧のための助成を行った。補助総額は、平成23
年度で142万円、平成24年度で211万円となっ
た。工事などは地元業者に依頼して対応した。
　大規模な農業被害については、県が主体とな
って、平成23年10月から復旧支援のための地区
説明会を実施した。
　農地の転用など農地以外に使う場合、農業振
興地域においては農用地区域から除外する農用
地利用計画の変更（農振除外）の手続きを行う
必要がある。市では、この手続受付を年１回実
施していたが、発災後は年６回の手続受付を実
施し、農振除外・農地転用の手続きが迅速に行
えるようになった。また、農地転用許可書の交
付事務にあたっては、岩手県農業会議に依頼
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し、通常月１回開催されている常任会議、委員
会議を月２回開催してもらい、早期に許可書を
交付することができた。
　また、贈与税猶予の農業経営継続証明書を郵
送で交付した。平成23年２月分の農地転用許可

証等は３月16日から交付を開始し、同年の３、
４月分の許可申請は３月21日から受付を開始した。
　農業委員会業務を早期に再開できたことで、
早い時期からの住民の住宅建設や企業の復興に
つなげることができた。

１．被害状況
　林業関係の主な被害は、林道の被害（法面崩
落等）、森林（杉）の塩害などがあった。

❷ 林業

２．復旧への対応
　林道の被害については、早期に復旧可能なも
のは平成23年度中に業者に委託して復旧を行っ
た。また、被害の大きかった赤崎・増舘林道内
の２カ所については国に補助金を申請し、平成

24年度中に実施した。
　森林（杉）の塩害については、平成26年３月
までに気仙地方森林組合に委託して伐採を行っ
た。

❸ 水産業

１．被害状況
　魚市場は、岸壁そのものは損傷していなかっ
たため、潮位によっては船の着岸や水揚げは可
能であった。建物は津波による浸水被害を受け
たが、魚市場の職員は迅速に避難したため人的
な被害はなかった。
　しかし、冷凍施設はほぼ全てが被害を受けた
ため、水揚げした魚はすぐに消費地に輸送し

た。また、地震に伴う地盤沈下が発生したた
め、漁港の全施設が被害を受けていた。さら
に、高潮位時には岸壁等の浸水が発生した。
　漁船は、漁船登録数の約9割に当たる2,755隻
が被災するとともに、ワカメ、ホタテ、カキ等
の養殖施設8,015カ所及び生産中の水産物がほ
ぼ全滅する被害を受けた。

被害区域 盛町、大船渡町、末崎町、赤崎町、
三陸町綾里、三陸町越喜来、三陸町吉浜

被害箇所 88カ所
被害本数 7,194本

図表　塩害木の被害状況

２．復旧への対応
　発災から３日間は、市内漁港、漁業集落排水
施設処理場、新旧大船渡魚市場及び水産関連施

設の被害状況について、通信手段がなく職員が
現地調査を行い把握した。
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図表　漁船・養殖施設の復旧状況
（平成26年10月31日現在）

計画数 復旧済数 復旧率

漁　　船 1,434隻 1,427隻 99.5％

養殖施設 4,087台 4,087台 100.0％

❹ 誘致企業

１．被害状況
　発災当時、市内で操業していた誘致企業８社
のうち７社が津波被害を受け、津波被害を免れ

た１社も地震による被害により、操業を休止せ
ざるを得なかった。

２．復旧への対応
　市では、発災直後から市内誘致企業の被災状
況や今後の事業方針等について聴取するととも
に、工場等の再建や移転先（浸水区域以外の高
台等）、事業継続を断念する企業の離職者対策
等について、関係機関と連携しながら対応し

た。
　また、時間の経過とともに、国等において
様々な支援制度が創設されたことから、工場等
の再建・移転を検討している市内企業に広く周
知を図り、支援に努めた。

１．被害状況
　本市では、全2,629事業所のうち53.9％にあた
る1,416事業所が被災した。大船渡商工会議所

も被災したため、大船渡公共職業安定所内で事
務を行った。

❺ 店舗・事業所

（出典：大船渡水産振興センター調べ）

　発災翌週から年度末までは、水産業復旧・復
興事業に係る情報収集を行った。
　市が管理する全ての漁港が被災したため、他
自治体等の協力を得ながら市管理漁港施設等の
災害査定（７月～12月）を目標期間内（平成23
年中）に完了させた。
　国・県による復旧・復興関連制度を積極的に
活用し、各漁協等からの要望に応じて可能な限
り予算を確保しながら、漁船や養殖施設等の復
旧・復興支援に努め、４月には、所管施設の復
旧方針を検討した。
　大船渡魚市場施設の応急修繕（建築電気設
備、海水滅菌施設、船舶給水施設）を行い、６
月に大船渡魚市場の業務を再開し、７月には定
置網の初水揚げを行うことができた。迅速な応

急復旧工事等を実施したこともあり、他の産地
市場と比較して早期に営業を再開することがで
きた。
　漁船は、各漁協が計画を立て、県及び市の補
助事業として復旧を行った。
　県管理漁港の復旧は、岸壁については応急処
理にとどめ、外郭施設を優先的に行った。市管
理漁港は、物揚場のかさ上げを優先的に実施し
た。
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２．復旧への対応
　大船渡商工会議所では、４月20日に中小企業
基盤整備機構による仮設店舗の入居説明会を開
催した。
　複数の事業者が集まって事業を再開する場合
に仮設店舗を建設して無償貸与することや中小
企業基盤整備機構に対する申請を市が行う必要
があることなどが説明された。説明会終了時に

大船渡商工会議所では、再建及び仮設店舗入居
希望の意思確認の調査を行うことを発表し、市
には調査の結果が提示された。
　これらを経て、仮設店舗への入居は９月30日
から開始され、平成27年３月末現在で延べ496
区画が整備された。
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❻ 港湾
■事実経過
H23/３/11 ～

３/13
湾口防波堤の倒壊を確認
海上コンテナ関連施設（コンテナヤード施設、ハーバークレーン、リーチスタッカ等）すべて被災

３/13 釜石海上保安部が午前10時、すべての船の入出港を禁止
国際貿易コンテナ定期航路が休止となる。
岩手県大船渡土木センターから県管理の港湾施設に外観上大きな被害がないことを確認

３月中旬 海上コンテナ、打ち上げ船舶の所在地調査を実施
３/17 ～３/18 航路確保のため作業船団が到着するとの連絡あり（国等）
３/18 ～３/19 海上・海中遺体の対応手順について国・県と協議
３/19 ～３/23 補給物資輸送船（自衛隊）の航路確保のための海面浮遊物除去、補給物資輸送船の航路確保（国等）

３/22 東北地方整備局及び岩手県による航路啓開、海上保安庁の測量船による水深調査がおおむね終了
救援物資船等は入港許可。日の出から日没まで入港を許可

３/23 中部地方整備局の「清龍丸」が救援物資輸送船として大船渡港に入港
国・県・市の連名で３月24日午前０時からの大船渡港一部復旧について広報（文書）
当分の間、港湾管理者及び所管海上保安部長が認める災害復旧又は支援に係る船舶のみが航行可能

３/24 国土交通省北海道開発局の広域防災フロートが、物資輸送のため大船渡港に入港し、３月25日に荷役完了
４/２ 海上コンテナ内の水産物処理について、庁内・荷役業者で協議

４/11、12、15 客船「ふじ丸」が被災者支援船として入港（食事、入浴等提供）
４/12 海上コンテナ等の取扱いについて船社・荷役業者・市で協議
４/19 釜石海上保安部が大津波被災に伴う航泊禁止の解除

７/27 ～７/28 客船「飛鳥Ⅱ」が震災後初めてクルーズ入港
９/６ 客船「ぱしふぃっくびいなす」がクルーズ入港
10/14 客船「飛鳥Ⅱ」がクルーズ入港

H24/７月 湾口防波堤復旧工事着工
H25/９月 国際フィーダーコンテナ定期航路が開設

図表　発災当時の主な港湾施設

出典：大船渡港港湾計画（平成24年４月１日作成）
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１．被害状況
　市内には、野々田地区、茶屋前地区、永浜・
山口地区のふ頭の他、湾口防波堤等の港湾施設
があり、市では、発災直後から県の大船渡土木
センター等の関係機関と連携し、ふ頭や湾口防
波堤、コンテナ航路、ハーバークレーン等の荷
役機械等の被災状況の調査を行った。可能な限
り車でパトロールし、がれき等により近づけな
いものについては徒歩や遠方からの目視により

被災状況を確認した。
　ふ頭には若干の段差がある程度で使用可能な
状況であったが、水深が変化している可能性が
あるため、船舶等の受け入れにあたり航路のが
れき撤去や水深調査及びふ頭施設の測量等が必
要な状況であり、港湾荷役用ハーバークレーン
等は津波による流失は免れたものの、機械部分
が浸水し点検が必要な状況であった。

図表　被災した湾口防波堤

出典：大船渡港港湾計画（平成24年４月１日作成）

出典：国土交通省東北地方整備局大船渡港事務所作成パンフレット（平成17年３月作成）
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２．復旧への対応
①国や県との連絡調整
　市へ寄せられる支援物資を積んだ船舶や故障
船舶への対応、湾内航行の可否等の問い合わせ
など、港湾に関する案件について国や県との連
絡調整にあたるとともに、情報共有を図った。
　また、漁船やヨットなどの所有者からも多数
問い合わせがあり、国、県等の関係機関との連
絡調整を行った。

②航路の確保
　発災直後、大船渡湾内には多数の海上滞留物
があり、船舶が安全に航行できる状況ではな
く、３月13日午前10時、釜石海上保安部におい
て全ての船舶の入出港が禁止された。
　湾内のがれき撤去（航路啓開）は、東北地方
整備局釜石港湾事務所、釜石海上保安部、県が
あたり、市では国及び県からがれき撤去の状況
についての情報提供を受け、情報を共有すると
ともに、海上コンテナ等の撤去について国及び
県と連携を図った。
　がれき撤去は、国土交通省主導のもと19日か
ら23日にかけて実施され、22日には海上保安庁
測量船「昭洋」による水深調査がおおむね終了
したことから、港湾管理者及び所管海上保安部
長が認める災害復旧又は支援に関する船舶等に
限り航行が可能となった。当該情報は24日、東

北地方整備局釜石港湾事務所、釜石海上保安部、
岩手県、大船渡市の連名にて文書広報された。
　４月19日には、釜石海上保安部長名により、
大船渡港区域の航泊禁止が解除となった。
 
③港湾物流関係がれきの処理
　海上滞留物の撤去は国・県が対応し、市で
は、がれき撤去の支障となる海上コンテナの撤
去について国・県に協力するとともに、撤去作
業の進捗状況等の情報提供を受けて市災害対策
本部と情報共有した。
　コンテナ自体は船会社の所有物で内容物は通
関の前後で所有者が異なる場合があるため、荷
物の所有者を調査する必要があった。所有者の
調査にあたっては、コンテナターミナルを運営
していた日本通運㈱と連携し、流出したコンテ
ナの所在確認、コンテナ番号の突合を行い、所
有者に連絡した上で中身の取扱いについて協議
し、コンテナや中身の引渡し、撤去を行った。
　４月12日には船会社、荷役業者、市で協議
し、がれき撤去のために仮置きしていたコンテ
ナについて、基本的に船会社が所有権を放棄す
ることを確認し、市建設課が行っているがれき
撤去作業で処理することとした。
　コンテナの中身は機械類や古紙、廃プラスチ
ック、肥料等が主なものであるが、外国貨物で

図表　主な港湾施設の概況及び被災状況
野々田地区 茶屋前地区 永浜・山口地区 湾口防波堤

岸 壁 等

・40,000トン級：
　－13m岸壁１バース270m
・5,000トン級：
　－7.5m岸壁２バース260m
・1,000トン級：
　－4.5m岸壁２バース120m
・－3ｍ物揚場70ｍ

・10,000トン級：
　－９m岸壁２バース330m
・2,000トン級：
　－６m岸壁２バース210m
・－4ｍ物揚場195ｍ
・－3ｍ物揚場371ｍ

・40,000トン級：
　－13m岸壁１バース290m

・南堤：291ｍ
・北堤：243.7ｍ
・開口部：201.7ｍ
・開口部水深：－16.3ｍ
・潜堤水深：最大－38
ｍ

竣　　工 平成元年 昭和50年 平成21年 昭和42年
ふ頭用地 6.5ha 13.6ha ─ ─
緑　　地 1.6ha 1.6ha ─ ─

被災状況

－13ｍ岸壁、－7.5ｍ岸壁は
異状なし、－3ｍ物揚場は垂
直ではない部分があり、ふ
頭用地は10～30cm程度沈降
（船舶接岸に支障ないが、水
深調査が別途必要）

－９ｍ岸壁は異状なし、－
６ｍ岸壁は北側20cm程度沈
降（船舶接岸に支障ないが、
水深調査が別途必要）

一部ハラミ出し 倒壊（ケーソン滑落、
マウンド被災）

※竣工は震災前、最後に整備された施設の完成年
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あるため通関に関する問題もあった。コンテナ
の荷降ろしにあたっては、通関士により税関で
再輸入手続きをし、内貨とした上で対応した。
冷凍機能付きコンテナに入っていた冷凍魚等の
廃棄にあたっては、市水産課と連携して埋設処
理を行った。
　発災当日、冷凍魚を積んでいたロシア船が大
船渡湾内で座礁し、船員は船を放棄して避難し
たため、船が湾内に放置される状況となった。
ロシア船の取扱いについては県が対応にあたっ
たが、ロシア国内で船主と保険会社との間でど
ちらに所有権があるかの係争があり、裁判が結
審するまでの間、永浜水面貯木場に仮置きする
こととした。
　平成26年12月現在、船の所有権は船主にある
との判断がなされ、県から船主へ撤去について
働きかけているが、ロシア船は永浜水面貯木場
に停泊したままとなっている。

④入出港船舶への対応
　市では、船舶等の入港に関する問い合わせを
受けた際、国・県等と情報共有し連絡調整にあ
たった。大船渡港では給水施設・設備が被災
し、給水やゴミ処理等に対応できない状況であ
ったため、大船渡港へ入港する際は、他の寄港
地でこれらに対応してもらった。
　野々田ふ頭では、平成19年度に大船渡港と韓
国・釜山港を結ぶ国際貿易コンテナ定期航路が
開設され、コンテナ荷役に使用するハーバーク
レーン及びリーチスタッカが整備されていた
が、津波により機械が浸水して稼働できない状
況となり、コンテナ航路を休止せざるを得なか
った。荷役機械は、市内外の民間企業16社で設
立した大船渡国際港湾ターミナル協同組合で整
備したものであるが、同組合においてコンテナ
航路再開に向け、補助金等を利用して荷役機械
の再整備の取組を進め、平成25年１月には荷役
が可能な態勢を整えた。
　大船渡港では、平成元年の客船「にっぽん丸」
の寄港を皮切りに、毎年２、３隻の客船が入港し
ており、発災直後は客船関係各社からの支援を
いただき、市はその連絡調整にあたった。

　発災から１カ月後の４月11日、12日、15日に
は、㈱商船三井がチャーターした客船「ふじ
丸」が支援船として入港し、避難所生活を送る
被災者に食事や入浴等のサービスを提供した。
　７月27日、28日の両日には、震災前から客船
「飛鳥Ⅱ」の入港が予定されていたが、船会社
と市との間で、入港することによる市民感情な
どについて話し合いを重ねた。最終的には、発
災から４カ月が経ち応急仮設住宅が整備されて
きた時期であることから、復興の兆しとなるこ
とを期待し、入港することとした。「飛鳥Ⅱ」
は、「復興支援クルーズ」として震災後初のク
ルーズ入港を果たした。「飛鳥Ⅱ」は10月14日
にも入港し、その後も荒天時を除き、毎年寄港
している。
　９月６日には、客船「ぱしふぃっくびいな
す」も寄港し、クルーによるがれき撤去作業支
援も行われた。
　現在の大船渡港は、貨物船、客船、漁船、ヨ
ット、曳船、コンテナ船などが震災前と同様に
入港している。平成25年９月には、仙台港など
を経由し、京浜港で積み替えて世界に出してい
く、国際フィーダーコンテナ定期航路も新たに
開設された。

⑤物資等の受領
　国が船を出してガソリンなどを運んだことが
あったが、物資のほとんどは陸路で輸送され
た。物資の保管場所が不足したことから、国土
交通省から提供を受け、ふ頭上に設置したテン
トを支援物資の一時的な置場として利用した。
なお、利用にあたっては、陸前高田市にも声が
けをし、共同で利用した。

入港したふじ丸
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１．契約行為の応急措置
①各種契約変更手続き
　発災時、市が発注していた建設工事や委託業
務などについては、震災により被害を受けた公
共施設の機能維持を優先させるための一時中止
や、履行中の委託内容のうち被災等の影響を受
けたことで委託内容の見直しが必要な場合があ
った。
　建設工事については、通常は発注担当課で工
事中止を決定するが、発災時は市財政課が中心
となり、県とも連携しながら一括で対応した。
現場の工事状況によって変更手続きの内容は異
なり、その都度対応するとともに、工事中止と
なったものもあった。
　一般的な契約関係は各担当課で変更手続きを
実施した。ほとんどの案件が出来高を把握でき
なかったが、出来高が80％でも設計書を変更す
る必要があり、５月31日までに変更契約を結ぶ

など、ほとんどを繰越契約扱いとした。また、
金融機関が動いていなかったため、前払を実施
して欲しいという要望はほとんどなかった。
　指定管理者への対応については、各課で個別
に状況を把握し今後の対応方法を決定した。相
手の被災状況に応じて、対応はまちまちであ
り、一律での契約変更等の基準は設けなかっ
た。
　震災により使えなくなった施設については、
指定管理の中断という形にして対応した。
　カメリアホールについては避難所として指定
し、その後の収益は無い状態となったことか
ら、指定管理の中断という形をとった。

②市営建設工事の格付申請
　発災時は、市営建設工事の格付申請（２月25
日から３月25日まで）の受付期間中であった。

図表　発災時に指定管理者制度を導入していた施設
施　　　設　　　名 指定管理者

老人福祉センター 社団法人大船渡市シルバー人材センター
デイサービスセンター 社会福祉法人成仁会
Ｙ・Ｓセンター 社会福祉法人大船渡市社会福祉協議会
おおふなと斎苑・浄霊苑 アーバン株式会社
丸森墓園・長谷堂墓地 社団法人大船渡市シルバー人材センター
世界の椿館・碁石 大船渡市農業協同組合
綾里地区生産物直売所 大船渡市観光物産協会
フレアイランド尾崎岬 株式会社小川
むらづくり研修施設 各地域公民館など
鹿の森公園 三陸ふるさと振興株式会社
三陸ふるさと物産センター／三陸畜養センター 三陸ふるさと振興株式会社
あわび生産センター 三陸町あわび増殖振興協会
根白地区・小石浜地区緑地広場 各自治会など
大船渡駅前交流広場 大船渡大通り商店街振興組合
シーパル大船渡／勤労青少年ホーム／働く婦人の家 財団法人大船渡市体育協会
体育センター／市民体育館／市営球場／市民テニスコート／市民弓道場／市民プー
ル／田中島グラウンド／三陸体育館／三陸柔剣道場／三陸総合運動公園／三陸Ｂ＆
Ｇ海洋センター／山村広場／盛川河川敷公園多目的広場・少年野球場

財団法人大船渡市体育協会

第10章　行政及び議会

❶ 財政
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建設関係の各事業所では、書類を流失して対応
できないところもあることが予想されたため、
市が県に働きかけて、県から岩手県建設業協会
に対して３カ月の提出期限延長（６月24日まで
延長）をする旨、通知した。申請業者の９割
は、この延長期間中に提出した。
　前回どのような書類を提出したかという確認
の問い合わせはあったが、事務手続き自体は通
常通りであり、業者からの苦情もなかった。

③物品契約事務の応急措置
　発災時、既に物品契約等を行っていたものに
ついては、契約延長とするといった対応を行っ
た。
　新規契約はできない状況であったため、新た

な調達は行わなかった。コピー用紙が不足した
ため支援物資のコピー用紙で対応した。
　津波で流失したリース物件について、支所の
コピー機などは弁償・賠償で対応し、AEDは
弁償なしリース契約の内容により、特例措置を
図ってもらえたものもあった。

④災害復旧工事の契約
　災害復旧工事の主なものは国からの発注であ
った。発災後に実施した平成23年度分の本市に
おける公共工事は、がれき撤去が中心であり、
がれき処理は委託業務として取り扱った。がれ
き処理に関する発注は岩手県建設業協会に一括
して依頼し、協会側で地区ごとに受託事業者の
割り振りをして対応した。

２．支払等の対応
　会計事務は、起債の償還期限や年度末・年度
初め、生活保護費の支給等、出納閉鎖（５月
末）があり、災害が発生したことにより、猶予
できるものとできないものがあった。通常の方
法で処理できないことから、どの事務をいつま
でに処理しなければならないのか、急ぐ事務、
年度末・年度初めに処理しなければならない事
務、出納閉鎖までには処理しなければならない
事務などを整理した。支払方法は、岩手銀行等
金融機関ごとに、システムや被災の状況等が異
なり対応に苦慮した。

①歳入
　＜納付書によるもの＞
　窓口払いは、岩手銀行の市役所出役業務再開
に伴い４月４日から再開した。
　市税等の納付書による納付は、市税務課窓口
で３月23日から再開し、市会計課金庫で保管
し、翌日、銀行へ持ち込んだ。
　市税等の納付書による金融機関での納付は、
岩手銀行の市役所出役業務再開に伴い４月４日
から再開し、現金での払い込み等が可能になっ
た。大船渡市農業協同組合は４月13日から再開
し、その他被災した金融機関も順次再開した。

　＜口座振替によるもの＞
　水道料金、簡易水道料金、下水道料金の口座
振替は、６月16日から再開した。市税や税外収
入についても、納付書発行とともに口座振替を
再開した。

　＜各金融機関での納付分＞
　歳入については、各金融機関が被災したが、
市に送金する税金を既に受け付けていたものも
あった。名目や内容がわかるものについては内
容を連絡してもらうようにした。納付書や現金
が流失してしまったが、市民本人が納めたとい
う申し出があって金融機関でも確認がとれるも
のについては納付済として取り扱うこととし
た。
　市の公金だということまではわかるが、個別
の名目までは判明できなかったものもあった。
公金であるものについては、歳計外現金に一旦
入れて、内容がわかり次第処理を行った。
　３月10日に口座振替を依頼した水道料金（３
月16日口座振替分）が各収納代理金融機関から
指定金融機関に４月に送納され、４月18日に市
会計に入金処理となった。
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　歳入・歳出の日計表は、通常は指定金融機関
である岩手銀行大船渡支店が作成するが、指定
金融機関が被災して作成できなくなり、市で日
計表を作成して対応した。

②歳出
　本市では、毎週金曜日を口座振り込み支払日
としているが、３月18日を除き、23日から支払
いが再開できたのは、市の財務会計システムが
発災から４日目に復旧できたことによる。市会
計課の職員に出納係と審査係が１名ずついたこ
とから支払可能な方策を考え、指定金融機関で
ある岩手銀行と協議した。
　通常は、電話回線を使用して支払内容に関す
るデータを送信しているが、電話回線が不通で
あったため、25日からデータをフロッピーディ
スクに保存して送付する方法にするとともに、
支払手続きも、岩手銀行大船渡支店が被災した
ため、盛支店で行った。
　各課からは、年度末を期限とする請求書が多
く届いており、支払い対応が必要であった。電
気、電話料金等の納付書払いは、23日から再開
できた。

　基金や預金の満期のものについては、３月31
日や４月１日処理の必要があった。このため、
岩手銀行遠野支店まで岩手銀行大船渡支店の行
員と市会計課職員が同行して対応した。起債の
償還金等、猶予してもらえるものもあった。

③各金融機関との調整
　岩手銀行大船渡支店は、津波警報が発表され
た場合には業務を中止して避難するため、その
間の業務は盛支店で対応することを確認してい
た。このため、発災当初は盛支店を訪問し、指
定金融機関の業務を対応してもらった。
　電話がつながらないため、毎日各金融機関に
来庁してもらって、対応について調整した。金
融機関も被災したところがあったため、通常と
は同じように対応できないものもあった。
　東北銀行や北日本銀行なども被災したため、
連絡調整に苦慮した。ゆうちょ銀行分は大船渡
支店が被災したため、猪川支店が対応した。
　市建設課からの要請で、被災した金融機関の
金庫やATM現金等の盗難を防ぐため、がれき
を除けた直後に金庫の引き上げができるよう市
会計課が金融機関と連絡調整を行った。

３．予算措置
　地方公共団体の歳出予算には、災害等を含む
緊急的に対応が必要な事案に対する支出ができ
るよう、具体的な支出の定めがなくても計上で
きる災害復旧費及び予備費を計上している。
　がれき処理は３月12日から始まっていたの
で、その委託にかかる費用の年度内支払分の調
整が必要であり、件数が多かったため繰越処理
で対応した。

　予備費は500万円しかなく、今回の震災では
当初予算に計上している分だけでは対応でき
ず、補正予算を組んで対応した。
　議会は、現年度と新年度の補正予算について
22日に議決した。さらに、31日には専決も実施
した。
　がれき処理にかかる経費を上乗せし、財政調
整基金を繰出すなどした。
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１．市税の申告・納付期限等の延長
　震災の影響により、平成23年３月11日以後に
到来する市税の申告受付、納付期限等を延長し
た。なお、延長後の納期限は、次の図表のとお
りである。

❷ 税務

２．市税等の減免等
　平成23年3月11日以後に納期の末日が到来す
る平成22年度・平成23年度分の市税、後期高齢
者医療保険料、介護保険料について、被災の程
度に応じて減免等を行った。
　固定資産税については、震災による津波で損
害を受けたとして市長が指定した課税免除区域

税　　　　目 納　　期　　限
軽自動車税 全　期　平成23年８月１日

固定資産税

第１期　平成23年８月31日
第２期　平成23年10月31日
第３期　平成23年12月26日
第４期　平成24年２月29日

市・県民税

第１期　平成23年９月30日
第２期　平成23年11月30日
第３期　平成24年１月31日
第４期　平成24年３月30日

国民健康保険税、
介護保険料、後期
高齢者医療保険料

第１期　平成23年９月30日
第２期　平成23年10月31日
第３期　平成23年11月30日
第４期　平成23年12月26日
第５期　平成24年１月31日
第６期　平成24年２月29日
第７期　平成24年３月30日

図表　延長後の市税の納期限

内の土地及び家屋の固定資産税の課税免除を行
った。
　軽自動車税については、震災により流失・損
壊した軽自動車などの車両には課税しないこと
とし、軽自動車税の課税除外に関する申立書の
提出の受付を行った。
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■事実経過
H23/３/11 停電により全ての電算システムは使用不能。三陸支所近辺施設で、端末60台が流失

３/14 電算システムの正常起動を確認（通信系を除く。）
３/18 携帯電話を利用し、ツイッターによる情報提供サービスを再開
３/24 JAXAの支援により、人工衛星を利用したインターネット回線を確保
４/７ 深夜に発生した余震により停電となり、電算システムのすべてが使用不能
４/８ 電力の復旧を受け、電算システムを起動。正常稼動を確認
４/９ ワイドネットワークの支援により、不通になっているNTT回線に替え人工衛星を利用したインターネット回

線に切替。これにより、本庁のすべての１人１台端末からインターネット検索が利用可能となる。（ただし、
メールの送受信、市のホームページの公開は不可）

４/11 １人１台端末からインターネット検索が利用可能となったことから、JAXAによる支援を終了
４/15 庁内電算システムの設定変更等により、メールの送信が可能
４/16 庁内電算システムの設定変更等により、メールの送受信が可能
５/11 ADSL回線が復旧。衛星回線からADSL回線に切り替える。これにより、市のホームページが外部から閲覧可

能
５/21 市役所と各出先機関を結ぶ光ファイバー網の一部が復旧し、庁外職場から住基システムや業務用フォルダを

利用可能（利用不可の施設は下表を参照）
５/24 市役所と県を結ぶLGWANが復旧
８/21 本庁舎～三陸支所間の通信回線の全面復旧

❸ 電算システム

１．被害状況
①電算システムの被害状況
　庁内の電算システムは、３月11日の停電によ
り、全て使用不能となった。
　三陸支所近辺等の施設では、津波により端末
60台が流失した。三陸支所内に応急的なネット
ワークを設置したが、本庁との回線が通じてい
なかったため、本庁のデータにアクセスできな
い状態であった。その対応として、本庁からデ
ータを媒体で三陸支所に持って行った。三陸支
所には県のデータを確認するための端末もあっ
たが、それらも利用不可能となった。

②ネットワークの被害状況
　通信回線は、発災直後からすべて不通となっ
た。当初は４月の中旬には復旧する見込みだっ
たが、NTT東日本の復旧の優先順位（NTT東
日本庁舎のフロアーの被害状況に基づき、①電
話、②光ファイバー、③ADSLの順番で復旧）

により、市が契約しているADSL回線の復旧は
５月11日、総合行政ネットワーク（LGWAN）
は24日まで遅れた。
　また、三陸支所近辺の津波被害により、三陸
支所及び近辺施設のネットワークが長期間不通
となった。

図表　平成23年５月24日時点でのネットワーク不通施設
地　　域 施　　設　　名

三陸支所近辺 三陸支所（※）、三陸公民館（※）、三
陸給食センター、三陸保健センター
（※）、越喜来診療所（※）

市民体育館周辺 市民体育館（※）、体育センター（※）、
青少年ホ－ム・働く婦人の家（※）、
シーパル大船渡（※）、広域連合衛生
課（※）

その他 博物館、老人福祉センター（※）、観
光物産協会（※）

（※）津波により端末が流失した施設
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２．復旧への対応
①電算システムの復旧への対応
　３月13日の夕方に庁舎の停電が復旧したた
め、電算システムを起動し、14日に通信系を除
き正常稼働を確認した。
　三陸支所近辺等の施設は、建物の復旧と合わ
せてシステム環境も復旧させた。

②ネットワークの復旧への対応
　３月24日に宇宙航空研究開発機構（以下
「JAXA」という。）の支援により、人工衛星を
利用したインターネット回線を確保した。その
後、４月９日には、ワイドネットワークの支援
により、不通になっているNTT回線を人工衛
星を利用したインターネット回線に切り替え
た。これにより、本庁舎すべてが１人１台端末

からインターネット検索が利用可能となった
（ただし、メールの送受信、市のホームページ
の公開は不可）。これにより、11日にJAXAに
よる支援を終了した。
　16日には、メールの送受信が可能となり、
５月11日にADSL回線が復旧、衛星回線から
ADSL回線への切り替えを行った。これによっ
て、市のホームページが外部から閲覧可能とな
った。
　21日に市役所と各出先機関を結ぶ光ファイバ
ー網の一部が復旧し、本庁舎外職場から住民基
本台帳ネットワークシステムや業務用フォルダ
が利用可能となった。24日には、市役所と県を
結ぶLGWANが復旧し、８月21日には本庁舎か
ら三陸支所間の通信回線が全面復旧した。

１．窓口業務
　窓口業務としては、死亡等戸籍届出の受付や
避難場所に関する相談の他、生活相談、各種証
明書の発行、住所変更にかかる各種届出受付を
実施した。
　発災直後は、停電で全てのシステムが使えな
くなり、住民票や戸籍の内容を見ることができ
なくなった。このため、受付方法について検討
し、当初は、土日・祝日とも窓口業務として戸
籍届出・各種証明書発行・住民異動届を受付し
た。６月18日からは、戸籍届出のみの受付に変
更した。

　＜死亡届＞
　警察からの行方不明者情報を元に、その後窓
口での対応が増えると予想される死亡届等の手
続に備え、紙で保管している住民票など必要と
なる書類を揃えた。市では、住民基本台帳シス
テムに障害があった場合などに備えて、住民票

❹ 窓口業務

をコピーして交付できるように、毎日必ず最新
のものを紙に出力して保管していた。住民票の
他、手書き用２枚複写の火葬場使用許可申請書
と死体埋火葬許可申請書及び諸証明申請書、住
民異動届も準備した。
　戸籍内容の確認と、死亡診断書の書き方につ
いて医師からの問い合わせがあり、３月12日に
厚生労働省が発行している「死亡診断書（死体
検案書）記載のマニュアル」を持って病院に行
き、内容を確認してもらい、それに沿って記載
するよう依頼した。通常の死亡診断書と異な
り、死亡者の氏名や死亡した時刻がわからない
場合等の記載について、マニュアルを見ながら
医師と確認した。

　＜火葬の受付＞
　火葬の受付では、通常の「死体埋火葬許可申
請受付簿」とは別の受付簿を作成し、使用し
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た。また、遠方の火葬場を使用するための受付
簿を作成した。本市では、通常１日９体まで火
葬ができるが、最大20体までできるよう火葬場
の台帳を整理し、それに情報を書き込んでいっ
た。
　死亡届に来庁した方がスムーズに手続きが出
来るよう、警察署発表の行方不明者情報を基
に、手書きの火葬許可証等をあらかじめ作成
し、待ち時間を少なくするための対応策をとっ
た。また、窓口業務等経験職員の応援を受け
て、受付業務にあたった。
　当初、火葬場の使用可否が不明だったため、
死亡届と火葬許可の手続きが同時に出来ず、電
話も不通のため、遺族の方の避難場所を聞き取

りし、バイク便により連絡を取り合った。
　＜各種証明書＞
　発災当初は、被災して身分証明書等を紛失
し、銀行などの手続きに、住民票を身分証明書
として使用する人もおり、住民票を無料交付し
た。ある程度、免許証の再発行手続きなどが済
んだと予測される２週間程度で無料交付を中止
した。その後は、印鑑登録をしていた者が、印
鑑登録証や印鑑を流失し、やむを得ず再登録す
る場合以外は例外を作らず、通常窓口と同じ料
金で各種証明書を交付した。
　証明書発行業務においては、亡くなった方の
相続手続きに必要となる戸籍や住民票の交付申
請が非常に多くなった。

２．窓口での受付状況
①受付状況
　３月中旬で人事異動の時期だったため、実際
に受付した住民異動届件数よりも転入や転出の
手続きをしたい人は多かったのではないかと推
測される。
　転入届については、本来は転出証明書がなけ
れば受付できないが、総務省の通知により証明
書を持たない転入も受け付けることができた。
各市区町村に配備されている住民基本台帳ネッ
トワークシステムで、氏名、性別、生年月日の
ほか、前に住んでいた住所を確認できるため、
庁舎の電気が復旧してから（13日の夜には電気
復旧）は正確な情報で転入届を受理した。

②受付時間の延長
　通常の窓口業務は、午後５時15分までであ
り、業務終了後、死亡届に伴う火葬許可証等の
発行はできないが発災後数日間は24時間対応と
した。
　本庁舎では、支所受付分も対応し、出張所は
５月23日から、支所は６月13日から証明書等の
発行を開始した。

③受付体制
　震災による死亡や家屋流失等に伴う証明書の

発行等の業務が増加したため、窓口業務等経験
職員に、死亡届の受付や窓口の対応の応援を受
けた。また、臨時職員も特例で任期を継続して
対応した。多数の方が来庁し、窓口対応は手一
杯の状況であった。
　しばらくの間は不通のため電話での問い合わ
せはなかったが、窓口での問い合わせが非常に
多かった。家屋の流失、家の中に流入してきた
物の取扱い、車の燃料、遠方からの安否確認の
連絡等、多くの問い合わせに対応した。そのた
め、市建設課の情報をもとに、道路の通行可能
状況、避難所の避難者リストを貼り出して対応
することとした。
　窓口では複数の職員で対応したものの、多く
の問い合わせがあり、非常に混雑した。特に、
救援物資を配布する場所を庁舎正面玄関前に設
置したため、そこを訪れる人で混雑した。その
影響が窓口にも及び、水と物資の支給を受ける
ついでに窓口で情報を仕入れて帰るといった人
が増え、窓口が人で溢れた。
　死亡届の手続きが落ち着いてからは混乱が少
しおさまり、庁内の係分担が定まってきたた
め、そこからはようやくスムーズに対応するこ
とができた。
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④苦情等の対応
　火葬は身元がはっきりしたものから受付順と
していたが、火葬場の許容量の問題からなかな
か順番が回らず、すぐには火葬ができない状況
であったため、苦情が非常に多く出た。また、
遺体を火葬場に移動する際には、多くの人を乗
せることができないため、親族は１名だけ付き
添えることとした。車やガソリンもなく、家族
の車で動けない場合は、公用車で対応した。

⑤市民に対する情報提供
　行方不明者の情報をどこにどのように届けれ

ば良いかといった問い合わせもあり、警察と市
役所に連絡が入ることも多かった。連絡のあっ
た身元不明者の情報はメモを取り、名前や特徴
等の情報を書き出して情報共有するようにし
た。さらに、ガス、銀行などの使用の情報も全
て壁に書き出した。各課から情報を電話で聞い
たり、新聞を確認したりするなどして、市民へ
の情報共有を図った。
　当初、市災害対策本部への一般及び報道関係
者の立ち入りが禁止されていたので、すべて１
階の窓口で止めなければならなかった。

❺ 津波浸水区域内の建築行為見合わせ
　発災からまもなくして、東日本大震災の津波
浸水区域において、住宅の再建に着手する住民
が見受けられた。まだ余震が続く中、防潮堤等
が復旧しておらず津波に対する安全性に問題が
あるとともに、今後の復旧・復興の方針が決定
される前に無秩序に建築物が建築された場合、

復興計画の遂行に支障を来たすことが考えられ
たため、当面の間、東日本大震災の津波浸水区
域内における住宅の建築行為（修繕は除く。）
を見合わせるよう、４月９日付けで住民に通知
するとともに、防災行政無線やおおふなとさい
がいエフエムにより協力を呼びかけた。

①渉外対応
　渉外対応の主な窓口は市秘書広聴課が行い、
内容により各担当課が行った。具体的な国等へ
の陳情は各担当課から行った。
　市秘書広聴課が、市長、副市長の災害対応に
係る秘書業務として、日程調整、要人・関係機
関団体等対応、各種情報収集、連絡調整、随行
等を実施した。視察や各種協議、各種要望、被
災見舞い、支援申出など、様々な用件で、毎日
数件から十数件に及ぶ政府関係者、国会議員、
国県関係者、要人、関係機関・団体等来市者が
あったが、可能な限り日程調整等を行い、対応
した。
　主な市長対応来市者件数は、次のとおりであ

る。

図表　主な市長対応来市者件数
（発災翌日～平成23年８月31日まで）

来　市　者 件　　　数
地方公共団体（各首長） 48
国及び政府関係者 42
国会及び県議会議員 75
その他 10

❻ 国・県への要望等

②要望活動等
　３月26日に、市長が菅直人首相と電話で会談
し、激甚災害指定による迅速な財政支援等につ
いて要望を行った。
　３月29日に、北里大学を運営している学校法
人北里研究所に対し、震災により使用を休止し
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❼ 震災記録の収集・保存
　独立行政法人防災科学技術研究所と震災に関
する津波の被害映像など（写真・ビデオなど）
の収集方法などについて協議した。
　原則、市民などが持参した被害映像などは市
秘書広聴課が、郵送されてきた被害映像などは
独立行政法人防災科学技術研究所が受け付け
し、映像提供者からは使用許諾同意書を受領す
ることとした。

　この内容については、広報及びおおふなとさ
いがいエフエム等で随時周知した。
　震災の記録を後世に伝えるとともに、防災対
策に資するため、市が収集した写真等をデジタ
ル化して登録・保存するとともに、日時や場所
等の各種データを付与することにより、検索・
利用しやすい環境を整えた。

党等に対し、復旧・復興に向けた要望活動を行
った。
　また、政府関係者を始め、国会議員、県知
事、県議会議長等が現地視察、避難所の慰問等
のため、本市を訪れた。５月７日に、政府の東
日本大震災復興構想会議の五百旗頭議長を始め
委員の方々が現地視察のため本市を訪れた。

ている北里大学海洋生命科学部三陸キャンパス
の早期再開について要望活動を行った。
　被災した太平洋セメント株式会社大船渡工場
の早期復旧に向けて、４月11日に東北経済産業
局へ、４月19日に県知事へ太平洋セメント株式
会社大船渡工場への電力供給の早期復旧等につ
いて要望活動を行った。
　このほか、国や県、地元選出の国会議員、政
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■事実経過

H23/３/11 14：46　平成23年市議会第１回定例会一般質問の最中に地震が発生し、一時議会が中断
３/11 ～ 12 職員２名が各議員の安否確認及び被害確認

３/13 議長、議会運営委員長、議会事務局において今後について協議
全議員に対して説明に出向く

３/22 市議会第１回定例会本会議を再開
５/10 第１回臨時会

１．地震発生後の議会の対応
①地震発生時の議会の様子
　３月11日午後２時46分の地震発生時は、平成
23年市議会第１回定例会一般質問の最中であっ
た。地震発生によって、議場の天井が落下する
恐れがあったため、議員等は廊下や庁舎内へ避
難した。その後、まもなくして議場は停電し
た。
　津波警報（大津波）が発表されたため、議会
を継続することが困難な状況となった。このた
め、議長、議会運営委員長、議会事務局は、議
会の延会を決定した。すぐに、議員らに議場へ
戻ることを促し、議長から延会を宣言した。そ

❽ 議会

の後、議員らは自宅や職場へ向かった。

②議員の安否確認
　議会事務局では、５名の職員のうち３名は消
防団員及び地区本部員だったため、それぞれの
参集場所へと向かい、残りの２名で情報収集に
備えた。これ以降、議会事務局では、３月12日
にかけて各議員の安否確認や被害状況の確認等
を行った。固定電話や携帯電話が不通となり、
通信手段が一切なかったため、議会事務局を訪
れる議員らから情報を収集するなどして対応し
た。

地震発生時の市議会
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２．議会再開に向けた対応
①再開に向けた協議
　３月13日午前９時に、議長、議会運営委員
長、議会事務局長が第１回定例会の再開につい
て協議した。この結果、議会最終日である22日
に議会を再開して、同日に全議案を質疑なしで
通過させるという方針を決定した。
　この日、午後から議長と議会事務局長が、全
議員の元に直接出向いて、議員の安否確認を行
うとともに、定例会の日時変更、質疑なしで通
過させること等について伝えた。

②議会の再開
　３月22日の議会再開に向けて、議場の片付け
や録音機械のテストを行うなどして、準備を行

った。
　18日には、議長と議会事務局長が会派代表者
回りをして、22日の議会について質疑なしで通
過させることの再確認を行うとともに、議案の
確認を行った。
　22日に市議会第１回定例会本会議を再開し、
全ての上程議案を質疑なしで可決した。
　その後、議会においては大震災による甚大な
被害状況を勘案し、復興に充てるために、議員
発議により議員報酬の10％を約１年間減額する
とともに、平成23年度中の行政視察の実施及び
政務調査費の交付を取りやめる決定をした（５
月10日第１回臨時会）。

３．被災地視察への対応
　発災以降、全国各地の市議会から行政視察の
申し入れがあった。しかし、人員不足で対応が
難しいとして、平成23年６月までの受入れを全
て断った。７月以降になると、職員体制が従来

通りに戻ったことから、支援に対する感謝の意
を表するために、視察の申し入れを受けること
として対応した。
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■事実経過
H23/３/13 長野県佐久市（銀河連邦）先遣隊到着

３/14 神奈川県相模原市、秋田県能代市到着
３/16 鹿児島県肝付町到着
３/20 北海道大樹町到着

１．銀河連邦との協定
　銀河連邦は、宇宙航空研究開発機構（以下
「JAXA」という。）の施設がある、あるいは
以前あった秋田県能代市、神奈川県相模原市、
長野県臼田町（現佐久市）、鹿児島県内之浦町
（現肝付町）、岩手県三陸町（現大船渡市）の５
つの自治体による友好都市交流事業のことであ
り、本市が三陸町と合併する以前の昭和62年に
同都市間で開始された。さらに、平成22年４月
からは北海道大樹町が新たに加わった。これに
より、現在は６市町の間で交流事業が行われて
いる。銀河連邦では、物産展への出店等の経済
交流、各都市間における子どもたちの交流等を
継続して実施してきた。合併前、三陸町時代に

第11章　他自治体等からの支援

❶ 銀河連邦による支援

図表　銀河連邦の構成自治体

（１）食糧、飲料水及び生活必需品並びにその供給
に必要な資器材の提供

（２）被災者の救出、医療、防疫、施設等の応急復
旧等に必要な資器材及び物資の提供

（３）救援及び救助活動に必要な車両等の提供
（４）救援、医療、防疫、応急復旧活動等に必要な

職員の派遣
（５）ボランティアの斡旋
（６）児童生徒の受入れ
（７）被災者に対する住宅の斡旋
（８）地元企業・団体等への被災地支援の呼び掛け
（９）前各号に掲げるもののほか、特に要請があっ

た事項

図表　「銀河連邦を構成する市町の災害時における
　　　　相互応援に関する協定書」における応援の種類
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２．銀河連邦による支援
①支援の要請
　銀河連邦の相互応援に関する協定書において
は、応援を要請する市町が文書や電話等により
被害状況や応援を要請する職員の職種・人員等
について報告し、応援を要請することとしてい
る。しかし、平成23年３月11日の地震発生後、
通信手段が途絶したため、大船渡市からも各都
市からも連絡を取り合うことができなかった。
このため、本市から銀河連邦の各都市へ応援の
要請を行うことはなかった。

②先遣隊の到着と宿泊場所の確保
　３月13日以降、銀河連邦の各都市の先遣隊が
本市に到着した。初めに到着したのは、13日の
佐久市の先遣隊だった。佐久市の議員等３名
が、本市がどのような状況であるかを確認する
ためのものであり、翌日帰還した。14日には、
佐久市の市立病院の医師を含む10名が到着し、
さらに、相模原市の９名の職員（消防隊長、銀
河連邦担当課長等）及び保健師２名が到着し
た。この日、能代市からも保健師２名と職員２
名が先遣隊として到着した。医師や保健師は、
すぐに支援活動を開始し、先遣隊は主に市内の
状況確認等を行った。
　鹿児島県肝付町からは、16日に地元の給水車
で職員５名が到着した。14日の派遣決定ととも
に必要品は現地調達と考え、急ぎ肝付町を出発
したが、震災の影響は道々、新潟など広範囲に
及んでおり、ガソリンをはじめタイヤチェーン
やカセットコンロなど在庫がなく調達に苦労し
たとのことであった。能代市等、後方支援をし
た自治体と連携しながら、おおよそ2,000km離
れた本市へ２日かけて到着した。北海道大樹町
からは、20日に、職員等８名が物資を持って到
着した。

　本市では、到着した銀河連邦の友好都市の宿
泊場所として保健介護センター及び総合福祉セ
ンターの和室やボイラー室等を確保した。災害
時に支援都市の宿泊場所としてあらかじめ決め
られた場所はなかったため、担当である市活力
推進課が調整して確保した。その後、宿泊場所
として市役所第一委員会室や地区公民館（猪川
地区、吉浜地区等）等も活用した。支援で入っ
た各都市の職員らは、ヘッドライトや携帯トイ
レ、水、食料等、野営の装備がなされていた。

③銀河連邦による支援の調整
　銀河連邦各都市から派遣される職員の特徴に
応じて、市活力推進課が、本市の災害対応の各
部門につないだ。例えば、医療関係は医療班を
中心に保健師と医師が毎日ミーティングを行
い、翌日の支援計画の調整を行っていたことか
ら、銀河連邦の医師や保健師にはそこに入って
もらった。また、給水は市水道事業所、物資関
係も本市の担当課から指示を仰いでもらうよう
にした。このように銀河連邦の各都市の支援職
員には、本市職員等と一体となって災害対応の
一翼を担ってもらった。

④銀河連邦による支援体制
　銀河連邦各都市の職員の滞在期間は異なって
いたが、引継ぎは各都市内で行われた。また、
４月になると相模原市、能代市、肝付町等大隅
半島４市５町（鹿屋市、垂水市、曽於市、志布
志市、大崎町、東串良町、錦江町、南大隅町、
肝付町）では、支援を直接行う作業チームの他
に、調整役を設置した。この調整役は、長期間
滞在し、市内で必要となっている支援を把握し
て調整する等、支援の受入体制の整備を行っ
た。

は、研修を目的に１年間もの長期に渡る職員派
遣が行われていた。
　この銀河連邦の各都市では平成７年の阪神・
淡路大震災を受け、平成８年２月１日に「銀河

連邦を構成する市町の災害時における相互応援
に関する協定書」を締結した。協定締結以降に
人的支援が行われたのは、今回の東日本大震災
による支援が初めてとなった。
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　肝付町については、「大隅半島が一つになっ
て支援体制の充実・強化を図ろう」と、周辺の
市町が一致団結した結果、大隅半島４市５町で
復興支援チームをつくり（平成23年３月22日設
置）、４月10日には猪川地区公民館に現地支援
本部を設置した。

⑤銀河連邦による支援内容
　銀河連邦各都市の職員は、対応する業務内容
に応じて、本市の担当課から直接指示を受けて
支援を行った。
　３月末までは医療関係や避難所対応等、マン
パワーを必要とする作業が多かったが、これら
が落ち着くと長期的な支援が必要となった。例
えば、災害弔慰金の振込事務では、振り込みを
行うまでに多くの確認作業が発生するため、長
期間にわたって滞在する職員に依頼することが
効率的であった。このため４月以降はできるだ
け長期間滞在してもらえるよう依頼した。
　銀河連邦の各都市は、医師や保健師による医
療関係の支援や給水支援の他に、物資集積所の
運営支援も行った。各都市から物資管理を任せ
てほしいという申し出を受け、担当の市保健福
祉課と協議の上、大船渡小学校体育館は相模原
市、立根小学校体育館は大隅半島４市５町復興
支援チーム、日頃市小・中学校体育館は能代市
の職員が物資の受入れ、仕分け、避難所への搬
出等、体育館の開錠・施錠を含め全面的に管理
してもらった。
　相模原市では、自らも、けが人、住宅損壊、
帰宅困難者及び計画停電等の被害に対応しなが
ら、相模原市災害対策本部の中に大船渡支援班

を設置し、行政職員はじめ、電設業協会、建設
業協会、医師会、商店連合会、大学関係等の
他、相模原市民の方々が多数支援に入った。こ
れらの方々は、発電機を持ち込んでガソリンス
タンドのガソリンの汲み上げを行ったり、給水
タンクやソーラー発電機等大型物資をユニック
車で搬入したりしたほか、物資支援や避難所の
ごみの回収等、特にも大きな支援をもらった。
　相模原市と同じ政令市でつながりのある浜松
市は、相模原市が縁となって大船渡市に支援を
開始してくれた。このような支援は大きな広が
りを見せた。
　このほか、銀河連邦の契機となったJAXAで
は、人工衛星を利用しインターネット回線を確
保した。これにより、市災害対策本部に端末が
設置され、また、庁内職員用端末への接続がな
され、インターネット環境が復旧した。

図表　銀河連邦関係の支援
都市名 支援期間 人数

長野県佐久市 ３/13～３/28、
７/１～

計106人

神奈川県相模原市 ３/14～ 計662人
秋田県能代市
─能代・山本広域支援チーム
─能代・大館・北秋田チーム

３/14～１/25 計605人

鹿児島県肝付町
─鹿児島県大隅半島４市５
町復興支援チーム

３/16～ ８/31 計256人

北海道大樹町 ３/20 計８人

⑥銀河連邦による物資支援等
　銀河連邦の友好都市からは多くの物資支援等
が届けられた。相模原市からは、発災直後の
「最大限の支援を行う」との相模原市長の力強

銀河連邦構成市町による支援① 銀河連邦構成市町による支援②
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いメッセージをはじめとして、「米軍に依頼し
米軍基地から大船渡へヘリコプターによる物資
移送も可能」、「新学期には小中学生の受け入れ
も可能」、「必要物資は何でも申し入れたし」等
の申し出があったことから、庁内各部から必要
なものの取りまとめを行って依頼した。特に緊
急・大量・大型などの物資、例えば、遺体の納
体袋、棺、骨箱、ドライアイス、放射線測定
器、被災校へのストーブ等暖房器、オイルフェ
ンス、漏水探知機、金属探知機、散布機などの
物資支援を受けた。このほかにも、相模原市が
窓口になって募集した米、水などの生活物資
や、企業や商店などからは大型発電機、投光
器、コンテナハウス、可搬ポンプ、消防団員用
長靴、仮設住宅に設置する消火器、避難所用に
消毒用マット・モップ、FMラジオ機材一式、
事務机・椅子等大量の物資支援があった。
　肝付町では、発災直後に、町民に対して一戸
当たり1,000円の震災支援への募金のお願いを
行い、各年代・性別・サイズを取り揃えて下着
類を支援してくれた。
　大隅半島４市５町復興支援チームは、大船渡
市内でお金を消費したいと、市内の業者にオリ
ジナルＴシャツを発注した。このＴシャツは
「がんばっぺ！大船渡Ｔシャツ」として、同チ
ームメンバーや本市職員が着用した。その後、
地元のおおすみFMネットワークが販売を引き
受け、本市業者へ約2,000枚を発注したほか、

製作経費を差し引いた売上金約100万円は、本
市へ義援金として寄付された。同チームは支援
のための現金を持参してきており、避難所から
の要求品で支援物資としてなかなか届かないも
のなどをできるだけ市内で購入して調達してく
れた。避難所への掃除機、扇風機等の物資支援
のほか、避難所の冷蔵設備を調査し、冷蔵庫を
確保した上で、地元から野菜や豚肉を定期的に
配送し、被災者の食事の質を充実させ大変喜ば
れた。これは肝付町のミート工場などの協力を
得ながら、市内の避難所をはじめ高齢者施設や
児童養護施設などへ計12回に及んだ。そのほか
にも、被災車両の公告に係る事務・被災車両の
中の遺品を探す市民の案内等、最大約4,000台
に上った被災車両の管理にあたった。

がんばっぺ！大船渡Ｔシャツ（肝付町ホームページより）

図表　銀河連邦からの主な物資支援
都市名 救　　援　　物　　資

秋田県能代市 米、水、紙おむつ、布団セット、仮設住宅用天井板

神奈川県相模原市 米、水等生活物資、医薬品・医療器材、大型発電機、投光器、コンテナハウス、可搬ポンプ、マイクロバ
ス、事務机・椅子、消火器、骨箱、棺、納体袋、ドライアイス、放射線測定器、暖房器機、漏水探知機、
金属探知機、散布機、消防団員用長靴、消毒用マット・モップ、ＦＭラジオ機材一式

長野県佐久市 米、水、布団セット、カセットコンロとカセットボンベ、車両

鹿児島県肝付町（大隅
半島４市５町復興支援
チーム）

下着類、米、水、毛布、肉・野菜、携帯電話ソーラー充電器、ゆずジュース、緑茶、殺虫剤、調味料、
ハエ捕り用日本酒、スプレー菊、テント、水産用カッパ、ドライアイス保管用大型冷凍庫、掃除機、
扇風機、刈払い機、車両

北海道大樹町 毛布、米、缶詰、水、粉ミルク、牧草ロール
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❷ 職員等の派遣

④こころのケアチーム
都　市　団　体　名 支　援　期　間 延人数

神奈川県相模原市 ３/24～５/６ 127人
久里浜アルコール症センター（神奈川県） ３/25～４/30、５/16～３/29 733人
沖縄県 ４/６～７/４、７/19～７/22、８/30～９/１、９/13～９

/16、９/27～９/29
411人

宮崎県 ５/１～５/18 72人
医療法人秀峰会（埼玉県） ５/１～５/31 261人
NPO法人愛知ネット ４/２～３/18 634人

②日本水道協会
都　市　団　体　名

中部支部（福井県、長野県の自治体）、関西支部（大阪府、京都府、滋賀県、和歌山県、兵庫県の自治体）、東北支部（盛岡市、
奥州市、花巻市、一関市、滝沢村）より職員と給水車

①岩手県
都　市　団　体　名 支　援　期　間 延人数

岩手県 ３/13～11/15 1,097人

⑤保健チーム
都　市　団　体　名 支　援　期　間 延人数

秋田県能代市 ３/14～６/３ 359人
神奈川県相模原市 ３/14～４/27、７/１～12/20 278人
一関保健所・一関市 ３/19～３/22 13人
岡山県 ３/19～８/31 848人
岡山県倉敷市 ３/19～４/10 86人
奥州市 ３/17～10/31 486人
金ケ崎町 ３/17～３/19、３/29～３/31 12人

③医療チーム
都　市　団　体　名 支　援　期　間 延人数

DMAT ３/12～３/14 18人
長野県佐久市 ３/15～３/28 74人
東京都武蔵野赤十字病院 ３/15～３/17 24人
岩手医科大学 ３/15 2人
北里大学 ３/16、３/19～３/27 60人
医療法人徳州会（全国グループ） ３/17～３/20 90人
東京医科歯科大学（東京都） ３/18 2人
盛岡医療生活協同組合 ３/19～５/31 424人
自治医科大学（栃木県） ３/26～７/１ 512人
岡山県 ３/26～４/29 480人
合資会社富川グロリアホーム谷井医師（北海道） ３/28～４/１ 10人
日本オリンピック委員会（JOC） ３/29～４/27 211人
秋田県社会保険病院 ４/１～4/３、４/８～４/10 20人
自治医科大学付属さいたま医療センター ４/３～４/23 137人
さくらクリニック（奥州市） ３/28、４/６ 8人

　膨大な量の災害応急対策業務に対応するた
め、他の自治体等から職員等の派遣の支援を受

けた。支援をいただいた自治体等は次のとおり
である（平成24年３月末現在）。
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⑦全国の自治体
都　市　団　体　名 支　援　期　間 実人数

北海道 ３/30～６/30 65人
千葉県 ５/３～５/31 30人
三重県 ８/19～ ３人
北海道札幌市 ３/30～６/30 65人
山形県最上町 ３/17、３/26、５/３ 31人
千葉県千葉市 ７/13～ 9人
千葉県富里市 ７/11～９/19 14人
千葉県山武市 10/17～12/26 1人
埼玉県越谷市 ９/１～ 4人
埼玉県和光市 ６/３～７/15、12/５～ 10人
東京都板橋区 ４/20～ 100人
山梨県甲州市 ５/11～７/31 18人
静岡県浜松市 ４/13～ 95人
愛知県東浦町 ５/８～５/28 13人
愛知県犬山市 10/11～11/10 1人
三重県いなべ市 ３/24～４/８、７/１～12/23 32人
滋賀県甲賀市 ５/９～10/31 76人
大阪府大阪市 ８/１～12/31 10人
大阪府堺市 ７/４～ 12人
大阪府茨木市 ４/18～ 15人
大阪府大東市 ７/４～９/30、１/１～ 2人
大阪府泉佐野市 １/５～ 1人
兵庫県宝塚市 ３/26～４/３、４/30～５/10、６/10、６/25 39人
和歌山県和歌山市 ７/13～ 20人
岡山県美作市 ７/20～ 7人
山口県宇部市 ４/13～ 44人
山口県光市 ７/12～ 8人
大分県大分市 ８/１～ 9人
二戸市 ５/30～８/31 1人
八幡平市 ５/16～ 2人
盛岡市 ５/30～８/31 3人
奥州市 ７/１～ 3人
　※⑤で掲載されている自治体の人数を含んでいる。

⑥サロン、リハビリテーション支援
都　市　団　体　名 支　援　期　間 延人数

盛岡医療生活協同組合　サロン ６/３～９/30 112人
盛岡医療生活協同組合リハビリ ６/３～12/21 84人

都　市　団　体　名 支　援　期　間 延人数
沖縄県 ３/24～７/31 605人
秋田県秋田市 ３/24～４/18 52人
三重県いなべ市 ３/26～４/８ 42人
北海道小樽市 ３/30～４/14 48人
鹿児島県肝付町 ４/１～４/３ ６人
滋賀県甲賀市 ５/９～10/22 196人
鹿児島県大隅半島４市５町復興支援チーム ６/３～８/31 280人
ろっこう医療生活協同組合（兵庫県） ７/４～12/９ 219人
日本栄養士会・岩手県栄養士会 ４/11～６/29、８/29～10/24 220人
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１．災害ボランティアセンターの設置
　３月11日深夜に市保健福祉課は大船渡市社会
福祉協議会（以下「市社協」という。）に出向
き、翌日から災害ボランティアセンターを設置
するよう要請した。当初、市社協は被害状況等
の調査を行ってから設置することを想定してい
たが、この要請を受けて、災害ボランティアセ
ンターを設置することとした。
　12日午前９時に市役所玄関前に「大船渡市社
協災害ボランティアセンター」を設置し、市社
協の職員３名で受付業務に従事した。設置にあ
たり、市社協のあるYSセンターから机、用紙、
名札等を運んで対応した。
　開設した12日は、市役所に情報や物資を求め
てやってくる市民等の案内対応におわれた。こ
の日のボランティア登録は一関市から来たとい
う１名であったが、この方には待機してもらっ
た。翌日以降、順次ボランティアが集まってき

災害ボランティアセンターの設置（３/12）

災害ボランティアセンター受付（３/16）

た。13日には、ボランティアの待機場所として
いた地階大会議室が、物資の集積所となった。
14日になると、YSセンターの電気が復旧した
ため、ボランティア登録用紙を準備することが
できた。
　14日から15日に、市社協内において今後のボ
ランティア体制について協議し、ボランティア
の活動範囲等について話し合われた。この結
果、ボランティア活動は一般住民に対するもの
だけでなく、避難所も活動範囲として行うこと
とされた。
　ボランティアは日に日に多くなり、26日には
午前８時30分から午前９時30分までの間で90人
以上のボランティアが集まり一時受付が混乱し
た。こうした状況から、受付場所の変更が検討

❸ 災害ボランティア
■事実経過

H23/３/11 市保健福祉課が大船渡市社会福祉協議会に対してボランティアセンター設置を要請
３/12 ９：00　市役所玄関前に災害ボランティアセンター設置
３/13 ボランティア活動開始
３/18 秋田県社会福祉協議会職員２名が災害ボランティアセンター支援として到着
３/19 社会福祉協議会職員によるニーズ調査開始
３/20 ボランティアによる個人宅への支援活動開始
３/26 ボランティアの数が100名に迫る
４/４ 災害ボランティアセンターを総合福祉センター駐車場に移動・受付開始
４/22 避難所のボランティアニーズ調査開始
５/17 災害ボランティアセンターブログ開設
５/21 大船渡市社会福祉協議会災害ボランティアセンター情報誌を発行開始
９/21 大船渡市社会福祉協議会復興ボランティアセンターに名称変更
10/30 後方支援の社会福祉協議会職員派遣終了
12/１ ボランティアセンター運営方法変更
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２．災害ボランティアセンターの運営
①運営
　災害ボランティアセンターには、「総務班」、
「受付班」、「活動班」を設けて運営が行われた。
「総務班」は、活動の記録整理や広報作成、対
外的な対応の他、経理業務を担当した。５月21
日からは大船渡市災害ボランティアセンター情
報誌「おりゃした」を発行開始し、ニーズの把
握やボランティアの募集を行った。「受付班」
は、ボランティアの受付と受入調整、マッチン
グを行った。「活動班」は、活動に必要な資機
材の調達と管理、ボランティアの送迎、活動の
衛生管理を担当した。
　ボランティアの受付は午前９時までに行わ
れ、午前９時から午後３時まで活動した。

②受付
　災害ボランティアセンターでは、自発的にや
ってくるボランティアの受入が行われた。岩手
県は、大槌町や陸前高田市等、壊滅的な被害を
受けた市町があったため、岩手県社会福祉協議
会（以下「県社協」という）はボランティアの
受入体制構築が困難であるとして、県外ボラン
ティアの受入れは行わないことを対外的に周知
していた（ただし、実際には県外からやってき
たボランティアの受入れは行われた。）。このた

され、総合福祉センター駐車場に移動すること
となった。29日に拠点となる事務所（プレハ
ブ）の発注が行われ、４月４日夕方に災害ボラ
ンティアセンターを市役所玄関前から総合福祉
センター駐車場へ移動し、５日から新たな場所

総合福祉センターに設置した災害ボランティアセンター

での受付が開始された。
　その後、災害から半年が経過し、がれき撤去
や泥出し等の活動だったものがサロン運営、買
い物支援、引越し支援等、生活復興に向けた活
動が中心となった。このため、センターの名称
を「大船渡市社協復興ボランティアセンター」
に変更した。更に、月曜日を定休日として設け
た。

図表　災害ボランティアセンターの活動日
時　　期 活　動　日

H23/３/12～９/30 毎日
10/１～ 活　動　日：金曜～日曜

ニーズ受付：火曜～日曜
定　休　日：月曜日

め、全国のボランティアは交通アクセスの良い
仙台市等の宮城県へ集中した。これにより、本
市へ来るボランティアは急激に増加することな
く、徐々に増加し、これとともに受入体制を整
えることとなった。５月頃になると、県社協で
は県外のボランティア受入れを開始した。阪
神・淡路大震災や新潟県中越沖地震では、個人
ボランティアがそれぞれ自家用車で被災地へ向
かったが、今回の災害では全国の社会福祉協議
会やNPOがボランティアを募り、大型バスで
来るのが特徴的だった。こうした大型バスは、
多い時で１日に５、６台やってきた。
　既存の携帯電話を災害ボランティアセンター
の電話番号として、県社協のホームページで公
表し、発災後１週間頃から携帯電話での受付も
行っていた。後半になってくるとこうした集団
でのボランティアは、前日に電話で登録をし、
これに応じて大規模なボランティアの活動先の
調整を行った。
　警察からボランティアのテント泊、車中泊は
禁止するよう、通達が出ていたため、住田町の
ボランティア基地を紹介した。
　さらに、５月17日には、災害ボランティアセ
ンターの活動状況を対外的に伝えるためにブロ
グを開設して情報発信を開始した。
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センター長

チーフコーディネーター

ボランティア活動者版市民版

23年
3月

24年
1月

25年
1月

図表　ボランティアの受入人数の推移
（平成23年３月～平成25年３月）

図表　大船渡市災害ボランティアセンター組織図
（平成23年５月23日現在）

図表　大船渡市災害ボランティアセンター情報紙「おりゃした」
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　災害ボランティアセンター開設当初、受付で
準備していたボランティア登録用紙は、細かい
項目（本籍、現住所、血液型、所有資格等）を
記入してもらうものであったが、登録作業に時
間がかかるため、すぐに簡易なものに変更し
た。受付ではボランティア保険の登録も行っ
た。
　ボランティアには、首から下げる名札を用意
していたが、配布や記入等の作業に時間を要す
るため、ガムテープに直接名前を記入して貼っ
てもらうこととした。しかし、その後の市内の
ニーズ調査で、ボランティアと称する身元が怪
しい者の活動も確認されたため、市社協を通し
たボランティアには、「大船渡社協」という名称の
入ったビブスを着用してもらうこととした。
　ボランティアの受入人数は、３月及び４月は
市内の方が多かったが、５月以降は県外のボラ
ンティアが増え、ゴールデンウィークのあった
５月が最も多く4,223人の方が活動した。

③マッチング
　災害ボランティアセンターでは、前日までに
翌日の活動内容を決め、業務と定員を模造紙に
書き出した。ボランティアの受付の際、その中
から希望する業務を申し出てもらった。初めの
頃は、業務の定員を超えると受付を終了するこ
ともあったが、時間が経過すると河川の清掃や
泥集め等、多くの人手を要する業務があったた

受付簿に氏名、居住地等を記入。名札を
配布。

め、全てのボランティアに活動が割り当てられ
るようになった。

④派遣
　災害ボランティアセンターから活動場所まで
は、市社協職員が車で送迎したほか、災害ボラ
ンティア活動プロジェクト会議（支援Pと呼ば
れる共同募金の災害対応のコーディネートを行
う方々で、社会福祉協議会やNPO等で構成さ
れている。以下「支援P」という。）が手配し
たレンタカーや寄贈された車両を活用した。
　時間が経過してからは、活動の際に、ボラン
ティアへボランティアパックとして飲料水や栄
養食品等を渡した。これらは、支援物資を活用
して配布した。ボランティアの健康管理に配慮
し、活動後は、感染等の予防のために手洗いや
うがいを促した。夏季には熱中症予防のための
水分補給を行うなどした。

図表　ボランティア受付からの流れ

３．ボランティアによる活動
①ボランティアの活動
　ボランティア活動は３月13日から本格的に開
始された。当初は、物資の集積所となった市役
所地階大会議室や総合福祉センターにおいて物
資の積み下ろしや仕分け作業を行った。その
後、浸水した個人宅の泥出し作業や家財の運び
出し、避難所運営支援、道路脇側溝の泥出し
等、様々な活動となった。個人宅における活動
は、20日頃から開始されたが、トラブルを避け
るため、市社協職員や民生委員が必ず同行する
こととした。

　ボランティアの昼食は、各自が持参し、活動
場所で昼食をとることが難しい場合には、セン
ターに戻って、昼食、着替え、トイレ等を済ま
せてもらった。ボランティアに対する注意事項
として、個人宅における昼食はできるだけ控え
ることや許可なく写真撮影することは控えるよ
うに伝えた。
　５月のゴールデンウィークには、多くのボラ
ンティアを確保できたことから、市民ボランテ
ィアと合同で盛川河川敷公園の一斉清掃を３日
間（５月３日～５日）実施し、1,000人の方が
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図表　ボランティアの活動
時　　期 活動内容

災害発生直後 ・物資の運び出し（全国から寄せられる
物資を体育館に備蓄）
・避難所へ配分するパンの仕分け作業
・避難所への炊き出し支援

～半年程度 ・被災家財の運び出し・泥出し
・がれきの除去
・道路脇側溝の泥出し
・家の解体支援、洗浄、消毒
・草刈・引越作業支援
・仮設住宅への引越、清掃
・市内プール清掃
・盛川清掃
・写真修復作業
・避難所運営支援
・物資仕分等

図表　活動件数の内訳
H23
3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 H24

1月 2月 3月 計

物 資 62 113 113 95 13 15 5 5 3 0 0 0 0 424
避 難 所 6 92 133 61 26 0 0 0 0 0 0 0 0 318
施 設 2 11 0 1 5 0 0 0 0 0 0 0 0 19
泥 出 し 11 23 28 28 57 52 69 21 16 5 12 12 15 349
市役所依頼 21 21 29 17 9 4 2 9 2 4 2 0 1 121
個 人 宅 5 93 159 138 169 122 85 68 55 33 12 9 13 961
そ の 他 0 35 34 74 81 64 66 43 43 15 6 7 16 484

計 107 388 496 414 360 257 227 146 119 57 32 28 45 2,676

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 H25
1月 2月 3月 計

土 地 清 掃 1 2 8 2 0 4 0 0 0 0 0 0 17
個 人 宅 17 14 17 12 7 15 8 13 9 15 12 18 157
泥 出 し 8 8 11 6 10 10 5 7 3 4 4 6 82
草 取 り 1 4 10 18 15 12 12 4 0 0 0 0 76
漁 業 支 援 3 7 8 6 9 9 5 10 2 8 10 8 85
引 越 し 1 4 6 5 8 8 8 10 9 2 7 12 80
棚 等 作 成 5 0 0 0 1 1 0 0 0 0 0 0 7
イ ベ ン ト 2 0 1 5 5 0 2 0 0 0 0 0 15
そ の 他 14 6 8 3 0 0 2 6 1 0 1 2 43

計 52 45 69 57 55 59 42 50 24 29 34 46 562

参加した。

②資機材の確保
　ボランティアが活動で使用する資機材は、市
社協で備蓄していたスコップや市建設課が保有
していた土嚢袋等で対応した。その後、赤い羽
根共同募金会から災害等準備金として資機材等
の購入資金が送られ、これらを活用して資機材
の充実を図った。

４．ボランティアニーズの把握
①地域住民のニーズ把握
　市社協では、３月19日からボランティアのニ
ーズ調査を本格的に開始した。津波被害が大き
かった大船渡町にはボランティアが入ることが
困難と判断し、盛町内から調査を開始した。調
査では、一人暮らしや高齢者等の情報を民生委
員から受けて、市社協職員が訪問し、ボランテ
ィアのニーズ、活動環境、必要人数を把握し、
開始日等について依頼者と調整した。ボランテ
ィアを派遣する前に、市社協職員が下見をする

ことを原則とした。
　三陸町綾里地区、越喜来地区、吉浜地区の調
査は、５月頃から開始した。これらの地区では
住民同士が助け合っていることが多かったが、
口コミでボランティア活動の情報が広がった。
　ボランティアの活動場所は、浸水区域を基本
として、浸水被害のなかった場所での活動は行
わないこととした。また、住民や公共施設を活
動対象とし、事業活動に関わる商業関係の活動
は行わないこととした。
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②避難所のニーズ把握
　災害ボランティアセンターには避難所の情報
がなかなか入らなかったため、市保健福祉課か
ら避難所に向かうバイク便に災害ボランティア
センターの手書きの案内を入れてもらうなどし
て、周知を図った。さらに、４月22日からは避
難所におけるボランティアニーズ調査を行っ
た。
　避難所によって運営方法が異なっており、ま

た市職員が常駐しているところと地域住民だけ
のところ等様々であったが、避難所の要望に応
じて、ボランティアの派遣を行うなどした。

③市役所内におけるニーズの把握
　市役所内の各課からもボランティアの派遣要
請が入った。公園のトイレ管理や清掃、浸水被
害を受けた市営住宅の片付け、物資集積所の業
務等の依頼が多かった。

５．後方支援体制
　３月15日に県社協と支援Pが現況視察で本市
へ入り、他市町村の社会福祉協議会職員を後方
支援社協職員として派遣する旨、連絡が入っ
た。18日に秋田県社会福祉協議会職員２名が、
災害ボランティアセンター運営支援として入
り、運営方法について助言を行った。そのほか
にも他市町村の社会福祉協議会職員の支援が入
った。
　これら後方支援社協職員とは、毎日の活動終
了後午後５時30分から午後６時30分までミーテ
ィングを行った。その後、市社協職員が翌日の
ボランティア活動の計画を作成した。活動場所
の調整では、土地勘のある市社協職員による対
応が必要であった。

　後方支援社協職員の宿泊場所は、３月中は
YSセンター２階会議室とし、４月からは福祉
の里センターとした。職員の滞在期間は、各社
会福祉協議会によって異なった。

図表　後方支援社協職員による支援
時　期 活動日
３/18 秋田県社会福祉協議会職員２名が災害ボランテ

ィアセンター運営支援（運営方法等の助言）
３/21 県社協職員２名到着（受付業務支援）
３/24 愛知県社会福祉協議会職員４名到着（受付業務

支援２名、生活福祉資金２名）
４月末 緊急雇用５名採用
後方支援社協　延べ人数1,580人
県内：奥州市、金ケ崎町、西和賀町、花巻市、盛岡市、
　　　滝沢村、二戸市
県外：秋田県、愛知県

６．海外からのボランティア
　市社協が運営をする災害ボランティアセンタ
ーの他に、国際ボランティア組織であるオー
ル・ハンズ・ボランティアズも市内に本部を設
け、復興支援活動を行った。市社協の災害ボラ
ンティアとオール・ハンズ・ボランティアズは
別々にニーズ調査を行って活動したが、赤崎地
区の重油除去等の活動は合同で行った。
　その他に、ドイツの首都ベルリンに在住する
ドイツ人及び日本人が組織した「NPO絆・ベ
ルリン」も本市で複数回に渡って、活動を行っ
た。絆・ベルリンでは、本市の災害ボランティ

アセンターの活動へ参加して、側溝の清掃作業
等を行ったほか、老人ホームや幼稚園、小中高
校への訪問による交流等を行った。

図表　主な海外ボランティア組織の活動
団　体 支援期間 人数

オランダ民間ボラ
ンティア

３/21～３/25 計４人
救助犬４匹

オール・ハンズ・
ボランティアズ

４/12～11/11 計1,129人
（延べ）

絆・ベルリン ９/19～９/27、
H24/４/６～４/10

計30人
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１．支援の経緯
　陸前高田市は、津波によって壊滅的な被害を
受け、市職員の多くが犠牲となった。このた
め、陸前高田市からの支援要請に基づき、本市

から陸前高田市へ職員を派遣することとなっ
た。

❹ 陸前高田市への職員派遣

❺ 郵便局職員による支援

２．職員の派遣
　本市から陸前高田市への職員派遣は、３月14
日から16日まで行うこととなり、市防災管理室
に勤務経験がある職員２名を派遣した。
　担当となった職員は、庁舎内にあった陸前高
田市の地域防災計画、本市の住民票等の申請用
紙、気仙管内図、過年度別事業で作成した災害
時の対応フロー、筆記用具、コピー用紙等必要
と思われるものを持参した。14日朝から、陸前

高田市の災害対策本部となっていた給食センタ
ーへ向かい、支援を開始した。到着後、浸水エ
リアの把握や避難者リストの作成、被災世帯の
確認、被害状況の把握等を支援した。給食セン
ターは通電していたため、パソコンを使用して
避難者リストの作成や記者会見資料の作成、遺
体安置所の対応等を行った。

　市役所に避難していた大船渡郵便局の配達員
から支援の申出を受け、市災害対策本部と各避
難所間の連絡業務を依頼した。郵便配達業務で
使用しているバイクで、連絡事項を記入する用

紙などを各避難所に配達し、回収を行った。３
月15日から１週間程度実施されたが、電話等の
通信手段が途絶していたため、重要な情報連絡
手段として有効に機能した。



196

２．受付
　市地域防災計画上は、災害義援金及び災害見
舞金等の受付は、生活福祉部の分掌事務であっ
た。しかし、同部が多くの災害対応業務を抱え
ていたため、この業務を市会計課で行うことと
なった。これにより、市会計課では、災害義援
金及び災害見舞金の受付から保管まで行った。
　現金対応分の受付簿と仮領収書の作成を行
い、３月14日から現金による災害義援金及び災
害見舞金の受付を開始した。20日に庁内で災害
義援金受付専用口座の開設について協議し、22
日には災害義援金及び災害見舞金受付専用口座
を開設した。口座を災害義援金と災害見舞金に
分けると、口座違いにより収入した際に取扱い
が大変であるという情報を得ていたため、開設
する口座は一つとした。
　口座開設について国のホームページで情報発

信をしてもらうとともに、記者会見資料として
情報提供し、新聞等で公表してもらった。その
後、24日に災害義援金と災害見舞金の仕分けに
ついて庁内協議を行った。
　また、４月20日には災害義援金の現金書留に
よる送金の書留料金が無料となる「救援用郵便
物の料金免除の取扱に関する申請書」を提出
し、５月12日から現金書留による災害義援金等
の送金が無料となり、その後も、この取扱期間
が延長された。

■事実経過

H23/３/11 災害義援金受付業務について市会計課で行うことを決定
３/14 現金による災害義援金、災害見舞金等の受付を開始
３/22 災害義援金及び災害見舞金受付専用口座を開設
３/24 災害義援金と災害見舞金との仕分けについて庁内協議

１．災害義援金・災害見舞金の概要
　災害義援金には、国や県の赤十字を通じて市
に配分されるものと、個人や企業等から寄附さ
れるものがあり、いずれも被災された方に配分
される。災害見舞金は、個人や企業、自治体か
ら寄附されるもので市の復興という目的のため

のものである。
　災害義援金及び災害見舞金は、口座振込又は
現金で受け付けし、現金で受領した場合など住
所、氏名等が確認できる場合は、領収書とお礼
状を発行した。

❻ 災害義援金・災害見舞金

図表　災害義援金及び災害見舞金の受入れ状況
（平成27年３月31日現在）

区　　分 件　　数 金額（円）

災害義援金 3,182 536,478,684
災害見舞金 740 438,597,411
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図表　災害義援金の受入推移

図表　災害見舞金の受入推移
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　──まず大船渡市への支援の決定はどのよう
にされたのでしょう？
　笹野氏　大船渡市とは、阪神淡路大震災を契
機として銀河連邦の構成市町による相互応援協
定を締結していました。東北太平洋沿岸で甚大
な被害が出ているとの情報を得たので、この協
定に基づき、大船渡市を支援することを決定
し、３月13日の夜に第１便の支援物資を積んだ
トラックを出発させました。
　支援物資については、相模原市長が大船渡市
の副市長と連絡をとって、医薬品や食料、日用
品等が必要となっていることを確認しました。
相模原市でも一部の物資が不足している状況だ
ったのですが、市長が“大船渡市民を相模原市
民だと思って行動してほしい。市内の業界団体
の方にも直接お願いしよう”と庁内に対して号
令をかけました。また、各団体の方も集めて、
市長から、“相模原市も物資が不足している状
況だが、とにかく大船渡市に物資を送るのを手
伝ってほしい”とお願いをしました。この呼び
かけに35団体が呼応してくれました。トラック
協会相模支部はトラックを出してくれたり、市
商店連合会は物資を集めてくれたりしました。
もちろん市で備蓄していた毛布や食料品等も出
しました。こうして３月13日の夜に第一便の支
援物資のトラックを出発させました。
　──相模原市で民間の方々が多く協力してく
れたというのは市長の呼びかけがあったからな
のですね。

　笹野氏　そうですね。また、それに加えてそ
れまでの銀河連邦としての交流があると思いま
す。例えば市商店連合会では、銀河連邦を構成
する他市町の物産展で出店し合ったりして、商
業者同士がよく知っています。大船渡市にはき
れいな海、景色があって、お祭りにも行かせて
もらったりしていた。そうした景色を見て知っ
ているのに、あの強烈な被害映像を見ているわ
けですから、何かしなければという焦燥感にも
近い思いもあったと思います。
　近い自治体同士のお付き合いはあると思いま
すが、今回のような災害の時には離れた被災し
ていない自治体の協力が効果的でした。銀河連
邦には、北は北海道大樹町から南は鹿児島県肝
付町まで参加していて、こうしたお付き合いが
あったことで、協力できる立場にありました。
　第一便として３月14日に大船渡市に到着した
職員から話を聞くと、現地は混乱していて状況
を把握しにくかったということでした。このた
め、とにかく大船渡市の邪魔をしないように、
現地の様子を確認して、自分たちでできること
を探してきたということでした。
　──その後、長期間滞在する調整役として最
初に渋谷さんが任命されていますが、こうした
担当を置くこととなった経緯を教えてくださ
い。
　渋谷氏　４月中旬に笹野部長らが状況を把握
するために現地に行き、その結果を受けて調整
役を置くこととなりました。

（左：渋谷氏、中：笹野氏、右：相澤氏）

震災の記憶
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　笹野氏　４月12日から15日まで総務部長と大
船渡市へ行きました。このとき、銀河連邦の他
の自治体もどのように大船渡市と関わっていけ
ばよいのか戸惑っていました。保健師を出して
いる相模原市と能代市とで話し合いをして、大
船渡市の窓口となっている活力推進課等とも話
をして、こちらから長期間職員を派遣させる提
案等を行いました。大船渡市に一つ一つ窓口を
作ってもらうのは大変なので、大船渡市に人を
１人送るのでその職員が全ての話し合いの窓口
になりますということを提案しました。この提
案を大船渡市側に了承していただきました。
相模原市からは３月18日頃からほぼ毎週、定期
的に10人前後の人を送り込んでいました。この
ため、窓口となる渋谷さんには、職員の派遣期
間についてもどの程度がよいのか調整をしても
らうことにしました。
　──こうして渋谷さんは４月26日～５月
26日まで１カ月に渡って派遣されたのです
ね。
　渋谷氏　そうですね。ただ、当時は人事担当
の職場でしたので、自分が派遣となるまでの間
は３月15日以降の大船渡市への職員の災害派遣
について庁内で公募をかけて、多くの応募があ
りましたので、いつ誰が行くかといった調整を
担っていました。女性職員の応募も多く、寝る
場所の確保もままならない中、余震も多い状況
でしたので、女性職員を派遣させてもよいの
か、当初迷いましたが、結局は行ってもらい、
寝泊まりは男性職員と一緒に雑魚寝状態で対応
してもらいました。
　──渋谷さんの拠点はどこに設けましたか。
　渋谷氏　４月末までは、北里大学の寮が使え
るということでしたが、５月１日以降の宿泊場
所の確保はないままの状態で出発していまし
た。その後、活力推進課のご協力を得ながら、
末崎町の大田団地近くの法務省の官舎をご厚意
で借りることになりました。埃をかぶった部屋
の掃除から始めて、仕事の合間に冷蔵庫や洗濯
機を買い込んだりして生活環境を整えていきま
した。
　──渋谷さんはどういった業務をしていたの

ですか。
　渋谷氏　当時の私の主な役割として、体育館
の物資集積所での業務以外に何かできないかを
探るというものがありました。ちょうど５月頃
から、義援金の事務へ人をお願いしたいという
話がきましたので、物資集積班で来ていた相模
原市職員のうち、何人かをそちらの方へ回した
りして、次第に事務支援にシフトをしていく時
期となりました。また当時、毎日夕方に行われ
ていた記者会見にも参加させてもらって、市の
情報を把握するようにしていました。
　派遣期間中は、基本的には市役所の活力推進
課で業務を行いながら、相模原市が担っていた
物資集積所での業務の確認等で市内をまわった
りしていました。また、ゴールデンウィーク前
後に相模原市から多くの方が来られましたので
その方々の案内というのもよくありました。で
きるだけ大船渡市の職員さんには迷惑をかけな
いように行っていました。
　──その後、５月22日から相澤さんが派遣
されますが、渋谷さんと相澤さんの派遣時期は
一部重なっていますね。
　笹野氏　渋谷さんから、交代ではなく早く来
てもらって数日間一緒に行動をして引継ぎをし
たいと提案があったのです。
　相澤氏　大船渡市を訪れたのは今回が初めて
で、土地勘もありません。そうした中で、現地
の状況を確認するとともに、課題になっている
ことを把握する必要がありました。このため、
数日間でも前任の渋谷さんに案内してもらうこ
とで引継ぎが円滑にできました。
　──相澤さんはどういった業務をしたのです
か。
　相澤氏　まず、現地を案内してもらって地理
関係と現場の状況を確認しました。極端に言う
と国道45号から海岸側は津波被害を受けてい
て、山側は被害を受けていませんでした。市役
所も高台にあって大丈夫でした。こうしたこ
とを地図に記録しながら確認していきました。
次に、市災害対策本部の状況を確認しました。
我々が諸々の対応を協議する相手方として当時
の副市長等のキーマンとなる方々を把握しまし
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た。市災害対策本部の方々は多くの業務を抱え
ていたので、銀河連邦の方から色々と提案を出
して動こうと考えました。夜は末崎町の宿舎に
戻ってスキームを練って翌朝キーマンとなる
方々と協議するということを繰り返しました。
　私が派遣された当時、大船渡市と協議の上、
７月以降に中長期的に技術者等を派遣したいと
いう意向がありました。当初は１週間毎に職員
を派遣していたので、今後技術者等を派遣する
にあたり、状況を報告する必要がありました。
　また、物資集積所には物資が多くあるのに、
その先にうまく物資が流れていないのではない
かという課題がありました。子供達は体育館が
利用できないので外で遊んでいました。
　大船渡市では復興計画の骨子案を６月市議会
に説明し、かさ上げと高台移転の方向性が議論
となっていました。復興計画の住民説明会にお
いては、復興計画よりもまずは物資だとか、体
育館を早く開放してくれとか、目の前の生活に
対する要望が多くみられました。こうして、現
場や住民、議会の状況を把握していきました。
　大船渡市の幹部職員は３月退職の方は６月末
で退職することになっていました。自衛隊も７
月以降は市外に移動するということも分かって
いましたので、６月末を一つの区切りと考え
て、今後どのようにしていくかということを現
地の中で模索しました。
　相模原市長からは、“大船渡市民は、相模原
市民だと思って、現地で判断するように”と指
示されていましたので、市内に６カ所くらいあ
った集積所を市民体育館に集約することを現場
で判断させていただきました。当時、市民体育
館は遺体安置所として使用されていて、ご遺体
が10体ほど安置されていたので他の場所に移さ
せていただきました。そして、物資を入れるた
めには人手が必要となるので、派遣職員やボラ
ンティア、最終的には自衛隊の力も借りまし
た。
　一方で、親戚の家に避難している方も多くい
たので、そうした方にも物資を配布するため
に、市民体育館のテニスコート等で救援物資の
配布を行うこととして、その段取りなども行い

ました。
　笹野氏　相模原市長も現地を確認して物資に
問題意識を持っていたので、相澤さんが現地で
整理をしてくれて、期限を決めて決断をしても
らいました。
　相澤氏　第一段階は短期派遣でいいのです
が、第二段階になって中長期派遣に切り替える
必要が出てきていました。支援物資を分散した
まま管理するのではなく、期限を決めて一カ所
に集約することで人的な余力もできます。そこ
を次の技術者の派遣等に切り替えていくように
しました。また、これによって体育館が子供達
に使われるようになるし、地域の人達が集まる
コミュニケーションの場としても活用できま
す。私はこうした物資集約を行って、派遣期間
を終えました。
　──大船渡市では、相模原市からも大量の物
資を調達してもらったということを聞いていま
すが、その際の予算はどのように確保していた
のですか。
　笹野氏　予算は当初は予備費等で対応してい
ましたが、その後、議会において補正を組んで
確保しました。さらに、相模原市では大船渡市
に限定した義援金「頑張れ大船渡　銀河連邦
応援金」を募りました。市民等からすごい勢
いで義援金が集まり、平成26年８月末までに
１億８千500万円にのぼっています。市民には
それだけの気持ちがあるので議会で予算を通す
際も通しやすかったのだと思います。
　──大船渡市への支援を通して相模原市とし
て災害対応等の教訓として得たものは何かあり
ましたか。
　笹野氏　大船渡市さんが困られていたこと
が、そのまま私どもの教訓になりました。阪神
淡路大震災で被災された神戸市の方もよく言わ
れることですが、災害時に応援を受ける受援計
画をつくるということがあります。災害発生時
に、どこに対して支援を求めて、どこでどのよ
うに受け入れ、活用するかということをあらか
じめ整理して、そのための体制と施設を準備し
ておくということです。
　さらに、復旧や復興のための計画にいかに早
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く取りかかるかということも大切です。こうし
たことが本当に教訓になりました。この４月に
相模原市防災条例を制定したのですが、これら
のことを反映させています。受援の体制をつく
っておこうということと、復旧復興は計画的に
速やかにつくるということです。
　さらに、岩手県では内陸部の遠野市に拠点を
設けて後方支援を行っていました。相模原市も
内陸部の交通結節点であり、こうしたやり方を
参考として、在日米軍の施設であった相模総合
補給廠（平成26年９月に日本に返還）を後方支
援の拠点を含めた防災拠点とすることを国に要
望しています。これもまさに今回の震災を教訓
としています。
　──支援業務の中では大船渡市民と直接接す
る機会はあったのですか？
　渋谷氏　ありましたね。個人的なことになる
かもしれませんが、末崎町の宿舎の近所の方々
には、毎晩のように差し入れをいただきまし
た。今でも親戚づきあいのようにさせていただ
いていて、大船渡市に行くと必ず挨拶に伺いま
す。他のところでも、相模原市から来ましたと
いうと、多くの方から感謝の言葉をいただいた
のですが、逆に我々も色んな意味で本当に助け
ていただいたと、とても感謝しています。
　──大船渡のことは今でも気になりますか？
　相澤氏　そうですね、今でも現地の新聞を送
っていただき、購読しています。
　渋谷氏　私も大船渡市関係のホームページは
毎日チェックしています。また、走ることが好
きなので震災以降再開されたポートサイドマラ
ソンに参加させていただいています。

　笹野氏　お手伝いで大船渡に行った者たちが
今でも大船渡へ行っているというのは結構多い
ですよ。最大の支援というのは継続して足を運
ぶことだなと思いますね。
　──最後にこれまでの取組の中で印象に残っ
ていることや大船渡市へのメッセージなどいた
だけますか。
　相澤氏　私は御礼のお手紙をもらったことが
とても印象に残っています。大船渡でお子さん
を持っている方からのお手紙で、被災して子供
たちの遊び場がなくなったところを、相模原市
の方々が一生懸命やっていただいて体育館をオ
ープンにしてくれたおかげで子供たちも安心し
て遊べるようになったというものでした。とて
も感激して相模原市長まで報告させていただき
ました。おそらく銀河連邦の活動を大船渡市民
の方々がどこかで見ていてくださったのかなと
思います。
　渋谷氏　現在も職員の長期的な派遣が続いて
いる状況で、これら派遣職員に対して大船渡市
から気遣いを非常に多くいただいていて、本当
に感謝しなくてはならないと思います。また、
私にとって大船渡は第二の故郷のような感じに
なっていますので、個人的にもずっと何らかの
形で交流していきたいと思っています。
　笹野氏　震災はとても悲しい出来事でした
が、こういうことがあって我々の「絆」は、な
おさら深まったのではないかと思います。災害
は別にしても、この交流がずっと続くことを切
に願っています。銀河連邦の絆はこれからも大
切にしていきたいと思います。
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■事実経過
H23/３/13頃 復興に向けた組織体制の検討開始

３/15 「災害復興局」設置条例案及び「市災害復興推進本部」設置案完成
３/23 災害復興局設置

３/29 ～ 31 北海道奥尻町（奥尻島）視察
４/３～５ 新潟県小千谷市視察

４/11 市災害復興推進本部設置
４/20 災害復興基本方針の決定

４/22 ～５/２ 復興に向けた市民意向調査
５/12 第１回災害復興計画策定委員会開催（以降７回開催）
５/22 第１回災害復興計画策定委員会専門部会開催（以降３回開催）

６/６～ 24 第１回復興に向けた地区懇談会開催
７/８ 大船渡市復興計画骨子の決定

８/24 ～９/15 第２回復興に向けた地区懇談会開催
９/16 ～ 30 復興計画案のパブリックコメント実施

10/31 大船渡市復興計画策定

１．復興組織体制の構築
①災害復興局の設置
　３月13日頃から復興に向けた新たな組織体制
の検討に着手した。
　検討にあたっては、本市のチリ地震津波の災
害誌や他市の災害誌等を参考とした。「災害復
興局」設置の条例案と「市災害復興推進本部」
設置案を作成し、３月22日には、開会中の市議
会定例会最終日で条例が可決され、翌日、東日
本大震災からの復興を推進する専任部局として
「災害復興局」が設置された。災害復興局には
局長以下６名を配置した。

災害復興局設置（３/23）

　その後、４月11日には、市長を本部長とする
全庁組織である市災害復興推進本部を設置し
た。

②視察の実施
　災害復興局では、復興計画の策定や津波、地
震等の災害から復興したまちづくりの現場を確
認するために、北海道奥尻町及び新潟県小千谷
市への視察を実施した。それぞれ災害復興局の
職員２名が視察へ向かった。
　３月29日から31日まで北海道南西沖地震（平
成５年７月12日）の被害を受けた奥尻町の視察
を実施した。ここでは主に津波被害を受けた地
として、防災集団移転事業や防潮堤の整備、宅
地や道路のかさ上げ等について役場職員の案内
を受けながら、確認を行った。４月３日から５
日まで新潟県中越地震（平成16年10月23日）の
被害を受けた小千谷市の視察を実施した。小千
谷市は大船渡市と人口規模が同程度で、積極的
な住民参加のもと計画づくりを行っていたた
め、計画づくりや防災集団移転事業等について
参考とした。災害からの復旧・復興の現場を実

第12章　復興計画

❶ 復興計画の策定に向けた体制
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際に確認することで、今後の復興を考える際の
参考とすることができた。

③復興計画策定の体制
　復興計画策定の体制は次の図表のとおり、災

図表　大船渡市復興計画策定体制

害復興局が事務局となり、庁内及び官民合同組
織を設置して策定を行った。視察先である小千
谷市では市民主体の組織体制を構築しており、
こうした体制を参考としながら本市においても
取組を進めた。

２．災害復興計画策定委員会の設置
　復興計画を策定するにあたり、学識経験者、
議員、農水産業関係者、医療福祉関係者、建設
業関係者、交通事業者、行政関係者から構成さ
れる災害復興計画策定委員会を設置した。委員
会委員の構成は、チリ地震災害誌の記録に残っ
ていた委員100人のチリ津波災害復興対策委員
会を参考とした。

　５月12日には第１回災害復興計画策定委員会
を開催し、計７回開催した。またこの頃から、
復興計画策定支援として国土交通省と契約して
いるコンサルタント会社が、本市の支援として
策定業務に加わり、津波浸水シミュレーション
や会議記録の取りまとめ等を行った。
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図表　災害復興計画策定委員会の検討経緯

第１回

日時 平成23年５月12日（木）13：30～
場所 大船渡アーバン

内容 ・災害復興基本方針について
・策定体制及びスケジュールについて等

第２回

日時 平成23年６月２日（木）13：30～
場所 大船渡アーバン

内容 ・復興計画骨子（案）について
・意向調査最終結果について等

第３回

日時 平成23年７月７日（木）13：30～
場所 大船渡アーバン

内容 ・復興計画骨子について
・土地利用計画（案）について等

第４回

日時 平成23年８月18日（木）13：30～
場所 大船渡アーバン

内容 ・大船渡市復興計画に登載する事業について
・大船渡市復興計画に係る土地利用のあり方及び土地利用方針図（案）について等

第５回

日時 平成23年８月29日（月）13：30～
場所 大船渡アーバン

内容 ・大船渡市復興計画に登載する事業について
・大船渡市復興計画に係る土地利用のあり方及び土地利用方針図（案）について

第６回

日時 平成23年10月６日（木）13：30～
場所 大船渡アーバン

内容 ・大船渡市復興計画（案）について
・大船渡市復興計画に係る土地利用のあり方及び土地利用方針図（案）について等

第７回
日時 平成23年10月22日（土）13：30～
場所 大船渡アーバン
内容 ・大船渡市復興計画に係る土地利用のあり方及び土地利用方針図（案）について

図表　大船渡市災害復興計画策定委員会（平成23年10月31日現在）
塩　崎　賢　明（◎） 神戸大学大学院・教授
齊　藤　俊　明（○） 大船渡商工会議所・会頭
家　田　　　仁 東京大学大学院・教授
佐　藤　隆　雄 独立行政法人防災科学技術研究所・客員研究員
澤　田　雅　浩 長岡造形大学・准教授
伊　藤　英　之 岩手県立大学・准教授
長　坂　俊　成 独立行政法人防災科学技術研究所・プロジェクトディレクター
田　村　　　誠 岩手県議会・議員
斎　藤　　　功 大船渡市議会・副議長
熊　谷　昭　浩 大船渡市議会・議員
氏　家　韋刃　一 大船渡市議会・議員
紀　室　若　男 大船渡市議会・議員
菅　生　新　一 大船渡市農業協同組合・代表理事組合長
中　嶋　久　吉 大船渡市水産振興連絡会・会長
佐　野　秀　一 社会福祉法人大船渡市社会福祉協議会・会長
水　野　雅之亮 大船渡市民運動推進協議会・会長
大　津　定　子 気仙医師会・副会長
鈴　木　英　彦 株式会社東海新報社・代表取締役社長
菅　野　佑　三 大船渡魚市場株式会社・代表取締役社長
佐　藤　泰　造 大船渡湾冷凍水産加工業協同組合・代表理事組合長
山　口　マリ子 大船渡市各種女性団体連絡協議会・会長
池　田　義　弘 社団法人岩手県建築士会気仙支部・支部長
金　野　　　健 社団法人岩手県建設業協会大船渡支部・支部長
鎌　田　　　仁 社団法人大船渡青年会議所・理事長
多　田　秀　彰 東日本旅客鉄道株式会社盛岡支社・企画部長
工　藤　栄　吉 東北地方整備局三陸国道事務所・所長
村　上　明　宏 東北地方整備局釜石港湾事務所・所長
水　野　尚　光 岩手県沿岸広域振興局・副局長

◎委員長、○副委員長
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３．災害復興計画策定委員会専門部会の設置
　復興計画の専門事項に関して、調査研究及び
素案を作成する機関として専門部会を設置し
た。専門部会は、①市民生活部会、②産業経済
部会、③都市基盤部会、④防災まちづくり部会
の４部会を設置した。委員は、公共的団体、防

災害復興計画策定委員会

図表　専門部会の開催状況

第１回

日時 平成23年５月22日（日） 
場所 大船渡市役所

内容

復興計画骨子案を基に、ワークショップ形式で以下の３点について意見を交換し、検討した。
・復興における課題
・復興の目標として着目すべきキーワード（項目）
・復興の方針・施策

第２回

日時 平成23年７月16日（土）
場所 大船渡市役所

内容 復興計画事業一覧（案）を基に、ワークショップ形式で以下について意見を交換し、検討した。
・復興計画に登載する事業メニュー

第３回

日時 平成23年７月24日（日）
場所 大船渡市役所

内容
土地利用のあり方及び土地利用計画（案）を基に、主に盛・大船渡・赤崎地区、末崎地区、越喜来地区に
ついて、ワークショップ形式で以下について意見を交換し、検討した。
・土地利用のあり方及び土地利用計画（案）

専門部会

災関係団体等から推薦された方のほかに、公募
による市民で構成された。第１回専門部会は５
月22日にワークショップ形式で開催し、計３回
開催した。この専門部会のファシリテーターは
岩手県立大学が担った。
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図表　災害復興計画策定委員会専門部会名簿
市民生活部会

部 会 長 生活福祉部長

副部会長 都市整備部長、会計管理者、議会事務局長、教育次長

部 会 員

＜市職員＞

市民文化会館長、市民生活環境課長、国保年金課長

保健福祉課長、建設課長、都市計画課長、生涯学習課長

学校教育課長、気仙広域連合衛生課長

大船渡地区環境衛生組合事務局長

＜各種団体等＞

大船渡市民運動推進協議会、大船渡市社会福祉協議会

大船渡市芸術文化協会、大船渡市PTA連合会

大船渡市各種女性団体連絡協議会、気仙医師会

岩手県立大船渡病院、地区公民館（11地区）

産業経済部会

部 会 長 商工観光部長

副部会長 農林水産部長、大船渡魚市場建設推進室長

部 会 員

＜市職員＞

企画調整課長、商工観光物産課長、港湾経済課長

農林課長、水産課長、水産課技監、農業委員会事務局長

＜各種団体等＞

大船渡商工会議所、大船渡市農業協同組合

大船渡市農業協同組合女性部、大船渡市漁業協同組合

綾里漁業協同組合、越喜来漁業協同組合

吉浜漁業協同組合、大船渡湾冷凍水産加工業協同組合

大船渡魚市場株式会社、大船渡市観光物産協会

大船渡青年会議所、大船渡大通り商店街振興組合

さかり中央通り商店街振興組合、大船渡公共職業安定所

都市基盤部会

部 会 長 都市整備部長

副部会長 総務部長、商工観光部長、港湾経済部長、農林水産部長

部 会 員

＜市職員＞

企画調整課長、総務課長、商工観光物産課長

港湾経済課長、農林課長、水産課長、水産課技監

建設課長、都市計画課長、下水道事業所長

簡易水道事業所長、水道事業所長、農業委員会事務局長

大船渡地区消防組合消防本部消防長

大船渡地区消防組合消防本部次長、大船渡消防署長

＜各種団体等＞

東北地方整備局三陸国道事務所

東北地方整備局釜石港湾事務所

沿岸広域振興局土木部大船渡土木センター

岩手県建築士会気仙支部、岩手県建設業協会大船渡支部

東日本旅客鉄道株式会社、三陸鉄道株式会社

岩手県交通株式会社、東北電力株式会社

東日本電信電話株式会社、日本通運株式会社

防災まちづくり部会

部 会 長 総務部長

副部会長 企画政策部長、三陸支所長

部 会 員

＜市職員＞

企画調整課長、活力推進課長、市民文化会館長

秘書広聴課長、総務課長、財政課長、税務課長

生涯学習課長、監査委員事務局長

大船渡地区消防組合消防本部消防長

大船渡地区消防組合消防本部次長、大船渡消防署長

＜各種団体等＞

沿岸広域振興局経営企画部大船渡地域振興センター

大船渡警察署、大船渡市消防団

大船渡市婦人防火クラブ協議会、陸上自衛隊

自主防災組織
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図表　市民ワークショップ開催概要

４．市民参加の取組
①市民意向調査の実施
　復興に向けた市民意向を把握し、復興計画の
策定や市民と行政の協働によるまちづくりに反
映させるためにアンケート形式による市民意向
調査を実施した。この調査は、対象を市民全員
とし、各避難所、JAおおふなと各支店等にア
ンケート調査票を設置し、災害広報や災害FM
を通じて告知を行って実施した。本市で毎年実
施している市民意向調査では、無作為抽出した
市民2,000人を対象としているが、今回の調査
ではそれ以上の調査票を準備して、実施した。
これら調査結果の集計は、岩手県立大学に無償
で協力いただいた。

図表　市民意向調査実施概要

②市民ワークショップの開催
　平成23年７月10日及び17日にはワークショッ
プ形式により「復興によって目指すべき大船渡
市の姿」を検討した。これは岩手県立大学の協
力を得て実施した。
　復興計画に掲載されている復興後の大船渡市
の姿「命を守り、夢を育むまちづくりと防災に
協働するまち大船渡」は、様々な世代の市民が
参加したワークショップにおける議論をもとに
導き出したものである。

対象地域 市内全域

調査期間 平成23年４月22日（金）～５月２日（月）

実施方法
市役所本庁舎、支所、出張所、JAおおふなと
各支店、各避難所の回収袋に投函して回収

回 収 数 1,546票

有効回答 1,530票

調査項目

・回答者属性（震災時の居住地、性別、年齢、
世帯人数、職業、居住形態）

・避難場所
・住宅の被害状況
・暮らしの不安
・被災した住宅の再建予定とその理由
・復興への期待
・災害への備え
・これからのまちづくりについて望むこと
（自由記述）

開 催 日 第１回：平成23年７月10日（日）
第２回：平成23年７月17日（日）

会 場 大船渡市役所

参 加 者

第１回：市民28人
（協力）岩手県立大学：ファシリテーター等
９人、学生９人
第２回：市民21人
（協力）岩手県立大学：ファシリテーター等
10人、学生７人

内 容 ワークショップ形式で「復興によって目指す
べき大船渡市の姿」を検討

結 果

○復興後の大船渡市の姿
　「命を守り、夢を育むまちづくりと防災に
協働するまち大船渡」
○市民ワークショップでの提言まとめ
　①だれもが安心して暮らせるまち
　　被災者の生活再建を最優先として、１日
も早く市民生活の安定を取り戻すために
は、災害にくじけない市民の思いを糧とし
ながら、次のことに取り組まなければなり
ません。
　　ア　早期の住宅再建と公営住宅の整備
　　イ　今回の災害の教訓を生かした防災体

制の見直し（防災施設に頼りすぎない
防災対策の推進や防災教育の充実等）

　　ウ　高齢者や障がい者にやさしいまちづ
くり（バリアフリーのまちづくりの推
進や公共交通システムの整備等）

　　エ　将来を担う子どもたちの教育の充実
　②活気あふれるまち
　　大船渡市が活気を取り戻すためには、地
域の特色と資源（人的・物的）を最大限に
生かした産業の再生と創出が大切です。
　　ア　被災した産業基盤の早期再建
　　イ　豊かな自然の恵み等を生かした産業

振興（農林水産業・地場産業・観光産
業の振興や産業間の連携推進等）

　　ウ　魅力的・独創的なまちづくり
　　エ　新たな産業の創出と雇用の確保
　　オ　環境共生型のまちづくり（自然エネ

ルギーの活用等）
　③支え合いの“わ”でつなぐまち
　　私たち大船渡市民は、多くの皆様からご
支援をいただきながら、ともに助け合い、
励ましあいながら災害発生後の日々を過ご
してきました。
　　この間、人と人とをつなぐ「和」と、ま
ちや集落をつなぐ「輪」に支えられたとこ
ろであり、今後においても、二つの“わ”
を大切にしながらまちづくりを進めます。
　　ア　市民をつなぐ→コミュニティの確保

や防災ネットワークの形成等
　　イ　集落をつなぐ→集落の孤立を防ぐ道

路ネットワークの形成や循環バスの運
行等

　　ウ　世代をつなぐ→子供からお年寄りま
で、幅広い世代・階層の意見を取り入
れたまちづくりの推進や文化・伝統の
保存・継承等

　　エ　都市をつなぐ→気仙２市１町の連携
強化等
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③地区懇談会の開催
　復興計画の策定にあたり、市民の意見を広く
聴くために、復興に向けた地区懇談会を２回実
施した。参加は自由参加とし、地区別に第１回
は11会場、第２回は13会場で実施した。第１回
は避難所で避難している市民等の思いを聞くこ
とが主眼とされた。第１回の開催時には、大船
渡地区と赤崎地区の公共施設は避難所となって
いる施設が多かったことから、市役所を会場と
した。第１回の開催では、参加者が多く会議室
に入りきらない程であったため、第２回の開催
では、大船渡地区と赤崎地区はそれぞれ２回に
分けて開催した。
　奥尻島や小千谷市の視察においては、避難所
での生活や、仮設住宅に移ってからの生活等、
様々なタイミングで被災者の思いを聴くことが

図表　地区懇談会の開催概要
第１回復興に向けた地区懇談会

開催日時 平成23年６月６日（月）～６月24日（金）
19：00～21：00

開催地区
市内11地区（地区公民館単位）
（開催順：越喜来、吉浜、蛸ノ浦、綾里、赤
崎、盛、大船渡、末崎、猪川、立根、日頃市）

参加者数 計1,355人
第２回復興に向けた地区懇談会

開催日時 平成23年８月24日（水）～９月15日（木）
19：00～21：00

開催地区

市内13地区
（開催順：日頃市、立根、猪川、綾里、吉浜、
末崎①（中井、西舘、泊里、碁石、三十刈、
山根）、盛、末崎②（末崎①以外の末崎地区）、
赤崎、蛸ノ浦、大船渡①（富沢一区、富沢二
区、地ノ森一区、地ノ森二区、雇用住宅、赤
沢団地、赤沢、上山、中央通、台町、茶屋前、
南町、明土、屋敷、県立病院合同公舎、地ノ
森住宅、山馬越住宅）、大船渡②（大船渡①
以外の大船渡地区）、越喜来）

参加者数 計1,096人

地区懇談会

大切であるということであったため、そうした
ことも参考として開催した。

④こども復興会議の開催
　市内中高生を対象として、未来の大船渡市を
イメージする「大船渡市こども復興会議」を開
催した。この会議は、岩手県立大学総合政策学
部伊藤英之准教授の企画・運営により、同大学
地域政策研究センター震災復興研究費を活用し

こども復興会議

市民ワークショップ

図表　大船渡市こども復興会議の概要
主 催 大船渡市・岩手県立大学
開 催 日 平成23年９月23日（金）９：30～15：30
開催場所 大船渡市役所（議員控室）
参加者数 12人（中学生９人、高校生３人）

内 容
ワークショップ形式で意見交換と模型を使っ
た作業により、未来（復興後）の大船渡市を
イメージする作業を実施。

結果概要

「僕たち、私たちの大船渡市復興提言」の取
りまとめを行った。

○僕たち、私たちの大船渡市復興提言
私たちの大好きな大船渡市の復興のため
に、次の３つの提言をします。
１．津波に強い安全なまちにしましょう。
２．伝統や文化を大切にしていきましょう。
３．新しい大船渡市を創るために、みん
　　なで力を合わせ協力し合いましょう。
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て実施された。ここでは、「僕たち、私たちの
大船渡市復興宣言」を取りまとめた。

⑤パブリックコメントの実施
　大船渡市復興計画（案）に対して、９月16日

１．災害復興基本方針
　奥尻島及び小千谷市の視察結果を整理し、庁
内会議を行うなどして、４月20日に「復興基本
方針」を発表した。これは、復興に向けて前進

から30日まで、パブリックコメントを募集した
ところ、市民から50件、市政モニターからは53
件の意見が寄せられた。募集に際して、ホーム
ページでの告知や支所、出張所に書類を設置し
て対応を行った。

❷ 復興計画の策定

していることを市民に示したいとの思いから、
早い時期の取りまとめが行われた。

２．大船渡市復興計画骨子
　災害復興計画策定委員会で議論された「復興
計画骨子」は、第３回委員会後の７月８日に決

定した。

３．大船渡市復興計画の策定
　10月31日の市議会第４回臨時会において「大
船渡市復興計画」が議決され、正式決定され
た。
　復興計画は、議決承認が必要であるため、将
来的に変更が予想される事業や図は計画とは別
の構成とした。実際に、策定当時233だった復

興計画事業は、平成27年３月現在274事業とな
っている。変更が多い事業や図を別構成にした
ため、変更がある度に、議会議決を待つ必要が
なく、復興への取組が停滞することなく柔軟な
対応が可能となった。
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第
12
章
　
復
興
計
画

命を守り、夢を育むまちづくりと防災に協働するまち大船渡

図表　大船渡市復興計画
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